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第1章　序論

1.1　研究背景
1.1.1　骨組中の柱の圧縮強度と座屈長さ
　鋼構造骨組中の柱は曲げ座屈に対する配慮が必要である．骨組中の柱の圧縮強度について，その一
般的な算定方法の考え方を以下に示す．
　Eulerによれば，図 1.1に示す単純支持柱の弾性座屈軸力 Neは次式である．

図 1.1　単純支持柱

lEI

Ne

Ne =
π 2EI
l2

 (1.1)

 E：ヤング率
 I：断面 2次モーメント
 l：部材長さ
これは，荷重の偏心や柱の元たわみなどの幾何学的初期不整，および残留
応力などが存在しない理想状態を仮定して計算した弾性座屈軸力である．
式 (1.1)より，次式が得られる．

σ e =
Ne
A
=
π 2E
λ 2

 (1.2)

 se：弾性座屈時平均応力度
 A：断面積
 l：細長比，式 (1.3)

 i：座屈軸についての断面 2次半径，式 (1.4)

     λ =
l
i

 (1.3)

     i = I
A

 (1.4)

式 (1.2)を図示すれば図 1.2の細線になる．図 1.2の縦軸は図 1.1の単純支持柱の圧縮強度である．横
軸は細長比 lである．syは降伏応力度である．理想状態において，柱の圧縮強度は syと Eulerによる
解（se ）の小さい方で決まる．しかし，実際に柱を圧縮する試験を行うと，図 1.2に示す限界細長比
L よりも細長比 lが小さい，すなわちより太短い柱では，実験結果が syと seよりも小さな値をとる
ようになる．細長比がL より小さい場合の柱の圧縮強度と細長比 lの関係についてはいくつかの提案
がなされているが，日本においては Johnsonが示した実験式がよく知られている．また，図 1.2は図 1.3

のように無次元化表示することができる．図 1.3の縦軸は圧縮強度 (Nc = scr A)を降伏軸力 (Ny = sy A)で
除したものである．横軸は規準化細長比 lであり，次式で定義される．

λ =
Ny

Ne
=
1
π

σ y

E
⋅
l
i

 (1.5)

図 1.3は，降伏軸力 Nyと弾性座屈軸力 Neの関係から，圧縮強度 Ncが降伏軸力 Nyの何 %に低減され
るかを表している．すなわち，柱の弾性座屈軸力がわかれば，柱の圧縮強度を推定することができる．
　骨組中の柱においても上記の方法と同様に考えて，その弾性座屈軸力 Ncrから圧縮強度 Ncを推定す
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図 1.2　座屈強度曲線

sy

0.6sy

限界細長比L 細長比 l = l/i

圧縮強度 Nc

0

Eulerによる解 se（式 (1.2)）

Johnsonによる実験式

材料の降伏応力度 sy

図 1.3　無次元化表示した座屈強度曲線

1.0

Nc /Ny

0

Eulerによる解

Johnsonによる実験式

1.0

る方法がとられる．すなわち，式 (1.5)の Neの代わりに Ncrを用いる．ここで，骨組中の柱の弾性座
屈軸力 Ncrと等しい弾性座屈軸力を有する単純支持柱の部材長を座屈長さ lkと呼び，次式で定義する．

Ncr =
π 2EI

lk( )
2 　　⇔　　 lk = π

EI
Ncr

 (1.6)

式 (1.6)より，骨組中の柱の圧縮強度を算定する際には，図 1.2あるいは図 1.3において，lのかわり
に座屈長さ lkを用いれば良いことがわかる．
1.1.2　既往の研究
　鋼構造骨組中の柱の座屈長さについては，過去に様々な研究が行われている．節点の水平変位が拘
束されていない均等ラーメン骨組における柱の座屈長さについて，その算定方法が鋼構造座屈設計指
針などに示されている 1.1) ~ 1.4)．その他にも，骨組中の柱の座屈長さを算定するための様々な研究が行

図 1.4　鉛直下向き荷重作用時の柱軸力と座屈モード

(a)鉛直下向き荷重 (b)鉛直下向き荷重作用時
の柱軸力分布と座屈モード

図 1.5　水平荷重作用時の柱軸力と座屈モード

(a)水平荷重 (b)水平荷重作用時の柱軸力
分布とその柱軸力のみが作
用するときの座屈モード

λ =
Ny

Ne
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われている 1.5) ~ 1.14)．文献 1.1) ~ 1.4)に示されている座屈長さ算定図表は，無限に均等な骨組中の柱が
一様に圧縮軸力を受け，全ての柱が同時に座屈することを想定している．文献 1.5) ~ 1.9)は，文献 1.1) 

~ 1.4)の座屈長さ算定図表を不均等骨組に適用する際の精度を上げるための研究である．文献1.5) ~ 1.7)

では，対象柱とその周辺部材の剛性比に関係する係数 Gの評価を，対象柱と同時に周辺のどの柱が座
屈するかによって変化させることで，精度を上げる方法を提案している．文献 1.8)では，スパン方向
に不均等な骨組における坂本の修正法 1.2)と，Woodによるスパン方向に均等な多層骨組の座屈荷重算
定手法 1.9)を組合せることで，座屈長さ算定図表から得られる座屈長さを修正する方法を提案している．
文献 1.10)では，文献 1.1) ~ 1.4)に示されている座屈長さ算定図表で前提されている骨組内全柱の同時
座屈が不均等骨組では生じず，骨組内の一部の柱のみが座屈する可能性があるとして，座屈しない柱
による水平補剛効果を見込んだ座屈条件式を提示している．文献 1.11)および 1.12)では，節点の水平
移動が拘束されていない場合および拘束されている場合の均等骨組に対する，エネルギ法を用いた座
屈長さ係数算定式が提案されている．文献 1.13)では，不均等な骨組において，柱軸力を考慮した柱
の水平剛性の，層での総和がゼロになるときにその層は不安定になるという考察から，弾性座屈荷重
を計算する方法を提案している．文献 1.14)では，数値解析的手法を用いて，文献 1.1)に示されてい
る座屈条件式から陽に解を求めることができる近似式を誘導している．また，骨組中の柱とその上下
層の柱と梁を含めた系の座屈荷重は，系を柱ごとに 3つに分離したそれぞれの単独座屈荷重の最小値
と最大値の間にあるという考察から，単独座屈荷重から系の座屈荷重を推定する方法を示している．
　以上の研究成果はいずれも図 1.4(a)の鉛直下向き荷重作用時を対象としたものである．ラーメン骨
組がこの荷重を受けると，図 1.4(b)に示すような sway座屈モードが生じ，その座屈長さは柱部材長
以上になる．しかし，地震荷重が支配的な日本においては，図 1.5(a)に示す水平荷重作用時の柱軸力
による座屈も考慮せねばならない．文献 1.15), 1.16)では，模型を用いて，転倒モーメント下での多層
骨組外柱の座屈耐力について考察している．文献 1.17)では，水平荷重作用時に，図 1.5(b)の右外柱
のようにより大きな圧縮軸力を受ける柱は，引張軸力や小さな圧縮軸力を受ける同一層の他の柱や梁
によって層間水平変位を抑制されるので，その座屈長さは鉛直下向き荷重作用時よりも短くなると指
摘されている．すなわちその圧縮強度は鉛直下向き荷重作用時よりも高くなるはずである．また骨組
中の任意の柱をモデル化して考察し，水平荷重作用時に柱の座屈長さを柱部材長とできる条件が示さ
れている．
　以上のように，水平荷重作用時の柱軸力に対する骨組中の柱の座屈長さについてはまだ十分な知見
が得られているとは言えず，一次設計用地震荷重作用時の許容圧縮応力度の算定においても，文献 1.1) 

~ 1.4)に示されている鉛直下向き荷重を対象とした座屈長さ算定図表を用いるのが一般的である．

1.2　研究目的と本論の構成
　本論文は，一次設計用地震荷重作用時を念頭に置いて，文献 1.1) ~ 1.4)に示されている座屈長さ算
定図表と同様に，柱に軸方向荷重のみが作用する際の骨組の弾性座屈現象と柱の座屈長さについて考
察するものである．すなわち，幾何学的に線形な解析において，Ai分布の地震層せん断力作用時（図
1.6(a)）と柱軸力分布が相似になる鉛直荷重群を地震時柱軸力相当荷重（図 1.6(b)）と定義し，この荷
重群を用いて考察を行う．
　第 2章では，地震時柱軸力相当荷重作用時の骨組の弾性座屈現象について，数値解析を用いて考察
する．第 3章では，地震時柱軸力相当荷重作用時の骨組中の柱の座屈長さについて理論的に考察し，
多層多スパン骨組中の柱の座屈長さを簡易に推定できる設計図表を提案する．第 4章では，地震時柱
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1.3　関連する既往の研究
　本研究に関連する既往の研究の内容を以下に示す．
○鋼構造座屈設計指針などに示されている座屈長さ算定図表（文献 1.1) ~ 1.4)）
　鋼構造座屈設計指針では，均等骨組に対する図表を用いた座屈長さ係数算定法が示されている．こ
の図表は以下の 3点の仮定を行い，図 1.7に示す部分架構モデルを想定した上で，座屈たわみ角法によっ
て求めた座屈条件式（式 (1.7)）を図示したものである．
　　  i ) 1本の柱の座屈と同時に，骨組内のすべての柱が座屈する．
　　 ii )梁の拘束モーメントはその上下の柱の剛度に応じて分配される．
　　iii)節点が水平移動する座屈モードでは，拘束する梁の両端の節点回転角は大きさが等しく，か

つ向きが同じとする．
節点の水平移動が拘束されている骨組

GAGB
4

π
γ

⎛

⎝
⎜

⎞

⎠
⎟

2

+
GA +GB
2

⎛

⎝
⎜

⎞

⎠
⎟ 1− π γ

tan π γ( )
⎧
⎨
⎪

⎩⎪

⎫
⎬
⎪

⎭⎪
+
tan π 2γ( )
π 2γ

=1  (1.7a)

節点の水平移動が拘束されていない骨組

GAGB π γ( )
2
−36

6 GA +GB( )
=

π γ
tan π γ( )

 (1.7b)

G =
Ic lc( )∑

Ig lg( )∑
 (1.7c)

ここで，gは座屈長さ係数である．Gの添字の A, Bは柱の 2つの端部の節点を表し，I, lは断面 2次モー
メントと長さ，c, gは柱と梁を表す．また，Sは節点に集まる部材についての和を表している．柱の
座屈長さ lkは次式で与えられる．

lk = glc (1.8)

　式 (1.7)に示した座屈条件式の誘導過程を以下に示す 1.18)．
節点の水平移動が拘束されている骨組
　i)の仮定より，梁両端でのたわみ角は柱端部の回転角と大きさが等しく，方向が逆向きとする．こ

図 1.6　地震時柱軸力相当荷重
(a)Ai分布の地震層せん断力が作用する骨組 (b)地震時柱軸力相当荷重が作用する骨組

←柱軸力分布が相似→

軸力相当荷重作用時の骨組中の柱の座屈長さを，第 3章の設計図表よりも厳密に算定する計算手法を
示す．
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の仮定は，図 1.7(a)の記号を用いて次式で与えられる．

θC =θD = −θA　，　　θE =θF = −θB  (1.9a, b)

座屈たわみ角法を用いれば，材端モーメントは次式になる．

MAC =
2EIgLT
lgL

2θA +θC( ) =
2EIgLT
lgL

θA  (1.10)

MAD =
2EIgRT
lgR

θA　，　　MBE =
2EIgLB
lgL

θB　，　　MBF =
2EIgRB
lgR

θB  (1.11) ~ (1.13)

MAB =
EIc
lc
sθA + scθB( )　，　　MBA =

EIc
lc
sθB + scθA( )  (1.14), (1.15)

ここで，sと cは次式で定義される．Nは柱 ABの軸力である．

s =
ψ sin ψ( )−ψ cos ψ( ){ }
2 1− cos ψ( ){ }−ψ sin ψ( )

 (1.16)

c =
ψ − sin ψ( )

sin ψ( )−ψ cos ψ( )
 (1.17)

ψ = lc
N
EIc

=
π
γ

 (1.18)

ii)の仮定から次式が得られる．

MAB + MAC +MAD( ) Ic lc
Ic lc + IcT lcT

= 0  (1.19)

MBA + MBE +MBF( ) Ic lc
Ic lc + IcB lcB

= 0  (1.20)

A

B

C D

E F

Ic

IcT

IcB

IgLT

IgRT

IgLB

IgRB

lcT

lc

lcB

lgL lgR

(a)節点の水平移動が拘束されている骨組
(b)節点の水平移動が
　　拘束されていない骨組

図 1.7　柱座屈長さ算定図表を求めるための骨組モデル
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式 (1.19)に (1.10), (1.11), (1.14)を代入して変形すると次式が得られる．

s+ 2
GA

⎛

⎝
⎜⎜

⎞

⎠
⎟⎟θA + scθB = 0  (1.21)

GA =
Ic lc + IcT lcT

IgLT lgL + IgRT lgR
 (1.22)

同様に，式 (1.20)に (1.12), (1.13), (1.15)を代入して変形すると次式が得られる．

scθA + s+
2
GB

⎛

⎝
⎜⎜

⎞

⎠
⎟⎟θB = 0  (1.23)

GB =
Ic lc + IcB lcB

IgLB lgL + IgRB lgR
 (1.24)

式 (1.21)と (1.23)を行列で表示すれば次式になる．

s+ 2
GA

sc

sc s+ 2
GB

⎛

⎝

⎜
⎜
⎜
⎜
⎜

⎞

⎠

⎟
⎟
⎟
⎟
⎟

θA
θB

⎛

⎝

⎜
⎜

⎞

⎠

⎟
⎟
= 0

0

⎛

⎝
⎜⎜

⎞

⎠
⎟⎟  (1.25)

よって，座屈条件式は次式である．

s+ 2
GA

sc

sc s+ 2
GB

= 0 ⇒ s 1− c2( )GAGB4 +
GA +GB
2

+
1
s
= 0  (1.26)

式 (1.26)に式 (1.16)と (1.17)を代入して変形すれば式 (1.7a)が得られる．
節点の水平移動が拘束されていない骨組
　iii)の仮定を式で表現すれば次式である．

θC =θD =θA　，　　θE =θF =θB  (1.27)

図 1.7(b)を参考にすれば材端モーメントは以下の式になる．Rは部材角である．

MAC =
2EIgLT
lgL

2θA +θC( ) =
6EIgLT
lgL

θA  (1.27)

MAD =
6EIgRT
lgR

θA　，　　MBE =
6EIgLB
lgL

θB　，　　MBF =
6EIgRB
lgR

θB  (1.28) ~ (1.30)

MAB =
EIc
lc

sθA + scθB − s 1+ c( )R{ }　，　　MBA =
EIc
lc

sθB + scθA − s 1+ c( )R{ }  (1.31), (1.32)

先ほどと同様に，仮定 ii)より式 (1.19)と (1.20)が得られる．式 (1.19)に (1.27), (1.28), (1.31)を代入し
て変形すると次式が得られる．

s+ 6
GA

⎛

⎝
⎜⎜

⎞

⎠
⎟⎟θA + scθB − s 1+ c( )R = 0  (1.33)

また，式 (1.20)に (1.29), (1.30), (1.32)を代入して変形すると次式が得られる．
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scθA + s+
6
GB

⎛

⎝
⎜⎜

⎞

⎠
⎟⎟θB − s 1+ c( )R = 0  (1.34)

骨組には鉛直方向力しか作用していないので，次式が得られる．

MAB +MBA

lc
+ NR = 0  (1.35)

式 (1.35)に (1.31), (1.32)を代入して変形すれば次式が得られる．

s 1+ c( )θA + s 1+ c( )θB + ψ 2 − 2s 1+ c( ){ }R = 0  (1.36)

式 (1.33), (1.34), (1.36)より，座屈条件式は次式である．

s+ 6
GA

sc −s 1+ c( )

sc s+ 6
GB

−s 1+ c( )

s 1+ c( ) s 1+ c( ) ψ 2 − 2s 1+ c( )

= 0

⇒

−GAGBψ
2s2 1− c2( )

ψ 2 − 2s 1+ c( )
−36

6 GA +GB( )
=
s ψ 2 − s 1− c2( ){ }
ψ 2 − 2s 1+ c( )

 (1.37)

式 (1.37)に式 (1.16)と (1.17)を代入して変形すれば式 (1.7b)が得られる．

○三谷らの一連の研究（文献 1.5 ~ 1.7)）
　文献 1.19)において，骨組が sway座屈する場合には，各柱の弾性 sway座屈軸力の合計値で骨組の
弾性座屈荷重を予測できることが示されている．一方で，節点の水平移動が拘束されていない骨組に
おいても，吹抜けを有するような不均等骨組においては吹抜け柱の単独座屈が発生する可能性がある．
すなわち，不均等骨組においては，式 (1.7b)を用いて計算した各柱の弾性 sway座屈軸力の層での和と，
柱が単独座屈する場合の層での作用軸力の和を比較し，その小さい方で骨組の座屈荷重が決まると考
えられる．後者は，座屈する柱の単独座屈軸力と，そのときの同一層の他の柱の作用軸力の和という
意味である．
　層内で柱が単独座屈する場合には，部材角が生じない座屈モードとなる．すなわち，節点の水平移
動が拘束されている．式 (1.7a)はその場合の座屈条件式であるが，骨組中の全ての柱が同時に座屈す
ることを想定しているので，これをそのまま用いることはできない．そこで，文献 1.5) ~ 1.7)では，
端部の拘束条件を表す係数 Gの評価方法を変えることで，単独座屈する柱の座屈軸力を算定する手法
を示している．具体的には，単独座屈する柱と同時に座屈しない上下層の柱は単独座屈する柱の拘束
材となることと，単独座屈する柱と同時に同一層の左右の柱が座屈しない場合には梁の他端を固定と
考えて剛性（Ig /lg）に 2を乗じることの 2つの方法を採用している．Gの評価式を表 1.1に示す．記号
は図 1.8に示す．表 1.1で梁端部の■は固定端を表し，□は回転角の大きさが柱端部と等しく向きが
逆であることを表している．柱端部の■は対象柱と同時に上下の柱が座屈しないことを意味しており，
□は同時に座屈することを表している．
　文献 1.5) ~ 1.7)は鉛直下向き荷重を対象としているが，載荷能力に余裕のある柱が単独座屈する柱
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の sway変位を拘束する座屈モードを想定しており，地震時柱軸力相当荷重作用時の骨組にも適用可
能である．ただし，式 (1.7)から明らかなように解を陽に求めることができない．

○不均等長方形骨組の弾性座屈荷重略算法（文献 1.8)）
　不均等長方形骨組の弾性座屈軸力の略算法について研究されたものである．節点の水平移動が拘束
されていない骨組の座屈長さ算定図表が不均等骨組に適用された際の誤差を修正することを目的に，
坂本 1.2)とWood1.9)の方法を組み合わせた弾性座屈軸力略算法を提案している．坂本の手法はスパン方
向に不均等な 1層骨組の弾性座屈軸力を修正する方法であり，Woodの手法はスパン方向に均等な多
層骨組の弾性座屈軸力算定法である．まず，多層多スパン骨組中の柱の座屈長さを式 (1.7b)あるいは
それをもとにした図表から計算し，作用軸力と弾性座屈軸力の比が最も大きい柱を基準柱とする．次
に，坂本の方法で各層ごとに座屈長さを修正する．そして，修正後の基準柱と座屈長さが等しくなる
ように対称 1スパン骨組を作成し，この骨組にWoodの方法を適用して骨組の座屈荷重を求める．また，
この手順を簡略化する手法についても検討されている．
　文献 1.8)は不均等骨組に式 (1.7b)を適用することを試みた研究であり，鉛直下向き荷重を対象とし
た場合には有用である．しかし，骨組中の柱が同時に座屈することを想定しているので，地震時柱軸
力相当荷重によって圧縮側外柱のみが座屈する場合には適用できない．

GA =

I
h + IU

h U

2IL

lL
+ IR

lR

座屈変形 拘束度に関係する係数 G

GA =
I
h

IL

lL
+ IR

lR
+ aU IU

h U

GA =
I
h

2IL

lL
+ 2IR

lR
+ aU IU

h U

GA =

I
h + IU

h U

2IL

lL
+ 2IR

lR

GA =
I
h

2IL

lL
+ IR

lR
+ aU IU

h U

⑤

④

③

②

①

表 1.1　各座屈変形時における G

図 1.8　解析モデルと記号

I，IU，ID：それぞれ，検討柱，上柱，下柱の断面 2次モーメント
IR，IL：左梁，右梁の断面 2次モーメント
h：座屈柱の節点間長　　　hU，hD：上下層の高さ
lL，lR：左梁，右梁のスパン長
aU，aD：それぞれ，上柱，下柱の軸力に関する座屈たわみ角法

の係数（安定関数）

A'

B'

A''

B''

A

C

B

D

IIL

IL

IR

IR

IU

ID

lL lR

hD

h

hU
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◯水平補剛剛性を考慮した骨組内柱材の座屈解析（文献 1.10)）
　解析対象柱以外の骨組の部材が対象柱に与える水平補剛剛性や上下柱材の拘束効果，部材端部境界
条件を考慮した不均等骨組の部分骨組座屈についての論文である．文献 1.5) ~ 1.7)と同様に，対象柱
と同時に骨組内の他の柱が座屈するか否かを係数 Gの評価に反映する手法を示している．また，柱頭
の水平移動がない場合と同等の座屈長さになるための必要水平補剛剛性については論じられている．
水平補剛剛性の具体的な算定方法は示されていない．文献 1.10)は全ての柱が同時に座屈しない骨組
中の柱の座屈長さを算定する手法を示した研究である．ただし，文献 1.1) ~ 1.4)の手法と同様に解を
陽に得ることはできない．

○節点移動のある均等な骨組の柱材の実用座屈長さ評価式（文献 1.11)）
　節点移動のない均等な骨組の柱材の実用座屈長さ評価式（文献 1.12)）
　エネルギ法を用いた座屈長さ係数評価法を示し，それを多少修正することで，より精度の良い陽解
法の座屈長さ係数評価法を提案している．解析対象として，座屈条件式が鋼構造座屈設計指針に示さ
れている式 (1.7)と同じになる対称ロ型骨組（均等骨組）を用い，この骨組の柱頭に鉛直下向きに荷
重がかかる場合を想定している．すなわち，式 (1.7)と置き換えることが可能な陽解法の式である．
　節点の水平移動がある場合もない場合も，式 (1.7)と比較して非常に精度が良い．節点の水平移動
が拘束される場合の提案式は，地震時柱軸力相当荷重によって圧縮側外柱のみが座屈する場合にも適
用できる．ただし，骨組中の柱が全て同時に座屈することを想定している点は鋼構造座屈設計指針の
座屈条件式と同じである．

○吹き抜け柱の座屈長さ（文献 1.13)）
　骨組中の柱の水平剛性が柱軸力に影響されることを座屈たわみ角法によって考慮し，層での水平剛
性の和が 0になるときにその層が sway座屈するという考察に基づいて，弾性座屈軸力の近似解を陽
に求める方法を示している．つまり，各柱の作用軸力の比がその弾性座屈軸力の比とは一致し得ない
ために，同一層の柱の間で拘束が生じる効果を考慮しており，sway座屈モードの弾性座屈軸力を考察
する上では非常に有用な研究である．なお，非 sway座屈モードの弾性座屈軸力の算定には，文献 1.12)

の手法を用いている．

○水平移動が拘束される骨組内柱の単独座屈及び連成座屈荷重の近似評価法（文献 1.14)）
　数値解析的手法を用いて，文献 1.1)に示されている座屈条件式から陽に解を求めることができる近
似式を誘導している．また，骨組中の柱とその上下層の柱と梁を含めた系の座屈荷重は，系を柱ごと
に 3つに分離したそれぞれの単独座屈荷重の最小値と最大値の間にあるという考察から，単独座屈荷
重から系の座屈荷重を推定する方法を示している．
　式 (1.7)の近似解を陽に求めることができる式を提案している点は文献 1.12)と同じである．また，
その式を，骨組中の全ての柱が同時に座屈しない場合にも適用できるような手法の提案がなされてい
る．これは，文献 1.5) ~ 1.7)と同じ着眼点である．

○地震転倒モーメント下での骨組外柱の圧縮耐力に関する 2 つの実験的研究（文献 1.15), 1.16)）
　どちらも多層骨組の 1層目を想定した模型を作製し，柱に入力する水平荷重を制御することで転倒
モーメント下での骨組の座屈現象を発生させ，その座屈耐力について考察している．図 1.9は文献 1.16)
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○鋼柱の座屈長さに関する一考察（文献 1.17)）
　文献 1.17)の序では次のように述べられている．

「地震荷重時に座屈を検討すべき柱は，転倒モーメントで発生する柱軸力を考慮の対象にすべき
である．．（中略）．．転倒モーメントによって同一層の柱群に圧縮と引張が生じ，層全体の柱軸
力変動量は合計がゼロになる．すなわち，．．（中略）．．大きな圧縮軸力を受ける柱は，他の圧縮
軸力が小さい柱や引張軸力を受ける柱から横移動拘束を受けることにより，座屈長さは鉛直荷
重時の場合より短くなるはずである．」

また，骨組中の柱を図 1.10のようにモデル化し，座屈長さが部材長になる条件について考察している．
「図 1.10に示す柱モデルの上下の回転バネはそれぞれに接続する梁や柱による回転拘束を表す
もので，柱頭の水平バネは，同一層ないし複数層の他の柱や梁による横移動拘束を表している．
対象とする柱に接続する梁端に塑性ヒンジが生じて回転拘束が喪失し，さらに上下に接続する
柱の拘束を無視すれば，図 1.10の問題は図 1.11の問題に帰することができる．図 1.11の問題は，
水平バネ剛性 KHの大きさによって図 1.11(a), (b)に示す 2種類の座屈モードに分けられる．水
平荷重 Hは水平バネに伸びを生じさせ，柱をわずかに傾けるが，傾きが微小であれば座屈荷重

(a)モード 1

KH：水平バネ剛性
P：軸力
E：ヤング率
l：柱部材長
I：柱の断面 2次モーメント
Pcr
1

, Pcr
2
：座屈軸力

P

EI

KH

l
EI

KH

h

図 1.10　骨組中の柱の詳細モデル

H
H

(b)モード 2

図 1.11　簡略柱モデルの座屈モード

EI

KH

h

H

図 1.9　実験装置

Q⇒

　　　　↑
オイルジャッキ ←上部フレーム

おもり
試験体（外柱）

試験体（中柱）300 (mm)

H

l

1,080 (mm)

Pcr
1 Pcr

2

の試験装置である．中柱は軸力を受けず，外柱は両端固定である．中柱によって層の水平変位と外柱
に作用する水平力を抑制し，圧縮側外柱の曲げ座屈が発生することを意図している．
　鉛直下向き荷重を想定した場合よりも，地震水平荷重作用時の柱軸力分布に対する座屈耐力が高く
なることに着目し，実験によってこれを確認した点がこれらの文献の特長である．
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に影響を及ぼさない．図 1.11(a), (b)の各モードに対応する座屈荷重は，

　　　モード 1： Pcr
1 =

π 2EI
l2

 (1.38a)

　　　モード 2： Pcr
2 = KHl =

π 2EI

lk( )
2  (1.38b)

式 (1.38)の lkはモード 2に対応する座屈長さを表す．」
式 (1.38)より，モード 1になって座屈長さが部材長になる条件は次式である．

Pcr
1 ≤ Pcr

2 ⇒
π 2EI
l2

≤ KHl ⇒ kH ≥
π 2

12
= 0.82  (1.39)

ただしここで，kHは次式で定義される．

kH =
KH

12EI l3
 (1.40)

　文献 1.17)では，地震水平荷重作用時の骨組中の柱の座屈長さが部材長になる条件が式 (1.39)に示
されている．ただし，一般的な骨組がこの条件を満たすかどうかについて具体的な考察がなされてい
るわけではない．

○文献 1.17)は，本論文の第 3章に示す，骨組中の柱の座屈長さ算定図表と関係が深い研究である．また，
文献 1.5) ~ 1.7)と 1.10)，1.14)は，本論文の第 4章に示す弾性座屈軸力算定式と関係が深い研究である．
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第2章　地震時柱軸力相当荷重を受ける骨組の弾性座屈性状

2.1　序
　本章では，線材解析プログラムの CLAP.f 2.1)を用いて，多層多スパン骨組の弾性座屈現象と，その
骨組中の柱の弾性座屈時軸力について考察する．解析手法は，線形座屈解析と，幾何学的非線形性を
考慮した釣合経路解析（以下「釣合経路解析」）の 2つである．線形座屈解析の詳細については付録 1

で述べるが，以下に簡単に説明する．骨組の初期剛性行列を [K0]とし，この骨組に単位
4 4

の荷重が作用
したときの初期応力行列を [KG]とする．ここで，初期応力行列が荷重係数 lに比例するので，次の式
が成り立つときに剛性行列が逆行列を持たない，すなわち変位が不定になる．

K0⎡⎣ ⎤⎦+λ KG⎡⎣ ⎤⎦ = 0  (2.1.1)

このことから，線形座屈解析は不安定問題を解析するための手法であるが，幾何学的には線形な解析
である．よって，座屈前の変形が大きくなる構造物に適用すれば，誤差が大きくなるおそれがある．
　2.2節では，骨組の設計方針，解析条件の説明と用語の定義を行う．2.3節では，5層 2スパン骨組
を用いて，鉛直下向き荷重作用時と地震時柱軸力相当荷重作用時の弾性座屈現象を比較する．2.4節
では，均等骨組を用いて考察を行う．2.5節では，吹抜け柱を含む骨組を用いて考察を行う．2.6節では，
左右でスパン長が異なる 5層 2スパン骨組を用いて考察を行う．2.7節では，柱の軸剛性が，幾何学
的非線形性を考慮した釣合経路解析の結果に与える影響について考察する．2.8節では，骨組全体の
水平剛性の変化が，柱の座屈時軸力に影響するかを考察する．

2.2　骨組の設計方針と解析条件
2.2.1　骨組の設計方針
　全ての骨組で柱部材長（階高）は h = 4 (m)とする．CLAP.fを用いて幾何学的に線形な弾性解析を行い，
建築基準法施行令の一次設計用地震荷重に対する最大層間変形角が 1/200 (rad)となるように部材の断
面 2次モーメントを決定する．ただし，2.7節は例外である．柱と梁の断面 2次モーメント Icと Ibは
それぞれ全層で同一とする．材料のヤング係数は E = 2.05×105 (N/mm2)である．なお，骨組の設計を
行う際には剛床仮定を適用して各層の柱梁節点の水平変位を等置するが，2.3節以降の解析を行う際
には梁の変位等置は行わずに梁の断面積を十分に大きくすることで剛床仮定をモデル化する．これは，
幾何学的非線形性を考慮した解析では変形が大きくなり，梁の傾きや曲げ変形に伴う節点間の変位が
拘束されてしまうためである．
　地震層せん断力の計算に用いる数値を以下に示す．

(i)    固定荷重と積載荷重は梁上の等分布荷重を q = 50,000 (N/m)として計算する．すなわち，i層の
重量 Wiは次式で計算する．

Wi = q Li (2.2.1)

Li：i層の梁の全長，すなわち骨組の幅
(ii)   標準せん断力係数は C0 = 0.2とする．
(iii)  地震地域係数は Z = 1.0とする．
(iv)  地盤種別は第 2種地盤とし，地盤の固有周期には Tc = 0.6 (s)を用いる．
(v)   骨組の高さを H（単位は m）とし，骨組の固有周期は T = 0.03H（単位は s）とする．
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(vi)  地震入力の低減係数 Rtは次式で計算する．

T < Tc　　　    ： Rt =1  (2.2.2a)

Tc ≦ T < 2Tc　  ： Rt =1−0.2
T
Tc
−1

⎛

⎝
⎜⎜

⎞

⎠
⎟⎟

2

 (2.2.2b)

2Tc ≦ T　　　 ： Rt =1.6
Tc
T

 (2.2.2c)

(vii)分布係数 Aiは次式で計算する．

Ai =1+
1
ai
− ai

⎛

⎝

⎜
⎜

⎞

⎠

⎟
⎟
2T
1+3T  (2.2.3)

ai =
Wk

k=i

n
∑

W1
 (2.2.4)

n：骨組の層数
i層の地震層せん断力は次式で計算する．

Qi =C0 ⋅Z ⋅Rt ⋅ Ai ⋅ Wk
k=i

n
∑  (2.2.5)

2.2.2　解析条件
　本論文において，5層 2スパンで，スパン長 lと柱部材長 hの比が (a = l/h = 1.5)，梁柱曲げ剛性比が (b/

a = 0.4)，よって梁の断面 2次モーメント Ibと柱の断面 2次モーメント Icの比が (b = Ib /Ic = 0.6)となる
骨組を基準骨組（図 2.2.1）と呼ぶ．文献 2.2)の設計例によれば，5あるいは 10層のオフィス建築の
場合に，鋼構造ラーメン骨組の梁柱曲げ剛性比 (b/a)は (0.28 ~ 0.80)である．Ib , Ic，および柱部材長を
座屈長さとしたオイラーの座屈軸力 NEを以下に示す．NEの定義式は以下の式 (2.2.6)に示す．
　基準骨組 1（柱脚固定）
　　Ib = 6.153×108 (mm4)，　Ic = 10.26×108 (mm4)，　NE = 130×106 (N)

　基準骨組 2（柱脚ピン）
　　Ib = 14.52×108 (mm4)，　Ic = 24.21×108 (mm4)，　NE = 306×106 (N)

図 2.2.1　基準骨組
基準骨組 1 基準骨組 2

4 (m)

〃

〃

〃

4 (m)

6 (m) 6 (m)

4 (m)

〃

〃

〃

4 (m)

6 (m) 6 (m)
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NE =
π 2EIc
h2

 (2.2.6)

　本章における荷重条件は，一定の長期荷重と漸増の地震時柱軸力相当荷重である（図 2.2.2）．ただし，
2.3節では鉛直下向き荷重のみを作用させた解析も行う．本研究は，地震水平荷重作用時の座屈長さ
について考察するものなので，荷重は全て柱梁節点に作用させる．線形座屈解析においては，図 2.2.2

に示す長期荷重を作用させて釣合経路解析を行った直後の剛性行列を [K0]とし，その状態での地震時
柱軸力相当荷重に対する初期応力行列を [KG]とする．釣合経路解析では，図 2.2.2の荷重に対して変
位制御で解析を行う．図 2.2.2の長期荷重は，梁上の等分布荷重を 50,000 (N/m)と考えて，梁の支配
長さを乗じた集中荷重として各柱梁節点に作用させる．地震時柱軸力相当荷重は，断面設計を行った
際の数値解析結果から得られる上下層の柱軸力の差を，その柱梁節点の鉛直方向外力とした荷重群で
ある．
　柱，梁ともに材軸方向に 5要素に分割してモデル化する．付録 2に，分割数がこれ以上増えても解
析結果に有意な差異が生じないことを示す．部材の軸変形と曲げ変形を考慮し，せん断変形を無視す
る．剛床仮定を適用して，梁断面積 Abは十分に大きく設定する．具体的には，FAランクの上限の幅
厚比と仮定して計算したときの 104倍とする付録 3．柱は幅厚比が 48の角形鋼管として断面積 Acを算定
する注）．角形鋼管柱の Ac , Icの計算式を以下に示す．Bは柱幅で tは柱の板厚である．

Ac = B
2 − B− 2t( )

2
= B2 1− 1− 2t

B
⎛

⎝
⎜

⎞

⎠
⎟

2⎧
⎨
⎪

⎩⎪

⎫
⎬
⎪

⎭⎪
 (2.2.7)

Ic =
B4

12
−
B− 2t( )

4

12
=
B4

12
1− 1− 2t

B
⎛

⎝
⎜

⎞

⎠
⎟

4⎧
⎨
⎪

⎩⎪

⎫
⎬
⎪

⎭⎪
 (2.2.8)

また，この 2式から式 (2.2.9)が得られ，Acと Icの比率は幅厚比によって決まることがわかる．

Ac =
1− 1− 2t B( )

2

1− 1− 2t B( )
4
12Ic  (2.2.9)

釣合経路解析で座屈現象を生じさせるために，柱は初期不整として (1/20,000)傾けてモデル化する．
本研究は柱の座屈長さ（弾性座屈軸力）についての知見を得ることが目的である．現実の柱に生じる

図 2.2.2　基準骨組 1に対する荷重条件

釣合経路解析では
この荷重分布で変
位制御解析を行う．
荷重分布は骨組に
よって異なる．

300 (kN) 150 (kN)150 (kN)

300 (kN)
150 (kN)150 (kN)

300 (kN)
150 (kN)150 (kN)

300 (kN)
150 (kN)150 (kN)

300 (kN)
150 (kN)150 (kN)

1.000

1.000
1.872

1.872
2.603

2.603
3.074

3.074
2.859

2.859

長期荷重（一定荷重） 地震時柱軸力相当荷重

注）第 3章において，幾何学的非線形性を考慮する場合には，柱の軸方向変形が解析結果に有意な影響を与
える可能性があることが示されるので，特に幅厚比が大きい柱断面としている．
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幾何学的な初期不整と軸方向力の正規位置からのずれおよび残留応力などの影響は，細長比と座屈耐
力の関係を表した座屈曲線を作成する際に考慮されている．よって，本研究ではそれらの初期不整が
ない理想状態で解析を行うのが妥当である．ただし，それでは釣合経路解析で座屈現象を表現できな
い恐れがある．解析条件をそろえるために，線形座屈解析でもこのようにモデル化する．

2.3　鉛直荷重分布と骨組の弾性座屈現象
　基準骨組を用いて，鉛直下向き荷重（図 2.3.1）と地震時柱軸力相当荷重（図 2.2.2）に対する多層
多スパン骨組の弾性座屈現象を比較する．鉛直下向き荷重に対する弾性座屈現象を考察する場合に，
外柱節点と内柱節点の鉛直荷重の比率は，床の支配面積を考慮して (1:2)とする．
　解析結果を図 2.3.2 ~ 2.3.5に示す．図 2.3.2, 2.3.4が柱脚固定の基準骨組 1で，図 2.3.3, 2.3.5が柱脚
ピンの基準骨組 2の解析結果である．また，図 2.3.2, 2.3.3は鉛直下向き荷重（図 2.3.1）のみが作用す
る場合であり，図 2.3.4, 2.3.5は地震時柱軸力相当荷重（図 2.2.2）に対する解析結果である．それぞれ
の (a), (b)図中の細実線が右外柱 1層目で，太実線が 2層目の釣合経路解析結果である．縦軸は右外柱
の軸力 Niを NEで除したものである．iは層数である．本論文において柱軸力は，柱脚での鉛直方向
の材端力と定義する．(a)図の横軸は i層目右外柱の材軸方向縮み di を柱部材長 hで除したもので，(b)

図の横軸は i層での右外柱の部材角 Riである．Ni , di , Riの定義式は本節の最後に示す．釣合経路解析
においては，図 2.3.2(a)のように (Ni /NE - di /h)関係の剛性が急変する軸力レベルが分岐荷重，すなわ
ち柱の弾性座屈時軸力にあたると推定できる．二点鎖線は線形座屈解析による右外柱の弾性座屈時軸
力 eig.Nicrを NEで除したもので，釣合経路解析結果と良い対応を示している．NEは柱部材長を座屈長
さとしたオイラーの座屈軸力である．
　図 2.3.2, 2.3.3の (a)図より，鉛直下向き荷重に対するラーメン骨組中の柱の弾性座屈時軸力は NEを
下回っている．NEの定義より，弾性座屈時軸力が NEを下回っているということは，座屈長さが柱部
材長以上という意味になる．なお，図 2.3.1からわかるように，中柱の軸力は外柱の 2倍であるが，
それでも骨組が座屈するときの軸力は NE以下である．また，図 2.3.2, 2.3.3の，(c)図は線形座屈解析
から得られる座屈モードであり，(d)図は釣合経路解析で下層部の柱軸剛性が低下して以降の変形図
である．どちらも大きな軸力が作用する下層部が特に大きく水平方向に変形する swayモードで座屈
していることがわかる．
　図 2.3.4, 2.3.5は，図 2.2.2に示す一定の長期荷重を作用させた後，地震時柱軸力相当荷重を作用さ
せた場合の数値解析結果である．(a) ~ (d)図の区別や縦横軸は図 2.3.2と同じである．(a)図より，ど

図 2.3.1　鉛直下向き荷重に対する
弾性座屈時柱軸力考察用

2
11

2
11

2
11

2
11

2
11
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(d)釣合経路解析変形図(c)線形座屈解析座屈モード
図 2.3.2　鉛直下向き荷重に対する数値解析結果（基準骨組 1）

(d)釣合経路解析変形図(c)線形座屈解析座屈モード
図 2.3.3　鉛直下向き荷重に対する数値解析結果（基準骨組 2）

(d)釣合経路解析変形図(c)線形座屈解析座屈モード
図 2.3.4　長期荷重＋地震時柱軸力相当荷重に対する
　　　　　　　　　　　　数値解析結果（基準骨組 1）

(d)釣合経路解析変形図(c)線形座屈解析座屈モード
図 2.3.5　長期荷重＋地震時柱軸力相当荷重に対する
　　　　　　　　　　　　数値解析結果（基準骨組 2）

　NE：柱部材長を座屈長さとしたオイラーの座屈荷重
【釣合経路解析結果】
　Ni ：i層目右外柱軸力
　di ：i層目右外柱軸縮み
　Ri ：i層目右外柱部材角
 ：N1 /NE

 ：N2 /NE

【線形座屈解析結果】
　eig.Nicr ：骨組座屈時 i層目右外柱軸力
 ：eig.N1cr /NE

 ：eig.N2cr /NE

di /h

Ni /NE

eig.N1cr /NE
eig.N2cr /NE

Ri

Ni /NE

d1 /h

N1 /NE

eig.N1cr /NE

R1

N1 /NE

eig.N1cr /NE

eig.N1cr /NE
eig.N2cr /NE

di /h

Ni /NE

eig.N1cr /NE

eig.N2cr /NE

Ri

Ni /NE

eig.N1cr /NE

eig.N2cr /NE

d1 /h

N1 /NE

eig.N1cr /NE

R1

N1 /NE

eig.N1cr /NE

(a)右外柱無次元化軸力
　　　-平均ひずみ関係

(b)右外柱無次元化軸力
　　　　　-部材角関係

(a)右外柱無次元化軸力
　　　-平均ひずみ関係

(b)右外柱無次元化軸力
　　　　　-部材角関係

(a)右外柱無次元化軸力
　　　-平均ひずみ関係

(b)右外柱無次元化軸力
　　　　　-部材角関係

(a)右外柱無次元化軸力
　　　-平均ひずみ関係

(b)右外柱無次元化軸力
　　　　　-部材角関係
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ちらの基準骨組においても，(eig.Nicr /NE)は 1を上回っている．図 2.3.4, 2.3.5の (c), (d)図から，地震時
柱軸力相当荷重作用時には，圧縮側になる右外柱の下層部が数層にわたって個材座屈することがわか
る．これは，圧縮軸力を受けていない左外柱と中柱および梁に加えて，左側柱に作用している引張軸
力が層の水平変位を抑制するためである．そして，変形が抑制されて個材座屈モードになるために，
弾性座屈時軸力が鉛直下向き荷重作用時よりも大きくなると考えられる．
　鋼構造座屈設計指針など 1.1) ~ 1.4)には，ラーメン骨組中の柱の座屈長さを算定するための図表が示さ
れており，節点の水平移動が拘束されていない場合に座屈長さが部材長以上になる．これらは全ての
柱が圧縮軸力を受けて同時に座屈することを想定している．本論に示した数値解析結果では，鉛直下
向き荷重を作用させた場合（図 2.3.2, 2.3.3）に全ての柱に圧縮軸力が作用し，座屈長さは部材長以上
になる．一方で図 2.3.4, 2.3.5は，地震時柱軸力相当荷重に対して，ラーメン骨組中の柱の座屈長さが
部材長以下になることを示している．
　図 2.3.2, 2.3.3の (c), (d)図より，基準骨組において鉛直下向き荷重によって sway座屈する場合には，
層の水平変位に伴って 2, 3層床梁が S字に変形する．一方で，地震時柱軸力相当荷重によって圧縮側
柱の各層が上下層とは逆向きに弓なりに変形する場合，すなわち個材座屈する場合（図 2.3.4, 2.3.5）
には，2, 3層床梁が上あるいは下に凸に変形することを確認している．なお，図 2.3.4 ,2.3.5の (c)図と (d)

図を比較すると，線形座屈解析と釣合経路解析では変形状態が少し異なる．ただしこれは，釣合経路
解析が幾何学的非線形性を考慮しているので，圧縮側柱の縮みと引張側柱の伸びによって骨組全体の
曲げ変形が生じるためであり，圧縮側柱下層部各層の弓なりの変形とそれに伴う梁の変形からして，
座屈モードは線形座屈解析結果と同じと考えられる．
○柱軸力
　本論文において柱軸力とは，鉛直方向の反力とする．例えば，図 2.3.6に示すように部材角を生じ
ている i層の柱の軸力 Niは以下のように計算する．まず，柱脚の要素に着目し，その回転角 qを次式
で計算する．

θ = tan−1
δx
j+1 −δx

j

lm +δz
j+1 −δz

j

⎛

⎝
⎜⎜

⎞

⎠
⎟⎟  (2.3.1)

i層柱脚部周辺 i層柱脚部の 1要素

Nm

Nm

Qm

Qm Mm
j

Mm
j+1

節点 j

節点 ( j+1)

節点 jの変位
(dz

j, dx
j )

節点 ( j+1)の変位
(dz

j+1, dx
j+1)

i 層

(i-1) 層
※この図中と式 (2.3.1) ~ (2.3.3)に
おいて，上添字 jと j+1はそれ
ぞれ節点 jと ( j+1)についての
値であることを示している．

※材端力の向きは正の定義の方向
を表している．x

z

図 2.3.6　柱軸力計算に用いる柱脚の 1要素の材端力

q

Nm, Mm, Qm：要素の材端力
q：要素の回転角
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dz
j+1, dx

j+1：要素の上端の鉛直，水平変位
dz

j, dx
j：要素の下端の鉛直，水平変位

lm：変形前の要素の長さ
CLAP.fでは要素の材端力として，軸力 Nmと曲げモーメント Mmが出力されるので，Mmを用いてせん
断力 Qmを次式で計算する．

Qm =
Mm

j+1 +Mm
j

lmʹ′
 (2.3.2)

l'm：変形後の要素の長さ
変形後の要素の長さ l'mは次式で計算する．

lmʹ′ = lm +δz
j+1 −δz

j( )
2
+ δx

j+1 −δx
j( )
2

 (2.3.3)

i層の柱の軸力 Niは次式で定義する．

Ni = −Nm cosθ +Q m sinθ  (2.3.4)

○各柱の変形量
　柱の軸縮み量 diは以下の式で計算する．ただしここで，dz

t, dz
b, dx

t, dx
bは柱の両端の変位であり，要

素の変位ではない．

δi = h− h+δz
t −δz

b( )
2
+ δx

t −δx
b( )
2

 (2.3.5)

dz
t：tは柱上端，bは下端を表し，zは鉛直変位，xは水平変位を表す．

層間変形角 Riの定義は次式に示す．

Ri = sin
−1 δx

t −δx
b

h+δz
t −δz

b

⎛

⎝
⎜⎜

⎞

⎠
⎟⎟  (2.3.6)
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2.4　地震時柱軸力相当荷重を受ける均等骨組の弾性座屈性状と座屈時柱軸力
2.4.1　解析対象骨組
　2.2節に示した基準骨組を基準として様々な骨組を設定し，図 2.2.2に示す「長期荷重（一定荷重）
+地震時柱軸力相当荷重」を作用させて数値解析を行う．そして，各パラメータが地震時柱軸力相当
荷重に対する骨組の弾性座屈現象に与える影響を考察する．パラメータは，層数 n，スパン数 s，梁柱
曲げ剛性比 (b/a)である．
　解析条件は 2.2節に示した基準骨組と同じである．ただし，15層骨組の 10層より上の床梁と，8ス
パン骨組の中央 2スパンの柱と梁については，部材ごとに 1要素の線材でモデル化している．地震時
柱軸力相当荷重において，8スパン骨組の中央 2スパンの柱には，外柱と比較して鉛直方向荷重がほ
とんど作用しない．柱部材長は全て（h = 4 m）である．解析対象骨組の一覧を図 2.4.1と表 2.4.1に示
す．図 2.4.1には柱脚固定の骨組だけを示しているが，柱脚ピンの骨組についても同様に解析を行い，
考察する．2.2節の基準骨組 1は図 2.4.1の中央と表 2.4.1(a)に示す 52A15B06fixである．また，基準
骨組 2は表 2.4.1(b)の 52A15B06pinである．図 2.4.1と表 2.4.1の Series Aは層数 nの影響を考察する
ためのものである．Series Bはスパン数 sの影響を考察するためのものである．また，Series Cは梁柱
曲げ剛性比 (b/a)の影響を考察するためのものである．

2.4.2　各骨組の数値解析結果
　全ての骨組の数値解析結果を図 2.4.2 ~ 2.4.31に示す．
　(a)図は軸力変位関係である．縦軸は i層の柱軸力 Niである．柱脚ピン支持の骨組では最も大きな
軸力を受ける最下層の柱の柱脚がピン支持なので，骨組が座屈するときに圧縮側最下層の柱が最も大
きくたわむ．よって，柱脚ピン支持の骨組では全て N1の値のみを示す．柱脚固定の骨組については，
柱脚ピンの骨組と同様に 1層目柱の軸力が骨組中で最大になるが，1層目は下端の回転が拘束されて
いるので，2層目あるいは 3層目柱の座屈時軸力を考察対象とすべき場合もあると考えられる．柱脚
固定骨組では基本的に 1層目と 2層目柱に関する諸量を示しているが，7層以上の骨組では 3層目柱も，
15層骨組では 4層目柱の結果も示している．(a)図の横軸は，各層の柱の縮み d iと層間水平変位 uiで
ある．d iは縮みを正とし，uiは右方向へ柱が傾く場合を正とする．破線は柱部材長を座屈長さとした
オイラーの座屈軸力 NEである．二点鎖線は線形座屈解析による右外柱の弾性座屈時軸力 eig.Nicrである．
○は釣合経路解析における弾性座屈時柱軸力 Nicrである．本論文において釣合経路解析では，各柱ご
とに (Ni - di)関係の剛性が初期剛性の 0.2倍になった時点を座屈と定義する．
　(b)図は無次元化した軸力変位関係である．これは図 2.3.2における (a)図と (b)図に相当し，(Nicr /NE 

)または (eig.Nicr /NE )が 1を超えれば座屈長さが部材長 h以下になる．
　(c)図は線形座屈解析での座屈モードである．
　(d)図は Nicrが作用しているときの，釣合経路解析での骨組の変形図である．
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Ic Ib Ac NE

( 108 mm4) ( 108 mm4) ( 104 mm2) ( 106 N)

12A15B06fix 1 0.9139 0.5483 0.6830 11.6

22A15B06fix 2 2.586 1.551 1.149 32.7

32A15B06fix 3 5.062 3.037 1.607 64.0

A 52A15B06fix 5 10.26 6.153 2.288 130

72A15B06fix 7 15.33 9.199 2.797 194

102A15B06fix 10 20.23 12.14 3.214 256

152A15B06fix 15 23.87 14.32 3.490 302

51A15B06fix 1 9.321 5.593 2.181 118

54A15B06fix 4 10.79 6.473 2.347 136

56A15B06fix 6 10.98 6.587 2.367 139

58A15B06fix 8 11.08 6.645 2.378 140

52A20B02fix 0.2 2 0.1 35.09 7.017 4.232 444

52A20B04fix 0.4 2 0.2 21.21 8.485 3.290 268

C 52A30B18fix 1.8 3 0.6 15.75 28.35 2.835 199

52A15B13fix 1.3 1.5 0.87 6.504 8.456 1.822 82.2

52A10B16fix 1.6 1 1.6 3.314 5.302 1.300 41.9

B

Se
rie

s

/

0.4

0.41.50.62

5 2

名称 n s

5 0.6 1.5

Ic Ib Ac NE

( 108 mm4) ( 108 mm4) ( 104 mm2) ( 106 N)

12A15B06pin 1 4.226 2.535 1.469 53.4

22A15B06pin 2 8.748 5.249 2.113 111

32A15B06pin 3 13.84 8.304 2.658 175

A 52A15B06pin 5 24.21 14.52 3.515 306

72A15B06pin 7 33.60 20.16 4.141 425

102A15B06pin 10 40.59 24.35 4.552 513

152A15B06pin 15 41.65 24.99 4.610 527

51A15B06pin 1 21.19 12.70 3.286 268

54A15B06pin 4 26.22 15.73 3.658 332

56A15B06pin 6 27.01 16.21 3.713 342

58A15B06pin 8 27.44 16.46 3.742 347

52A20B02pin 0.2 2 0.1 74.80 14.96 6.179 946

52A20B04pin 0.4 2 0.2 47.38 18.95 4.917 599

C 52A30B18pin 1.8 3 0.6 39.71 71.48 4.502 502

52A15B13pin 1.3 1.5 0.87 17.41 22.64 2.981 220

52A10B16pin 1.6 1 1.6 9.841 15.75 2.241 124

Se
rie

s

B

2 0.6

名称 /n s

5 2

1.5 0.4

5 0.6 1.5 0.4

nsAaBbfix

b：梁と柱の断面 2次モーメントの比
02：( b = 0.2)
04：( b = 0.4)
06：( b = 0.6)
13：( b = 1.3)
16：( b = 1.6)
18：( b = 1.8)

a：スパン長さと柱部材長の比
10：(a = 1.0)
15：(a = 1.5)
20：(a = 2.0)
30：(a = 3.0)

s：スパン数
n：層数

fix：柱脚固定，pin：柱脚ピン

12A15B06fix
n = 1

52A30B18fix
b/a = 0.6

52A20B04fix
b/a = 0.2

52A15B06fix
b/a = 0.4

s = 2
n = 5

52A10B16fix
b/a = 1.6

22A15B06fix
n = 2

32A15B06fix
n = 3

72A15B06fix
n = 7

102A15B06fix
n = 10

51A15B06fix
s = 1

54A15B06fix
s = 4

56A15B06fix
s = 6

58A15B06fix
s = 8

52A15B13fix
b/a = 0.867

152A15B06fix
n = 15

52A20B02fix
b/a = 0.1

Series A
層数 nを変化させる

Series B
スパン数 sを変化させる

Series C
梁柱曲げ剛性比 (b/a)
　　　を変化させる

図 2.4.1　解析骨組の位置づけ

表 2.4.1　解析骨組の断面諸量など
(a)柱脚固定の骨組 (b)柱脚ピンの骨組

n：層数
s：スパン数
b = Ib /Ic

a = l/h

※柱部材長 hは全て 4 (m)である．
※柱脚の支持条件は固定とピンの 2
種類とする．ここには柱脚固定の骨
組だけを示している．

l：スパン長
h：柱部材長
Ib , Ic：梁と柱の断面 2次モーメント
Ac：柱断面積
NE：柱部材長を座屈長さとしたオイラーの座屈荷重

b a b/a b a b/a
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Ni：釣合経路解析における i層の圧縮側柱軸力（軸力の定義は 2.3節）
Nicr：釣合経路解析における i層の圧縮側柱の座屈時軸力（定義は 2.4.2項）
eig.Nicr：線形座屈解析における i層の圧縮側柱の座屈時軸力
NE：柱部材長を座屈長さとしたオイラーの座屈軸力
ui：i層の圧縮側柱の層間水平変位
di：i層の圧縮側柱の軸方向縮み
Ri：i層の圧縮側柱の部材角

(a)軸力変位関係 (b)無次元化軸力変位関係
(c)線形座屈解析
の座屈モード

(d)釣合経路解析 Nicr

作用時の変形図
図 2.4.2　12A15B06柱脚固定の解析結果

(a)軸力変位関係 (b)無次元化軸力変位関係
(c)線形座屈解析
の座屈モード

(d)釣合経路解析 Nicr

作用時の変形図
図 2.4.3　22A15B06柱脚固定の解析結果

(c)線形座屈解析
の座屈モード

(d)釣合経路解析 Nicr

作用時の変形図
図 2.4.4　32A15B06柱脚固定の解析結果

(a)軸力変位関係 (b)無次元化軸力変位関係
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0 0.5 (c)線形座屈解析
の座屈モード

(d)釣合経路解析 Nicr

作用時の変形図
図 2.4.5　72A15B06柱脚固定の解析結果

Ni /NENi (106 N)

(a)軸力変位関係 (b)無次元化軸力変位関係

di (mm)                   ui (mm) di /h                            Ri

Ni (106 N) Ni /NE

(N1) or (N1 /NE)
(N2) or (N2 /NE)
(N3) or (N3 /NE)
(eig.N1cr) or (eig.N1cr /NE)
(eig.N2cr) or (eig.N2cr /NE)
(eig.N3cr) or (eig.N3cr /NE)

(Nicr) or (Nicr /NE)
(NE)
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Ni：釣合経路解析における i層の圧縮側柱軸力（軸力の定義は 2.3節）
Nicr：釣合経路解析における i層の圧縮側柱の座屈時軸力（定義は 2.4.2項）
eig.Nicr：線形座屈解析における i層の圧縮側柱の座屈時軸力
NE：柱部材長を座屈長さとしたオイラーの座屈軸力
ui：i層の圧縮側柱の層間水平変位
di：i層の圧縮側柱の軸方向縮み
Ri：i層の圧縮側柱の部材角

(c)線形座屈解析
の座屈モード

(d)釣合経路解析 Nicr

作用時の変形図
図 2.4.7　152A15B06柱脚固定の解析結果

(a)軸力変位関係 (b)無次元化軸力変位関係
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(c)線形座屈解析
の座屈モード

(d)釣合経路解析 Nicr

作用時の変形図
図 2.4.6　102A15B06柱脚固定の解析結果

(a)軸力変位関係 (b)無次元化軸力変位関係
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(c)線形座屈解析
の座屈モード

(d)釣合経路解析 Nicr

作用時の変形図
図 2.4.8　51A15B06柱脚固定の解析結果

(a)軸力変位関係 (b)無次元化軸力変位関係
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(c)線形座屈解析
の座屈モード

(d)釣合経路解析 Nicr

作用時の変形図
図 2.4.9　54A15B06柱脚固定の解析結果

(a)軸力変位関係 (b)無次元化軸力変位関係

0 

100 

200 

300 

400 

0 500 

!"#$%&!'

"($%&'

)*+,"#-.'

)*+,"(-.'

"#-.'

"(-.'

"/'

0 

100 

200 

300 

400 

0 400 

"#$%0'

"($%0'

)*+,"#-.'

)*+,"(-.'

"#-.'

"(-.'

"/'

0 

1 

2 

3 

0 0.15 

!"#1"/$
%&123!'
!"(1"/$
%&123!'
)*+,"#-.1
"/'
)*+,"(-.1
"/'
"#-.1"/'

"(-.1"/'

0 

1 

2 

3 

0 0.5 

Ni /NENi (106 N)

di (mm)                   ui (mm) di /h                            Ri

Ni (106 N) Ni /NE

(N1) or (N1 /NE)
(N2) or (N2 /NE)
(N3) or (N3 /NE)
(eig.N1cr) or (eig.N1cr /NE)
(eig.N2cr) or (eig.N2cr /NE)
(eig.N3cr) or (eig.N3cr /NE)

(Nicr) or (Nicr /NE)
(NE)

N4 N4

N4 N4



2 – 12

Ni：釣合経路解析における i層の圧縮側柱軸力（軸力の定義は 2.3節）
Nicr：釣合経路解析における i層の圧縮側柱の座屈時軸力（定義は 2.4.2項）
eig.Nicr：線形座屈解析における i層の圧縮側柱の座屈時軸力
NE：柱部材長を座屈長さとしたオイラーの座屈軸力
ui：i層の圧縮側柱の層間水平変位
di：i層の圧縮側柱の軸方向縮み
Ri：i層の圧縮側柱の部材角

図 2.4.11　58A15B06柱脚固定の解析結果
(a)軸力変位関係 (b)無次元化軸力変位関係
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(c)線形座屈解析の座屈モード

(d)釣合経路解析 Nicr作用時の変形図

(c)線形座屈解析の座屈モード

(d)釣合経路解析 Nicr作用時の変形図
図 2.4.10　56A15B06柱脚固定の解析結果

(a)軸力変位関係 (b)無次元化軸力変位関係
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(c)線形座屈解析
の座屈モード

(d)釣合経路解析 Nicr

作用時の変形図
図 2.4.12　52A20B02柱脚固定の解析結果

(c)線形座屈解析
の座屈モード

(d)釣合経路解析 Nicr

作用時の変形図
図 2.4.13　52A20B04柱脚固定の解析結果

(a)軸力変位関係 (b)無次元化軸力変位関係
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(a)軸力変位関係 (b)無次元化軸力変位関係
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(c)線形座屈解析の座屈モード

(d)釣合経路解析 Nicr作用時の変形図
図 2.4.14　52A30B18柱脚固定の解析結果

(c)線形座屈解析
の座屈モード

(d)釣合経路解析 Nicr

作用時の変形図
図 2.4.15　52A15B13柱脚固定の解析結果

(c)線形座屈解析
の座屈モード

(d)釣合経路解析 Nicr

作用時の変形図
図 2.4.16　52A10B16柱脚固定の解析結果

(a)軸力変位関係 (b)無次元化軸力変位関係
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(a)軸力変位関係 (b)無次元化軸力変位関係
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(c)線形座屈解析
の座屈モード

(d)釣合経路解析 Nicr

作用時の変形図
図 2.4.17　12A15B06柱脚ピンの解析結果

(c)線形座屈解析
の座屈モード

(d)釣合経路解析 Nicr

作用時の変形図
図 2.4.18　22A15B06柱脚ピンの解析結果

(c)線形座屈解析
の座屈モード

(d)釣合経路解析 Nicr

作用時の変形図
図 2.4.19　32A15B06柱脚ピンの解析結果

(a)軸力変位関係 (b)無次元化軸力変位関係
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(a)軸力変位関係 (b)無次元化軸力変位関係
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(a)軸力変位関係 (b)無次元化軸力変位関係
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(c)線形座屈解析
の座屈モード

(d)釣合経路解析 Nicr

作用時の変形図
図 2.4.20　72A15B06柱脚ピンの解析結果

(a)軸力変位関係 (b)無次元化軸力変位関係
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Ni：釣合経路解析における i層の圧縮側柱軸力（軸力の定義は 2.3節）
Nicr：釣合経路解析における i層の圧縮側柱の座屈時軸力（定義は 2.4.2項）
eig.Nicr：線形座屈解析における i層の圧縮側柱の座屈時軸力
NE：柱部材長を座屈長さとしたオイラーの座屈軸力
ui：i層の圧縮側柱の層間水平変位
di：i層の圧縮側柱の軸方向縮み
Ri：i層の圧縮側柱の部材角
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(c)線形座屈解析
の座屈モード

(d)釣合経路解析 Nicr

作用時の変形図
図 2.4.22　152A15B06柱脚ピンの解析結果

(a)軸力変位関係 (b)無次元化軸力変位関係
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(c)線形座屈解析
の座屈モード

(d)釣合経路解析 Nicr

作用時の変形図
図 2.4.21　102A15B06柱脚ピンの解析結果

(a)軸力変位関係 (b)無次元化軸力変位関係
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(c)線形座屈解析
の座屈モード

(d)釣合経路解析 Nicr

作用時の変形図
図 2.4.23　51A15B06柱脚ピンの解析結果

(c)線形座屈解析
の座屈モード

(d)釣合経路解析 Nicr

作用時の変形図
図 2.4.24　54A15B06柱脚ピンの解析結果

(a)軸力変位関係 (b)無次元化軸力変位関係
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(c)線形座屈解析の座屈モード

(d)釣合経路解析 Nicr作用時の変形図

図 2.4.26　58A15B06柱脚ピンの解析結果
(a)軸力変位関係 (b)無次元化軸力変位関係
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(c)線形座屈解析の座屈モード

(d)釣合経路解析 Nicr作用時の変形図

図 2.4.25　56A15B06柱脚ピンの解析結果
(a)軸力変位関係 (b)無次元化軸力変位関係
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(c)線形座屈解析
の座屈モード

(d)釣合経路解析 Nicr

作用時の変形図
図 2.4.27　52A20B02柱脚ピンの解析結果

(c)線形座屈解析
の座屈モード

(d)釣合経路解析 Nicr

作用時の変形図
図 2.4.28　52A20B04柱脚ピンの解析結果

(a)軸力変位関係 (b)無次元化軸力変位関係
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Ni：釣合経路解析における i層の圧縮側柱軸力（軸力の定義は 2.3節）
Nicr：釣合経路解析における i層の圧縮側柱の座屈時軸力（定義は 2.4.2項）
eig.Nicr：線形座屈解析における i層の圧縮側柱の座屈時軸力
NE：柱部材長を座屈長さとしたオイラーの座屈軸力
ui：i層の圧縮側柱の層間水平変位
di：i層の圧縮側柱の軸方向縮み
Ri：i層の圧縮側柱の部材角
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(c)線形座屈解析
の座屈モード

(d)釣合経路解析 Nicr

作用時の変形図
図 2.4.29　52A30B18柱脚ピンの解析結果

(c)線形座屈解析
の座屈モード

(d)釣合経路解析 Nicr

作用時の変形図
図 2.4.30　52A15B13柱脚ピンの解析結果

(c)線形座屈解析
の座屈モード

(d)釣合経路解析 Nicr

作用時の変形図
図 2.4.31　52A10B16柱脚ピンの解析結果

(a)軸力変位関係 (b)無次元化軸力変位関係
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Ni：釣合経路解析における i層の圧縮側柱軸力（軸力の定義は 2.3節）
Nicr：釣合経路解析における i層の圧縮側柱の座屈時軸力（定義は 2.4.2項）
eig.Nicr：線形座屈解析における i層の圧縮側柱の座屈時軸力
NE：柱部材長を座屈長さとしたオイラーの座屈軸力
ui：i層の圧縮側柱の層間水平変位
di：i層の圧縮側柱の軸方向縮み
Ri：i層の圧縮側柱の部材角

(N1) or (N1 /NE)
(eig.N1cr) or (eig.N1cr /NE)
(N1cr) or (N1cr /NE)
(NE)
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2.4.3　考察
○層数の影響
　図 2.4.1と表 2.4.1の Series Aの骨組は，柱部材長 hが 4 (m)，スパン長 lが 6 (m)で，梁柱曲げ剛性比 (b/

a)が 0.4の多層 2スパン骨組である．これらの骨組を用いて，層数が地震時柱軸力相当荷重作用時の
弾性座屈現象に与える影響を考察する．
　図 2.4.2 ~ 2.4.7と図 2.4.17 ~ 2.4.22の (c), (d)図より，いずれの骨組においても右外柱の下層部が層ご
とに弓なりに変形し，それにともなって下層部右側スパンの梁が上または下に凸に変形することを確
認している．つまり，図 2.3.4, 2.3.5に示した基準骨組と同様に，圧縮側柱が個材座屈している．
　図 2.4.32, 2.4.33には 1 ~ 15層までの骨組の線形座屈解析結果を示す．縦軸は右外柱の弾性座屈時軸
力 eig.Nicrを NEで除したもので，以下では無次元化座屈時軸力と呼ぶ．◆は右外柱 1層目の無次元化座
屈時軸力 (eig.N1cr /NE)，◇はその 2層目，◆は 3層目である．横軸は層数 nである．
　柱脚固定骨組の数値解析結果である図 2.4.32では，座屈変形がどの層の柱に集中しているかを記号
（◆，◇，◆）の大きさで表現した．ここでは，釣合経路解析における座屈後から解析終了までの (di /h)

の増加量の全層での和に対する，当該層の割合で大きさを決めている．この割合の具体的な数値は表
2.4.3に示している．釣合経路解析では，柱の軸剛性，つまり (Ni /NE - d i /h)関係の接線剛性が，初期
剛性の 0.2倍になった時点を座屈と定義する．図 2.4.32より，2層骨組では 1層目柱に座屈変形，つ
まりたわみにともなう座屈後の軸縮みが集中し，(eig.N1cr /NE)が 1層骨組よりも大きい．これは，1層
骨組には存在しない 2層目柱が，1層目柱の変形を抑制するためと考えられる．2層以上の骨組では，
骨組の層数が増えるほど 1層目の座屈変形の全層に占める割合が低下し，無次元化座屈時軸力 (eig.N1cr 

/NE)も低下する．骨組の層数が増えると，地震時柱軸力相当荷重の分布形状が変わり，下層部各層の
柱軸力の差が小さくなる．本論文では部材の断面諸量を全層にわたって一定にしているので，骨組下
層部の軸力の差がなくなると，1層目だけでなく 2層目柱，さらには 3層目柱にも座屈変形が大きく
なる．(eig.N1cr /NE)が次第に低下するのは，2層目柱が 1層目柱の拘束材として期待できず，むしろ 2

層目床梁の曲げ剛性の一部が 2層目柱の変形を抑制するために使われるためと考えることができる．
7層骨組になると 2層目柱の座屈変形が最も大きい．そして 10層と 15層骨組では 3層目柱の座屈変
形が最も大きく，1層目柱のそれは相対的にかなり小さくなる．図 2.4.32より，1層骨組を例外として，
1層目柱の座屈変形が全層に占める割合と無次元座屈時軸力は，どちらも 2層骨組で最も大きい．また，
2層目柱における両者は 7層骨組で最も大きく，3層目柱における両者は 15層骨組で最も大きい．こ
れは，ある層が単独で座屈する場合，つまりその層に座屈変形が集中する場合には上下層の柱がその
拘束材と見なせるが，連成座屈する場合，つまり上下層の柱にも座屈変形が大きくなる場合には拘束
が弱まり，無次元化座屈時軸力が低下することを意味している．なお，図 2.4.6に示した 10層骨組な
どでは，釣合経路解析で軸剛性が急激に変化する荷重レベルと，線形座屈解析で得られる結果に明ら
かな差異が存在する．これについては 2.6節で考察する．
　図 2.4.33は柱脚ピンの骨組の数値解析結果であり，横軸が層数 n，縦軸は 1層目柱の無次元化座屈
時軸力 (eig.N1cr /NE)である．柱脚ピンの場合には，全ての骨組において最下層の柱に座屈変形が集中し，
他層の柱にはほとんどそれが生じないことを確認しているので，1層目柱の結果のみを示している．
図 2.4.33からわかるように，柱脚ピンの多層骨組の (eig.N1cr /NE)は 1層骨組のそれを下回ることがない．
これは，2層目床梁に加えて 2層目以上の柱と梁が 1層目柱の座屈変形を抑制する部材と見なせるか
らである．



2 – 19

グラフの凡例
線形座屈解析

1層目 ◆：eig.N1cr /NE

2層目 ◇：eig.N2cr /NE

3層目 ◆：eig.N3cr /NE

図 2.4.32　層数と右外柱の無次元化
　　　　　座屈時柱軸力（柱脚固定）

図 2.4.33　層数と右外柱の無次元化
　　　　　座屈時柱軸力（柱脚ピン）

表 2.4.2　層数と右外柱の無次元化座屈時柱軸力（柱脚固定）

表 2.4.4　層数と右外柱の無次元化座屈時柱軸力（柱脚ピン）
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解析結果は図 2.3.4と図 2.4.2 ~ 2.4.7
n：骨組の層数

線形座屈解析 NE

eig.N1cr /NE eig.N2cr /NE eig.N3cr /NE (106 N)
12A15B06fix 1 2.354 11.56
22A15B06fix 2 2.521 1.001 32.70
32A15B06fix 3 2.373 1.382 0.495 64.01
52A15B06fix 5 2.097 1.572 1.007 129.7
72A15B06fix 7 1.935 1.594 1.209 193.9

102A15B06fix 10 1.793 1.578 1.326 255.8
152A15B06fix 15 1.669 1.539 1.384 301.8

名称 n

線形座屈解析 NE

eig.N1cr /NE (106 N)
12A15B06pin 1 1.155 53.44
22A15B06pin 2 1.314 110.6
32A15B06pin 3 1.316 175.0
52A15B06pin 5 1.298 306.1
72A15B06pin 7 1.285 424.9

102A15B06pin 10 1.271 513.3
152A15B06pin 15 1.256 526.7

名称 n

eig.Nicr：線形座屈解析における i層
の圧縮側柱の座屈時軸力

NE：柱部材長を座屈長さとしたオ
イラーの座屈軸力

Series A：梁柱曲げ剛性比 0.4，多層 2 スパン骨組，パラメータは層数

解析結果は図 2.3.5と図 2.4.17 ~ 2.4.22
n：骨組の層数

表 2.4.3　柱脚固定多層 2スパン骨組における軸方向変形の割合（％）

○スパン数の影響
　図 2.4.1と表 2.4.1の Series Bの骨組は，柱部材長 hが 4 (m)，スパン長 lが 6 (m)で，梁柱曲げ剛性比 (b/

a)が 0.4の 5層多スパン骨組である．これらの骨組を用いて，スパン数が地震時柱軸力相当荷重作用
時の弾性座屈現象に与える影響を考察する．
　図 2.4.8 ~ 2.4.11と図 2.4.23 ~ 2.4.26の (c), (d)図より，いずれの骨組でも圧縮側柱の下層部が層ごと
に弓なりに変形する個材座屈モードになることがわかる．図 2.4.8(a)と図 2.4.11(a)を比較すればわか
るように，1スパン骨組に比べて 8スパン骨組はほとんど水平変位が生じずに個材座屈する．また，

n
柱の位置

4層目 1.4 3.2 8.7 12.9
3層目 3.9 9.9 18.0 41.3 54.5
2層目 29.1 34.9 41.9 41.6 33.1 25.4
1層目 100 70.9 61.1 46.7 36.3 14.4 4.9

7 10 151 2 3 5
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図 2.4.26の 8スパン骨組において，1層目右外柱の頭部が最終的に左側，つまり骨組の内側に変位す
るのは，骨組の全体曲げにともなう部材角 Riが小さいので，他の 8本の柱を引き連れて右に変位する
よりも，2層目床梁を曲げながら左に変位するほうが容易なためと考えられる．
　図 2.4.34, 2.4.35には 1 ~ 8スパン骨組の線形座屈解析結果を示す．縦軸は右外柱の弾性座屈時軸力

eig.Nicrを NEで除したもの（無次元化座屈時軸力）で，横軸はスパン数 sである．柱脚固定の骨組では，1, 

2層目柱に座屈変形が集中することを確認しているので，この 2層の結果を示している．図 2.4.34, 2.4.35

より，スパン数が増えるほど，わずかではあるが，無次元化座屈時軸力が増加する．本論文に示す均
等骨組において，水平荷重による付加軸力は外柱ほど大きく，地震時柱軸力相当荷重の荷重分布も同
様である．よって，スパン数が増えるほど，圧縮側柱の水平変位を抑制する余裕を持つ柱，および梁
の本数が増える．すなわち，最大圧縮力を受ける右外柱と比較して，骨組のその他の部分の水平剛性
が高くなり，無次元化座屈時軸力が増加する．
○梁柱曲げ剛性比の影響
　図 2.4.1と表 2.4.1の Series Cの骨組は，柱部材長 hが 4 (m)の 5層 2スパン骨組である．これらの

図 2.4.34　スパン数と右外柱の無次元化
　　　　　　　座屈時柱軸力（柱脚固定）

図 2.4.35　スパン数と右外柱の無次元化
　　　　　　　座屈時柱軸力（柱脚ピン）

表 2.4.5　スパン数と右外柱の無次元化座屈時柱軸力（柱脚固定）

表 2.4.6　スパン数と右外柱の無次元化座屈時柱軸力（柱脚ピン）

解析結果は図 2.3.4と図 2.4.8 ~ 2.4.11
s：骨組のスパン数

Series B：梁柱曲げ剛性比 0.4，2 層多スパン骨組，パラメータはスパン数

解析結果は図 2.3.5と図 2.4.23 ~ 2.4.26
s：骨組のスパン数
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 ◆：eig.N1cr /NE

s

eig.N1cr /NE

線形座屈解析 NE

eig.N1cr /NE eig.N2cr /NE (106 N)
51A15B06fix 1 2.042 1.545 117.9
52A15B06fix 2 2.097 1.572 129.7
54A15B06fix 4 2.159 1.586 136.4
56A15B06fix 6 2.183 1.592 138.8
58A15B06fix 8 2.196 1.596 140.1

名称 s

線形座屈解析 NE

eig.N1cr /NE (106 N)
51A15B06pin 1 1.225 267.6
52A15B06pin 2 1.298 306.1
54A15B06pin 4 1.352 331.6
56A15B06pin 6 1.377 341.6
58A15B06pin 8 1.391 347.0

名称 s

グラフの凡例
線形座屈解析

1層目 ◆：eig.N1cr /NE

2層目 ◇：eig.N2cr /NE

eig.Nicr：線形座屈解析における i層の圧縮側柱の座屈時軸力
NE：柱部材長を座屈長さとしたオイラーの座屈軸力
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図 2.4.36　梁柱曲げ剛性比と右外柱の
無次元化座屈時柱軸力（柱脚固定）

図 2.4.37　梁柱曲げ剛性比と右外柱の
無次元化座屈時柱軸力（柱脚ピン）

表 2.4.7　梁柱曲げ剛性比と右外柱の
無次元化座屈時柱軸力（柱脚固定）

表 2.4.8　梁柱曲げ剛性比と右外柱の
無次元化座屈時柱軸力（柱脚ピン）

解析結果は図 2.3.4と図 2.4.12 ~ 2.4.16
b/a：梁柱曲げ剛性比

Series C：5 層 2 スパン骨組，パラメータは梁柱曲げ剛性比

解析結果は図 2.3.5と図 2.4.27 ~ 2.4.31
b/a：梁柱曲げ剛性比

骨組を用いて梁柱曲げ剛性比 (b/a)が地震時柱軸力相当荷重作用時の弾性座屈現象に与える影響を考
察する．
　図 2.4.12 ~ 図 2.4.16の (c), (d)図より，柱脚固定の骨組では，圧縮側柱の個材座屈が確認できる．解
析対象骨組の中で最も (b/a)が小さく，柱脚がピンの骨組である52A20B02pinの数値解析結果を図2.4.27

に示す．この骨組では (b/a)が 0.1であるから，文献 2.1)の設計例と比較すれば，通常よりもかなり (b/

a)が小さい骨組と考えられる．図 2.4.27(d)に示すように，釣合経路解析において圧縮側柱が層ごとに
弓なりに変形する様子がほとんど見られず，梁は S字に変形している．つまり，(d)図は図 2.3.2, 2.3.3

の (d)図と同じく，骨組の sway座屈モードになっている．ただし，図 2.4.27(a)より，釣合経路解析で
軸剛性が急変する荷重レベルは NEを上回っている．
　図 2.4.36, 2.4.37には，梁柱曲げ剛性比 (b/a)が 0.1 ~ 1.6までの骨組の線形座屈解析結果を示す．縦
軸は右外柱の弾性座屈時軸力 eig.Nicrを NEで除したもので，横軸は (b/a)である．どちらの図からも，(b/

a)が大きいほど無次元化座屈時軸力は大きくなることがわかる．これは，柱から見て梁の曲げ剛性が
高いほど，柱端部の拘束が強くなるためと考えられる．
○まとめ
　図 2.4.2 ~ 2.4.31より，梁柱曲げ剛性比が (b/a = 0.1)で柱脚ピンの 5層 2スパン骨組を除いて，全て
の骨組で圧縮側柱の個材座屈モードになる．また，本節で示した範囲の均等ラーメン骨組において，
座屈変形が集中する圧縮側柱下層部の座屈時軸力は，全て NEを上回る．

0 

1 

2 

3 

0 0.5 1 1.5 2 

b/a

eig.Nicr /NE

0 
0.2 
0.4 
0.6 
0.8 

1 
1.2 
1.4 
1.6 

0 0.5 1 1.5 2 

eig.N1cr /NE

b/a

線形座屈解析 NE

eig.N1cr /NE eig.N2cr /NE (106 N)
52A20B02fix 0.1 1.705 1.371 443.7
52A20B04fix 0.2 1.865 1.446 268.2
52A15B06fix 0.4 2.097 1.572 129.7
52A30B18fix 0.6 2.277 1.679 199.2
52A15B13fix 0.867 2.468 1.798 82.25
52A10B16fix 1.6 2.840 2.037 41.91

名称 /

線形座屈解析 NE

eig.N1cr /NE (106 N)
52A20B02pin 0.1 1.227 945.9
52A20B04pin 0.2 1.256 599.1
52A15B06pin 0.4 1.298 306.1
52A30B18pin 0.6 1.331 502.2
52A15B13pin 0.867 1.365 220.2
52A10B16pin 1.6 1.427 124.4
52A05B30pin 6 1.539 54.02

名称 /

b/a

b/a
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2.5　地震時柱軸力相当荷重を受ける吹抜骨組の弾性座屈性状と座屈時柱軸力
2.5.1　解析対象骨組
　吹抜けを有する骨組に一定の長期荷重と漸増の地震時柱軸力相当荷重を作用させる数値解析を行
い，その弾性座屈性状と骨組中の柱の座屈時軸力について考察する．解析対象骨組を図 2.5.1に示す．
固定柱脚の 5層 2スパン骨組の床梁を抜く位置をパラメータとする．吹抜柱の部材長は (h = 8 m)，そ
の他の柱の部材長は（h = 4 m）とする．スパン長は (l = 8 m)とするので，吹抜柱以外の柱とその周辺
の梁において (a = l/h = 2)である．部材断面は梁，柱ともに全層で同一とし，吹抜柱の断面も他の柱
と同じとする．そして，梁と柱の断面 2次モーメントの比を (b = Ib /Ic = 0.4)とするので，吹抜柱以外
の柱とその周辺の梁における梁柱曲げ剛性は（b/a = 0.2）である．前節では，地震時柱軸力相当荷重
作用時にほとんどの均等骨組で圧縮側柱下層部が各層ごとに大きくたわむ個材座屈モードになるが，
（b/a = 0.1）で柱脚ピンの骨組において釣合経路解析を行った場合にのみ，骨組の sway座屈モードに
なることを示した．よって，本節は柱脚固定骨組を用いた検討であるが，（b/a）が小さいほど sway

座屈モードになる可能性があるので，現実の骨組ではかなり梁の曲げ剛性が柱よりも低い部類と考え
られる（b/a = 0.2）を用いる．本節では，幾何学的に線形な解析において，図 2.5.2の左から右へ向け
て Ai分布による地震水平力が作用するときと比較して，柱軸力分布が相似になる鉛直荷重群を地震時
柱軸力相当荷重とする（図 2.5.1）．よって，左床吹抜骨組は吹抜柱が引張側になる場合で，右床吹抜
骨組は吹抜柱が圧縮側になる場合である．骨組の設計方針と上記以外の解析条件は 2.2節に示した通
りである．表 2.5.1には，解析対象骨組の断面諸量などを示す．

図 2.5.1　吹抜けを有する解析対象骨組

図 2.5.2　吹抜骨組に対する地震時柱軸力相当荷重
(a)Ai分布の地震層せん断力が作用する骨組 (b)地震時柱軸力相当荷重

←柱軸力分布が相似→

l = 8 (m) l = 8 (m)

h = 4 (m)

4 (m)

4 (m)

4 (m)

4 (m)

h 
= 

8 
(m

)

(a)左床吹抜骨組の例
　　　（図は 52A20B04FL2fix）

(b)右床吹抜骨組の例
　　　（図は 52A20B04FR4fix）

l：スパン長

h：柱部材長

名称：52A20B04FRf fix

FL：左側スパンの床が吹抜け
FR：右側スパンの床が吹抜け

f：床が吹抜けとなっている層
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表 2.5.1　吹抜骨組の断面諸量など

b = Ib /Ic

a = l/h
l：スパン長
h：柱部材長

Ib , Ic：梁と柱の断面 2次モーメント
Ac：柱断面積
NE：吹抜柱以外の柱部材長を座屈長さとしたオイラーの座屈軸力
NEF：吹抜柱の部材長を座屈長さとしたオイラーの座屈軸力

2.5.2　各骨組の数値解析結果
　全ての骨組の数値解析結果を図 2.5.3 ~ 2.5.10に示す．
　(a)図は軸力変位関係である．縦軸は i層右外柱の軸力 Niである．吹抜柱の軸力は，例えば 2層床
吹抜骨組ならば N1-2と表記する．(a)図の横軸は，各柱の縮み d iあるいは各柱両端の相対水平変位 ui

である．d iは縮みを正とし，uiは右方向へ柱が傾く場合を正とする．実線が釣合経路解析の結果で，
黒実線の細い方から太くなるにつれて 1層目，2層目，．．．とより上層の柱の結果を表す．吹抜柱の場
合は灰色にしている．○は釣合経路解析における弾性座屈時柱軸力 Nicrである．本論文において，釣
合経路解析では，各柱ごとに (Ni - di)関係の剛性が初期剛性の 0.2倍になった時点を座屈と定義する．(a)

図には，吹抜柱よりも上層にあり，なおかつ座屈後の軸方向縮みがほとんど生じない柱の結果は原則
のせていない．黒の破線は吹抜柱以外の柱の部材長である（h = 4 m）を座屈長さとしたオイラーの座
屈軸力 NEである．灰色の破線は吹抜柱の部材長である（h = 8 m）を座屈長さとしたオイラーの座屈
軸力 NEFである．二点鎖線は線形座屈解析による右外柱の弾性座屈時軸力 eig.Nicrで，黒色が吹抜柱以
外の柱であり，灰色が吹抜柱である．
　(b)図は無次元化した軸力変位関係である．縦軸は各柱軸力あるいは座屈時軸力を各柱の NE，つま
り吹抜柱では NEFで除したものである．(b)図の横軸は (d i /h)あるいは部材角 Riである．d i, Riの定義
式は 2.3節に示している．hの値は，吹抜柱以外が（h = 4 m），吹抜柱が（h = 8 m）である．(b)図の (Nicr 

/NE )または (eig.Nicr /NE )が 1を超えれば座屈長さが部材長 h以下になる．
　(c)図は線形座屈解析での座屈モードである．
　(d)図は Nicrが作用しているときの，釣合経路解析での骨組の変形図である．

吹抜け Ic Ib Ac NE NEF

位置 ( 108 mm4) ( 108 mm4) ( 104 mm2) ( 106 N) ( 106 N)
52A20B04FL2fix 2層目左床 23.02 9.208 3.428 291.1 72.77
52A20B04FL3fix 3層目左床 24.06 9.624 3.505 304.2 76.06
52A20B04FL4fix 4層目左床 22.73 9.092 3.406 287.4 71.86
52A20B04FL5fix 5層目左床 19.05 7.620 3.118 240.9 60.22
52A20B04FR2fix 2層目右床 23.02 9.208 3.428 291.1 72.77
52A20B04FR3fix 3層目右床 24.06 9.624 3.505 304.2 76.06
52A20B04FR4fix 4層目右床 22.73 9.092 3.406 287.4 71.86
52A20B04FR5fix 5層目右床 19.05 7.620 3.118 240.9 60.22

名称

全て柱脚固定の 5層 2スパン骨組で，(b/a = 0.2)である．
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図 2.5.3　52A20B04FL2fixの解析結果

図 2.5.4　52A20B04FL3fixの解析結果
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図 2.5.5　52A20B04FL4fixの解析結果

図 2.5.6　52A20B04FL5fixの解析結果

(N1) or (N1 /NE)
(N2) or (N2 /NE)
(N3) or (N3 /NE)
(eig.N1cr) or (eig.N1cr /NE)
(eig.N2cr) or (eig.N2cr /NE)
(eig.N3cr) or (eig.N3cr /NE)

(Nicr) or (Nicr /NE)
(NE)

※吹抜柱については
引き出し線で示す．

Ni：釣合経路解析における i層右外柱軸力（軸力の定義は 2.3節）
Nicr：釣合経路解析における i層右外柱の座屈時軸力
eig.Nicr：線形座屈解析における i層右外柱の座屈時軸力
NE：吹抜柱以外の柱の部材長を座屈長さとしたオイラーの座屈軸力
NEF：吹抜柱の部材長を座屈長さとしたオイラーの座屈軸力

(c)線形座屈解析
の座屈モード

(d)釣合経路解析 Nicr

作用時の変形図

(c)線形座屈解析
の座屈モード

(d)釣合経路解析 Nicr

作用時の変形図

(c)線形座屈解析
の座屈モード

(d)釣合経路解析 Nicr

作用時の変形図

(c)線形座屈解析
の座屈モード

(d)釣合経路解析 Nicr

作用時の変形図

Ni /NENi (106 N) Ni (106 N) Ni /NE

di (mm) di /hui (mm) Ri

Ni /NENi (106 N) Ni (106 N) Ni /NE

Ni /NENi (106 N) Ni (106 N) Ni /NE

di (mm) di /hui (mm) Ri

Ni /NENi (106 N) Ni (106 N) Ni /NE

di (mm) di /hui (mm) Ri
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図 2.5.7　52A20B04FR2fixの解析結果

図 2.5.8　52A20B04FR3fixの解析結果
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図 2.5.9　52A20B04FR4fixの解析結果

図 2.5.10　52A20B04FR5fixの解析結果

N3-4 

N3-4 
N3-4/NEF 
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N4-5 N4-5/NEF 

eig.N4-5cr /NEF 

N4-5/NEF 

eig.N4-5cr /NEF 

N4-5 

ui：i層右外柱両端の相対水平変位
di：i層右外柱の軸方向縮み
Ri：i層右外柱の部材角
※ i層床吹抜骨組の吹抜柱の場合には，添字が [(i - 1)-i]となる．例えば 2層床吹抜骨組の吹抜柱の軸力は N1-2である．

(c)線形座屈解析
の座屈モード

(d)釣合経路解析 Nicr

作用時の変形図

(c)線形座屈解析
の座屈モード

(d)釣合経路解析 Nicr

作用時の変形図

(c)線形座屈解析
の座屈モード

(d)釣合経路解析 Nicr

作用時の変形図

(c)線形座屈解析
の座屈モード

(d)釣合経路解析 Nicr

作用時の変形図
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2.5.3　考察
　2頁前に示しているのは，左側スパンの梁が吹抜け，地震時柱軸力相当荷重作用時に吹抜柱が引張
側になる骨組である．図 2.5.3(c), (d)と図 2.5.4(c), (d)より，2層目あるいは 3層目の左側の床が吹抜け
ている場合には，吹抜柱と同一層内にある右外柱のたわみが大きくなる．また，それぞれの (b)図の
左側のグラフに示している (Ni /NE - di /h)関係より，特に 2層目の右外柱に座屈後の軸方向変形が集中
していることがわかる．4層目あるいは 5層目の左側の床が吹抜けている場合には，吹抜柱と同一層
内にある 3層目以上の右外柱の軸力が下層部の柱よりも小さい．本節では部材断面を全層で同一にし
ているので，図 2.5.5(c), (d)と図 2.5.6(c), (d)より，この場合には吹抜柱と同一層にある柱ではなく，1

層目と 2層目の右外柱に座屈変形が集中している様子が分かる．図 2.5.11と表 2.5.1には，左床吹抜
骨組および 2.4節に示した均等骨組（52A20B04fix）での 1, 2層目右外柱の線形座屈解析結果 (eig.Nicr /

NE)の比較を示す．◆が 1層目柱で◇が 2層目柱の結果である．2あるいは 3層目の左側スパンの床が
吹抜けている骨組では，座屈変形が集中する右外柱 2層目と同一層内にある床梁が 1本少なくなるの
で，均等骨組と比較して (eig.N2cr /NE)の値が少し低い．また，吹抜ける床梁の位置が 4層目，5層目と
上層にいくほど右外柱 1, 2層目に対する吹抜層の影響が小さくなると考えられる．そのためにこれら
の骨組の (eig.Nicr /NE)の値は吹抜けが上層に移行するほど均等骨組の値に近づく．

吹抜け NE

位置 ( 106 N)

52A20B04FL2fix 2層目左床 1.784 1.320 291.1
52A20B04FL3fix 3層目左床 1.726 1.354 304.2
52A20B04FL4fix 4層目左床 1.779 1.425 287.4
52A20B04FL5fix 5層目左床 1.822 1.444 240.9

52A20B04fix 均等骨組 1.865 1.446 266.1

名称 eig.N2cr /NEeig.N1cr /NE

0.0  

0.5  

1.0  

1.5  

2.0  

2.5  

3.0  

  

骨
組

均
等

吹抜け
位置

eig.Nicr /NE表 2.5.1　左床吹抜骨組の右外柱下層部の座屈時軸力

図 2.5.11　左床吹抜骨組の右外柱下層部
の座屈時軸力

２
層
目

５
層
目

４
層
目

３
層
目

　1頁前に示しているのは，右側スパンの梁が吹抜け，地震時柱軸力相当荷重作用時に吹抜柱が圧縮
側になる骨組である．図 2.5.7 ~ 2.5.9の (c), (d)図より，2 ~ 4層目の右側の床がそれぞれ吹抜けている
場合には，吹抜柱のたわみが大きくなる．それぞれの (b)図の左側のグラフに示している (Ni /NE - di /h)

関係からも，吹抜柱の座屈後の軸方向変形が大きく，他の柱は座屈後にほとんど軸方向変形が進んで
いないことがわかる．5層目の右側の床が吹抜けている場合には，吹抜柱の軸力が下層部の柱よりも
かなり小さい．本節では部材断面を全層で同一にしているので，図 2.5.10(c), (d)より，この場合には
1層目と 2層目の右外柱に座屈変形が集中している様子が分かる．図 2.5.12と表 2.5.2には，右床吹抜
骨組および 2.4節に示した均等骨組（52A20B04fix）での 1, 2層目右外柱と吹抜柱の線形座屈解析結果 (eig.

Nicr /NE)の比較を示す．◆が 1層目柱，◇が 2層目柱，◯が吹抜柱の結果である．2 ~ 4層目の右側ス
パンの床がそれぞれ吹抜けている骨組では，座屈変形が集中する吹抜柱の無次元化座屈時軸力 (eig.Nicr /

NEF)が，均等骨組の (eig.Nicr /NE)と比較して高くなる．本節では，吹抜柱も含めて部材断面を全層で同

 ◆：eig.N1cr /NE

 ◇：eig.N2cr /NEeig.N1cr：線形座屈解析における骨組座屈時の右外柱 1層目の軸力
eig.N2cr：線形座屈解析における骨組座屈時の右外柱 2層目の軸力
NE：吹抜柱以外の柱の部材長を座屈長さとしたオイラーの座屈軸力

座屈後の軸方向変形が集中する柱
(Nicr /NE - di /h)関係より
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一にしている．吹抜柱では部材長が他の柱の 2倍なのでそれだけ曲げ剛性 (EIc /h)が低く，吹抜柱以外
の柱と比べて，周辺部材と吹抜柱の曲げ剛性比は 2倍になる．よって，吹抜柱に座屈後の軸方向変形
が集中する場合，すなわち吹抜柱の座屈が骨組全体の座屈性状に大きな影響を与えていると考えられ
る場合には，その無次元化座屈時柱軸力が均等骨組の場合よりも大きくなる．2 ~ 4層の右床がそれぞ
れ吹抜けている骨組において，吹抜けが上層にあるほど (eig.Nicr /NEF)が小さいのは，固定端である柱脚
から離れて行くことと，吹抜柱より下層にある柱がより大きな軸力を受けるようになることが影響し
ている．図 2.5.12において，3層右床吹抜骨組と比較して 4層右床吹抜骨組で◆と◯の値がより近づ
くのは，◆で示した 1層目柱と比較して，◯で示した吹抜柱の軸力の比率が低下していくことを意味
している．5層目の右側スパンの床梁が吹抜けている骨組では，図 2.5.10からわかるように吹抜柱の
軸方向変形が座屈後にはほとんど増えず，図 2.4.13に示した均等骨組の場合と同様に，1, 2層目柱右
外柱に座屈後の軸方向線形が集中する．そして，図 2.5.12と表 2.5.2に示すように，1, 2層目右外柱の
(eig.Nicr /NE)は均等骨組の値とあまり変わらない．
　以上より吹抜骨組においても，柱の弾性座屈時軸力は柱と周辺部材の剛性比および柱軸力分布が大
きく影響すると考えられる．

吹抜け eig.Nicr /NEF NE NEF

位置 吹抜柱 ( 106 N) ( 106 N)

52A20B04FR2fix 2層目右床 2.980 291.1 72.77
52A20B04FR3fix 3層目右床 0.839 2.363 304.2 76.06
52A20B04FR4fix 4層目右床 1.362 0.994 2.175 287.4 71.86
52A20B04FR5fix 5層目右床 1.900 1.408 1.207 240.9 60.22

52A20B04fix 均等骨組 1.865 1.446 266.1

名称 eig.N2cr /NEeig.N1cr /NE

0.0  

0.5  

1.0  

1.5  

2.0  

2.5  

3.0  

  

骨
組

均
等

吹抜け位置

(eig.Nicr /NE) or (eig.Nicr /NEF)

表 2.5.2　右床吹抜骨組の右外柱の座屈時軸力

図 2.5.12　右床吹抜骨組の右外柱の座屈時軸力

２
層
目

５
層
目

４
層
目

３
層
目

座屈後の軸方向変形が集中する柱
(Nicr /NE - di /h)関係より

NEF：吹抜柱の部材長を座屈長さとしたオイラーの座屈軸力

 ◯：eig.Nicr /NEF（吹抜柱）
 ◆：eig.N1cr /NE

 ◇：eig.N2cr /NE
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2.6　地震時柱軸力相当荷重を受けるスパン長が不均一な骨組の弾性座屈性状と座屈時柱軸力
2.6.1　解析対象骨組
　左右のスパン長が異なる 5層 2スパン骨組に一定の長期荷重と漸増の地震時柱軸力相当荷重を作用
させる数値解析を行い，その弾性座屈性状と骨組中の柱の座屈時軸力について考察する．解析対象骨
組を図 2.6.1に示す．固定柱脚の 5層 2スパン骨組の右側スパンの長さ lRをパラメータとする．左側
スパンの長さを lLとし，(lR /lL = 0.5, 0.75, 1.25, 1.5 2.0, 3.0)と変化させる．(lR /lL = 1)は図 2.4.13に示し
た均等骨組（52A20B04fix）である．左側スパンの長さは (lL = 8 m)，柱の部材長は（h = 4 m）とする．
梁と柱の断面 2次モーメントの比を (b = Ib /Ic = 0.4)とするので，左側スパンにおいて (aL = lL /h = 2.0)

であり，梁柱曲げ剛性は（b/aL = 0.2）である．本節では，幾何学的に線形な解析において，図 2.6.1

の左から右へ向けて Ai分布による地震水平力が作用するときと比較して，柱軸力分布が相似になる鉛
直荷重群を地震時柱軸力相当荷重とする．骨組の設計方針と上記以外の解析条件は 2.2節に示した通
りである．表 2.6.1には，解析対象骨組の断面諸量などを示す．なお，右側のスパンが無い場合であ
る 1スパン骨組（51A20B04fix）の数値解析も行い，考察に用いる．

図 2.6.1　左右のスパン長が異なる 5層 2スパン骨組
lL = 8 (m) lR

h = 4 (m)

4 (m)

4 (m)

4 (m)

4 (m)

h：柱部材長
lL：左側のスパン長
lR：右側のスパン長

名称：52A20-aRB04fix
aR：右側スパン長 lRと hの比 (aR = lR /h)
   10：aR = lR /h = 1.0，    lR /lL = 0.50
   15：aR = lR /h = 1.5，    lR /lL = 0.75
   25：aR = lR /h = 2.5，    lR /lL = 1.25
   30：aR = lR /h = 3.0，    lR /lL = 1.50
   40：aR = lR /h = 4.0，    lR /lL = 2.00
   60：aR = lR /h = 6.0，    lR /lL = 3.00

(aL = lL /h = 2.0)を表す．

表 2.6.1　左右のスパン長が異なる骨組の断面諸量など

b = Ib /Ic

aR = lR /h
h：柱部材長
lL：左側のスパン長
lR：右側のスパン長

Ib , Ic：梁と柱の断面 2次モーメント
Ac：柱断面積
NE：柱部材長を座屈長さとしたオイラーの座屈軸力

Ic Ib Ac NE

(lR /h) ( 108 mm4) ( 108 mm4) ( 104 mm2) ( 106 N)
51A20B04fix 19.25 7.700 3.134 243.4

52A20-10B04fix 0.50 1.0 0.400 12.82 5.128 2.558 162.1
52A20-15B04fix 0.75 1.5 0.267 16.92 6.767 2.939 214.0
52A20-25B04fix 1.25 2.5 0.160 25.36 10.14 3.598 320.7
52A20-30B04fix 1.50 3.0 0.133 29.88 11.95 3.905 377.8
52A20-40B04fix 2.00 4.0 0.100 41.13 16.45 4.582 520.1
52A20-60B04fix 3.00 6.0 0.067 58.54 23.42 5.466 740.3

名称 lR /lL

1スパン骨組

51A20B04fix以外は全て柱脚固定の 5層 2スパン骨組で，(b = 0.4)，(aL = lL /h = 2.0)，(b/aL = 0.2)である．

aR
b/aR
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2.6.2　各骨組の数値解析結果
　全ての骨組の数値解析結果を図 2.6.2 ~ 2.6.8に示す．
　(a)図は軸力変位関係である．縦軸は i層の柱軸力 Niである．横軸は，各層の柱の縮み d iと層間水
平変位 uiである．d iは縮みを正とし，uiは右方向へ柱が傾く場合を正とする．全ての骨組で右外柱の
結果を示しているが，(lR /lL ≧ 1.25)の骨組では右外柱だけでなく内柱でも軸力が圧縮になるので，こ
れらの骨組では内柱の結果も示している．また，図 2.4.12 ~ 2.4.16に示した柱脚固定の均等 5層 2ス
パン骨組に倣い，大きな圧縮軸力を受けて座屈後の軸方向変形が集中する 1層目と 2層目の結果のみ
を示す．破線は柱部材長を座屈長さとしたオイラーの座屈軸力 NEである．二点鎖線は線形座屈解析
による弾性座屈時軸力 eig.Nicrである．○は釣合経路解析における弾性座屈時柱軸力 Nicrである．本論
文において釣合経路解析では，各柱ごとに (Ni - di)関係の剛性が初期剛性の 0.2倍になった時点を座屈
と定義する．
　(b)図は無次元化した軸力変位関係である．(Nicr /NE )または (eig.Nicr /NE )が 1を超えれば座屈長さが部
材長 h以下になる．
　(c)図は線形座屈解析での座屈モードである．
　(d)図は Nicrが作用しているときの，釣合経路解析での骨組の変形図である．
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図 2.6.2　51A20B04fixの解析結果
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図 2.6.3　52A20-10B04ixの解析結果 (lR /lL = 0.5)

Ni /NENi (106 N)

di (mm) di /h

Ni (106 N) Ni /NE

Ni：釣合経路解析における i層の圧縮側柱軸力（軸力の定義は 2.3節）
Nicr：釣合経路解析における i層の圧縮側柱の座屈時軸力（定義は 2.4.2項）
eig.Nicr：線形座屈解析における i層の圧縮側柱の座屈時軸力
NE：柱部材長を座屈長さとしたオイラーの座屈軸力
ui：i層の圧縮側柱の層間水平変位
di：i層の圧縮側柱の軸方向縮み
Ri：i層の圧縮側柱の部材角

(N1) or (N1 /NE)
(N2) or (N2 /NE)
(Nicr) or (Nicr /NE)
(eig.N1cr) or (eig.N1cr /NE)
(eig.N2cr) or (eig.N2cr /NE)
(NE)

ui (mm) Ri

(c)線形座屈解析
の座屈モード

(d)釣合経路解析 Nicr

作用時の変形図(a)軸力変位関係（右外柱） (b)無次元化軸力変位関係（右外柱）

Ni /NENi (106 N)

di (mm) di /h

Ni (106 N) Ni /NE

ui (mm) Ri

(c)線形座屈解析
の座屈モード

(d)釣合経路解析 Nicr

作用時の変形図(a)軸力変位関係（右外柱） (b)無次元化軸力変位関係（右外柱）
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図 2.6.5　52A20-25B04fixの解析結果 (lR /lL = 1.25)
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図 2.6.4　52A20-15B04fixの解析結果 (lR /lL = 0.75)

Ni /NENi (106 N)

di (mm) di /h

Ni (106 N) Ni /NE

ui (mm) Ri

(c)線形座屈解析
の座屈モード

(d)釣合経路解析 Nicr

作用時の変形図(a)軸力変位関係（右外柱） (b)無次元化軸力変位関係（右外柱）

Ni /NE

Ni (106 N)

di (mm)

di /h

Ni (106 N)

Ni /NE

ui (mm)

Ri

(a)軸力変位関係

Ni /NE

Ni (106 N)

di (mm)

di /h

Ni (106 N)

Ni /NE

ui (mm)

Ri

(c)線形座屈解析
の座屈モード

(d)釣合経路解析 Nicr

作用時の変形図右外柱内柱
(b)無次元化軸力変位関係

Ni：釣合経路解析における i層の圧縮側柱軸力（軸力の定義は 2.3節）
Nicr：釣合経路解析における i層の圧縮側柱の座屈時軸力（定義は 2.4.2項）
eig.Nicr：線形座屈解析における i層の圧縮側柱の座屈時軸力
NE：柱部材長を座屈長さとしたオイラーの座屈軸力
ui：i層の圧縮側柱の層間水平変位
di：i層の圧縮側柱の軸方向縮み
Ri：i層の圧縮側柱の部材角
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図 2.6.6　52A20-30B04fixの解析結果 (lR /lL = 1.5)
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図 2.6.7　52A20-40B04fixの解析結果 (lR /lL = 2.0)

右外柱内柱
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Ni (106 N)

di (mm)

di /h

Ni (106 N)

Ni /NE

ui (mm)

Ri

(a)軸力変位関係

Ni /NE

Ni (106 N)

di (mm)

di /h

Ni (106 N)

Ni /NE

ui (mm)

Ri

(c)線形座屈解析
の座屈モード

(d)釣合経路解析 Nicr

作用時の変形図右外柱内柱
(b)無次元化軸力変位関係

右外柱内柱

Ni /NE

Ni (106 N)

di (mm)

di /h

Ni (106 N)

Ni /NE

ui (mm)

Ri

(a)軸力変位関係

Ni /NE

Ni (106 N)

di (mm)

di /h

Ni (106 N)

Ni /NE

ui (mm)

Ri

(c)線形座屈解析
の座屈モード

(d)釣合経路解析 Nicr

作用時の変形図右外柱内柱
(b)無次元化軸力変位関係

(N1) or (N1 /NE)
(N2) or (N2 /NE)
(eig.N1cr) or (eig.N1cr /NE)
(eig.N2cr) or (eig.N2cr /NE)

(Nicr) or (Nicr /NE)
(NE)
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図 2.6.8　52A20-60B04fixの解析結果 (lR /lL = 3.0)

Ni：釣合経路解析における i層の圧縮側柱軸力（軸力の定義は 2.3節）
Nicr：釣合経路解析における i層の圧縮側柱の座屈時軸力（定義は 2.4.2項）
eig.Nicr：線形座屈解析における i層の圧縮側柱の座屈時軸力
NE：柱部材長を座屈長さとしたオイラーの座屈軸力
ui：i層の圧縮側柱の層間水平変位
di：i層の圧縮側柱の軸方向縮み
Ri：i層の圧縮側柱の部材角

右外柱内柱

Ni /NE

Ni (106 N)

di (mm)

di /h

Ni (106 N)

Ni /NE

ui (mm)

Ri

(a)軸力変位関係
Ni /NE

Ni (106 N)

di (mm)

di /h

Ni (106 N)

Ni /NE

ui (mm)

Ri

(c)線形座屈解析
の座屈モード

(d)釣合経路解析 Nicr

作用時の変形図右外柱内柱
(b)無次元化軸力変位関係

(N1) or (N1 /NE)
(N2) or (N2 /NE)
(Nicr) or (Nicr /NE)
(eig.N1cr) or (eig.N1cr /NE)
(eig.N2cr) or (eig.N2cr /NE)
(NE)
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2.6.3　考察
　まずは線形座屈解析の結果について考察する．図 2.6.2 ~ 2.6.5の (c)図より，1スパン骨組および (lR 

/lL ≦ 1.25)の 2スパン骨組では右外柱の下層部のみが各層ごとに大きくたわむ個材座屈モードになる
ことがわかる．また，図 2.6.6(c)より，(lR /lL = 1.5)の 2スパン骨組では右外柱と内柱の下層部がとも
に各層ごとに大きくたわんでいることがわかる．そして，図 2.6.7, 2.6.8の (c)図より，(lR /lL ≧ 2.0)の
2スパン骨組では内柱の下層部が各層ごとに大きくたわんでいることがわかる．表 2.6.1(a)には各骨組
の 2層目柱の座屈時軸力を NEで除したものを，表 2.6.1(b)には 1層目柱の座屈時軸力を NEで除した
ものを示す．また，図 2.6.9には，表 2.6.1に示した数値のうち，線形座屈解析による結果のみを示し
ている．◆が 1層目，◇が 2層目を表し，◆，◇を結んでている線が破線ならば内柱，実線なら右外
柱を表している．図 2.6.9より，(lR /lL ≦ 1.25)の範囲では右外柱が大きな軸力を受けており，(lR /lL = 1.5)

では右外柱と内柱が同程度の大きさの軸力を受け，(lR /lL ≧ 2.0)では内柱が大きな軸力を受けているこ
とがわかる．このように，図 2.6.9中で骨組の座屈時に大きな軸力を受けている柱と，図 2.6.2 ~ 2.6.8

の (c)図で下層部のたわみが大きくなる柱が一致している．図 2.6.9より，右外柱の下層部のみが個材
座屈する (lR /lL ≦ 1.25)の範囲では，(lR /lL)が大きくなるほど右外柱の無次元化座屈時軸力 (eig.Nicr /NE)が
低下していることがわかる．本節では，部材断面を左右のスパン及び全層で同一とした上で，スパン
長が変化しない左側梁に対する梁柱曲げ剛性比 (b/aL)を一定値の 0.2としている．よって表 2.6.1に示
しているように，(lR /lL)が大きくなるほど，つまり右側のスパン長 lRが長くなるほど右側梁に対する
梁柱曲げ剛性比 (b/aR)が低下する．そのために，右側梁と接続している右外柱の無次元化座屈時軸力
が低下すると考えられる．(lR /lL ≧ 2.0)では，1スパン骨組 (51A20B04fix)の右側に，あまり水平剛性を
負担しないスパンが一つ増えたものと見なせるので，内柱の無次元化座屈時軸力 (eig.Nicr /NE)は 1スパ
ン骨組の右外柱の値よりも少し大きい程度になる．
　図 2.6.10には，線形座屈解析での無次元化座屈時軸力 (eig.Nicr /NE)と，釣合経路解析の結果 (Nicr /NE)

を示している．2層目柱についてのみ示しており，△が釣合経路解析の結果である．この図より，(lR /

lL ≦ 1.0)の範囲の 2スパン骨組では，(lR /lL)が大きくなるに従って右外柱の (eig.Nicr /NE)と (Nicr /NE)がと
もに徐々に低下して行くが，(lR /lL = 1.0)から (lR /lL = 2.0)にかけて釣合経路解析での右外柱の (Nicr /NE)

の低下具合が線形座屈解析結果と比較して急激である．この差異は変形図にも現れている．図 2.6.3, 

2.6.4および図 2.4.13の (c)図と (d)図を比較すると，(lR /lL ≦ 1.0)で線形座屈解析と釣合経路解析の座
屈モードはおおむね一致していることがわかる．(lR /lL = 1.25)の解析結果である図 2.6.5の (c)図と (d)

図を比較すると，2つの解析の座屈モードはおおむね一致しているものの，釣合経路解析では内柱が
全層にわたってたわんでいるようにも見える．(lR /lL ≧ 1.5)ではその傾向が顕著になり，図 2.6.6(d)より，
(lR /lL = 1.5)では柱の下層部が各層ごとにたわむ様子は見られず，右外柱と内柱が全層にわたってたわ
み，引張軸力を受けている左側外柱もそれにつられて変形している．(lR /lL > 1.5)でも同様である．こ
のことは，幾何学的非線形性を考慮することで，骨組の座屈モードが変化することを示している．た
だし，表 2.6.1からわかるように，(lR /lL ≧ 1.25)では，右側スパンの梁に対する梁柱曲げ剛性比 (b/aR)

が 0.16以下である．これほど梁の曲げ剛性が相対的に低い骨組は現実にはあまり存在しないと考えら
れる．よって今後，より現実的な条件での考察を行う必要がある．例えば，左側スパンの柱に対する (b/

aL)を 0.8程度にしておく，あるいは (b/aL)を一定にするのではなく，スパン長を伸ばす右側スパンの
梁に対する (b/aR)を一定値にするなどである．また，部材断面を左右のスパンで同一にせずに，スパ
ン長が変化しても (b/aR)と (b/aL)が一定になるように骨組を設計するという条件も考えられる．
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1スパン骨組 (51A20B04fix) 1スパン骨組 (51A20B04fix)

eig.N2cr /NE N2cr /NE NE

内柱 右外柱 内柱 右外柱 ( 106 N)

51A20B04fix 1スパン骨組 1.405 1.431 243.4
52A20-10B04fix 0.50 0.400 引張 1.559 引張 1.635 162.1
52A20-15B04fix 0.75 0.267 引張 1.487 引張 1.625 214.0
52A20B04fix 1.00 0.200 0 1.446 0 1.596 266.1
52A20-25B04fix 1.25 0.160 0.696 1.416 0.662 1.374 320.7
52A20-30B04fix 1.50 0.133 1.478 1.365 1.102 0.992 377.8
52A20-40B04fix 2.00 0.100 1.524 0.594 1.328 0.504 520.1
52A20-60B04fix 3.00 0.067 1.501 0.242 1.406 0.221 740.3

lR /lL名称

0.0  

0.5  

1.0  

1.5  

2.0  

2.5  

0.5 1 2 3 

lR /lL

(eig.Nicr /NE)

表 2.6.1　左右のスパン長が異なる骨組の座屈時軸力

図 2.6.9　スパン不均等骨組の座屈時軸力
線形座屈解析における (lR /lL)との関係

eig.N1cr /NE N1cr /NE NE

内柱 右外柱 内柱 右外柱 ( 106 N)

51A20B04fix 1スパン骨組 1.787 1.847 243.4
52A20-10B04fix 0.50 0.400 引張 2.114 引張 2.309 162.1
52A20-15B04fix 0.75 0.267 引張 1.950 引張 2.187 214.0

52A20B04fix 1.00 0.200 0 1.865 0 2.099 266.1
52A20-25B04fix 1.25 0.160 0.903 1.811 0.871 1.755 320.7
52A20-30B04fix 1.50 0.133 1.908 1.735 1.412 1.255 377.8
52A20-40B04fix 2.00 0.100 1.943 0.747 1.672 0.630 520.1
52A20-60B04fix 3.00 0.067 1.914 0.302 1.764 0.273 740.3

名称 lR /lL

(b) 1層目柱

(a) 2層目柱

0.0  

0.5  

1.0  

1.5  

2.0  

2.5  

0.5 1 2 3 

lR /lL

(N2cr /NE) or (eig.N2cr /NE)

図 2.6.10　スパン不均等骨組の座屈時軸力
線形座屈解析と釣合経路解析結果の比較

b/aR

b/aR

　　：eig.N1cr /NE（右外柱）
　　：eig.N2cr /NE（右外柱）
　　：eig.N1cr /NE（内柱）
　　：eig.N2cr /NE（内柱）

　　：eig.N2cr /NE（右外柱）
　　：eig.N2cr /NE（内柱）
　　：     N2cr /NE（右外柱）
　　：     N2cr /NE（内柱）

lL：左側のスパン長
lR：右側のスパン長
b/aR：右側スパンの梁に対する梁柱曲げ剛性比
N2cr：釣合経路解析における 2層目柱の座屈時軸力
eig.N2cr：線形座屈解析における 2層目柱の座屈時軸力
NE：柱部材長を座屈長さとしたオイラーの座屈軸力

N1cr：釣合経路解析における 1層目柱の座屈時軸力
eig.N1cr：線形座屈解析における 1層目柱の座屈時軸力
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2.7　柱の軸剛性が幾何学的非線形性を考慮した解析に与える影響
　2.4 ~ 2.6節では，多層多スパン骨組を用いて，線形座屈解析と，幾何学的非線形性を考慮した釣合
経路解析を行い，パラメータと骨組の弾性座屈現象および圧縮側柱の座屈時軸力について考察した．
この際，例えば図 2.4.12に示す 52A20B02fixのように，2つの解析の座屈モードが同じでも，線形座
屈解析から得られる右外柱の座屈時軸力と，釣合経路解析で軸剛性が急変する軸力レベルが一致しな
い場合があった．また，図 2.4.27に示した 52A20B02pinでは，2つの解析の座屈モードが一致してい
ない．線形座屈解析は圧縮軸力を受ける柱の弾性座屈解析に有効であるが，座屈前変形が大きい場合
に，座屈軸力を過大あるいは過小評価する恐れがある．
　本節では，2.4節に示した均等多層多スパン骨組と，その柱断面を中実正方形に変更した骨組の解
析結果を比較することで，柱の軸剛性が多層骨組の弾性座屈性状と圧縮側柱の座屈時軸力に与える影
響を考察する．
　図 2.7.1には，52A20B02fixの柱断面を中実正方形にした場合の数値解析結果を示す．線形座屈解析
結果については，座屈軸力 (eig.Nicr)と座屈モードが柱断面によってほぼ変化しないことを確認してい
る．柱が幅厚比 48の中空正方形断面である図 2.4.12と比較すると，(a)図より，柱の軸剛性が高くな
り，それに伴って水平変位 uiも小さくなっている．そして，釣合経路解析での座屈時軸力 (Nicr)と線
形座屈解析結果 (eig.Nicr)の差異も小さくなっている．図 2.7.2には，52A20B02pinの柱断面を中実正方

(c)線形座屈解析
の座屈モード

(d)釣合経路解析 Nicr

作用時の変形図
図 2.7.2　52A20B02pinの解析結果（b/a = 0.1，柱が中実正方形）

(a)軸力変位関係 (b)無次元化軸力変位関係
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(c)線形座屈解析
の座屈モード

(d)釣合経路解析 Nicr

作用時の変形図
図 2.7.1　52A20B02fixの解析結果（b/a = 0.1，柱が中実正方形）

(a)軸力変位関係 (b)無次元化軸力変位関係
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Ni：釣合経路解析における i層の圧縮側柱軸力（軸力の定義は 2.3節）
Nicr：釣合経路解析における i層の圧縮側柱の座屈時軸力（定義は 2.4.2項）
eig.Nicr：線形座屈解析における i層の圧縮側柱の座屈時軸力
NE：柱部材長を座屈長さとしたオイラーの座屈軸力
ui：i層の圧縮側柱の層間水平変位
di：i層の圧縮側柱の軸方向縮み
Ri：i層の圧縮側柱の部材角

(N1) or (N1 /NE)
(N2) or (N2 /NE)
(eig.N1cr) or (eig.N1cr /NE)
(eig.N2cr) or (eig.N2cr /NE)
(Nicr) or (Nicr /NE)
(NE)
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図 2.7.3　柱の軸剛性が釣合経路解析に与える影響（5層 2スパン骨組の場合）
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b/a

線形座屈解析 釣合経路解析
1層目 ◆：eig.N1cr /NE ▲：N1cr /NE

2層目 ◇：eig.N2cr /NE △：N2cr /NE

(eig.Nicr /NE) or (Nicr /NE) (eig.N1cr /NE) or (N1cr /NE)

0 

1 

2 

3 
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b/a 0 
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b/a
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(c)柱脚固定骨組：柱中実断面 (d)柱脚ピン骨組：柱中実断面

形にした場合の数値解析結果を示す．柱脚固定骨組の場合と同様に，柱が幅厚比 48の中空正方形断
面である図 2.4.27と比較すると変形が小さく（剛性が高く）なり，座屈時軸力の差異も小さくなって
いる．また，釣合経路解析において，柱の幅厚比 48の骨組では sway座屈モードである（図 2.4.27(d)）
が，柱を中実正方形にすると，図 2.7.2(d)のように個材座屈モードになる．図 2.7.2(d)では右外柱が上
下層で逆向きに弓なりにたわみ，右側スパンの 2層目床梁が S字ではなく，下に凸に変形することを
確認している．
　図 2.7.3(a), (b)は，2.4節に示した 5層 2スパン骨組の線形座屈解析結果 (eig.Nicr /NE)に，釣合経路解
析結果 (Nicr /NE)を重ねたものである．柱は幅厚比 48の中空断面である．線形座屈解析結果を◆と◇
で示しており，それぞれ (eig.N1cr /NE)と (eig.N2cr /NE)である．また，釣合経路解析結果を▲と△で示して
おり，それぞれ (N1cr /NE)と (N2cr /NE)である．2.4節ですでに述べたが，図 2.7.3(a), (b)に示した骨組では，
線形座屈解析結果と釣合経路解析結果の差異が大きい場合があることがわかる．これらの図中に示し
た骨組において，線形座屈解析 eig.Nicrと釣合経路解析 Nicrの差異は最大で 14.3 %（52A30B18fix：b/a = 

0.6）である．
　図 2.7.3(c), (d)には，図 2.7.3(a), (b)に示した 5層 2スパン骨組の柱断面を中実正方形に変更した場
合の解析結果を示す．図 2.7.3(c), (d)より，柱が中実正方形断面の場合には，線形座屈解析と釣合経
路解析の差異がほとんどないことがわかる．なお，線形座屈解析では，幅厚比 48の角形鋼管柱と中
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実正方形断面柱で (eig.Nicr /NE)の差異が 1 %未満であることを確認している．図 2.4.1と表 2.4.1に示し
た全ての均等多層多スパン骨組で，柱を中実正方形断面とした方が (eig.Nicr /NE)と (Nicr /NE)の差異が小
さくなることを確認している．この場合の 2つの解析の差異は最大で 3.7 %（52A20B02fix：b/a = 0.1）
である．なお，2.4節に示した均等骨組において，柱軸剛性が変わることで座屈モードが変化するのは，
52A20B02pinの釣合経路解析結果のみである．
　2.6節に示した左右のスパン長が異なる 5層 2スパン骨組でも，線形座屈解析と釣合経路解析の座
屈モードが一致せず，無次元化座屈軸力にも差異が見られる骨組があった．2.6節でも柱の断面は幅
厚比 48の角形鋼管としていたが，これらの骨組についても，柱の断面を中実正方形とした解析を行っ
た．結果は示さないが，この場合にも線形座屈解析結果にはほとんど変化が無く，釣合経路解析では，
線形座屈解析と座屈モードが異なっていた (lR /lL ≧ 1.25)のすべての骨組の座屈モードが線形座屈解析
結果と一致するように変化し，なおかつ無次元化座屈時軸力の差異も小さくなった．幅厚比 48の角
形鋼管柱を用いた 2.6節では，(lR /lL = 1.5)の 52A20-30B04fixにおいて，表 2.6.1(a)および図 2.6.10に
示した (eig.N2cr)に対する (N2cr)の差異が (- 28 %)程度あったが，柱断面を中実正方形にするとそれが (+ 

3 %)程度になることを確認している．
　以上のように，幾何学的非線形性を考慮する場合には，柱の軸剛性が弾性座屈軸力に影響する場合
があり，注意が必要である．

2.8　骨組の水平剛性と柱の弾性座屈軸力の関係
　前節までは，一次設計用地震荷重に対する最大層間変形角 Rmaxがちょうど (1/200)になる骨組を対
象として考察を行った．本節では，これが (1/100)あるいは (1/400)になる骨組の数値解析を行い，骨
組の水平剛性が柱の弾性座屈時軸力に与える影響を考察する．対象骨組は基準骨組 1（52A15B06fix）
とする．
　図 2.8.1には，Rmaxと骨組中の右外柱の弾性座屈時軸力の関係を示す．(eig.Nicr /NE)は線形座屈解析で，
(Nicr /NE)は釣合経路解析の結果である．どちらも柱は幅厚比 48の角形鋼管としている．iは何層目の
柱の軸力かを表している．線形座屈解析結果を◆と◇で示しており，それぞれ (eig.N1cr /NE)と (eig.N2cr /

NE)である．また，釣合経路解析結果を▲と△で示しており，それぞれ (N1cr /NE)と (N2cr /NE)である．(Rmax 

= 1/200)は，図 2.3.4に示した数値解析結果をプロットしたものであり，その断面諸量は表 2.4.1(a)に
示している．これに対して，(Rmax = 1/400)では Iが約 2倍 (Ic = 2.070×109 mm4)であり，(Rmax = 1/100)

は逆に Iが約 2分の 1倍 (Ic = 5.096×108 mm4)である．
　図 2.8.1より，線形座屈解析 (eig.Nicr /NE)では水平剛性による結果の変化はほとんどない．骨組中の柱
の弾性座屈軸力は，対象とする柱とその周辺部材との剛性比によるので，骨組全体の水平剛性が変化
しても，NEで無次元化した結果は一定値になる．よって，基本的に 2.3 ~ 2.7節の結論は骨組の水平剛
性によらず成立する．ただし，図 2.8.1より，釣合経路解析 (Nicr /NE)では，骨組の水平剛性によって
結果が変化する．これは水平剛性が直接影響しているのではなく，柱幅が変化することで，2.7節に
挙げた要因によって NEで無次元化した解析結果が変化するためと考えられる．
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図 2.8.1　骨組の水平剛性と弾性座屈時軸力の関係

Rmax

(eig.Nicr /NE) or (Nicr /NE)

Rmax：一次設計用地震荷重
作用時の最大層間変形
角

 5層 2スパン柱脚固定骨組
 b/a = 0.4

線形座屈解析 釣合経路解析
1層目 ◆：eig.N1cr /NE ▲：N1cr /NE

2層目 ◇：eig.N2cr /NE △：N2cr /NE

2.9　結
　本章では，図 2.2.2に示す一定の長期荷重の後に地震時柱軸力相当荷重が作用する場合（以下「地
震時柱軸力相当荷重作用時」）の多層多スパン骨組の数値解析を行い，その弾性座屈現象と骨組中の
柱の弾性座屈時軸力について考察した．線材解析プログラムには線材解析プログラムの CLAP.f 2.1)を
用い，線形座屈解析と，幾何学的非線形性を考慮した釣合経路解析（以下「釣合経路解析」）の 2つ
を行った．
　2.3節では，5層 2スパン骨組に鉛直下向き荷重のみが作用する場合と，地震時柱軸力相当荷重作用
時の弾性座屈現象を比較し，以下の知見を得た．

(1)鉛直下向き荷重作用時には，大きな圧縮軸力を受ける骨組下層部全体が sway変位する座屈モー
ドが生じ，そのときの柱の弾性座屈時軸力は，柱部材長を座屈長さとしたオイラーの座屈軸力
NEを下回る．

(2)地震時柱軸力相当荷重作用時には，下層部の圧縮側柱が層ごとに弓なりに変形する個材座屈モー
ドが生じ，そのときの骨組下層部の弾性座屈時柱軸力は NEを上回る．

　2.4節では，パラメータが地震時柱軸力相当荷重作用時の均等骨組の弾性座屈現象に与える影響を
考察し，以下の知見を得た．

(3)圧縮側外柱のある層が単独で座屈する場合，つまりその層に座屈変形が集中する場合よりも，
上下層と連成座屈する場合，つまり上下層にも座屈変形が大きくなる場合の方が，弾性座屈時
軸力は小さくなる．これは，単独座屈では上下層の柱が当該層の拘束材と見なせるが，連成座
屈ではその拘束があまり期待できないためである．

(4)スパン数が増えるほど，無次元化した弾性座屈時軸力はわずかに上昇する．これは，圧縮側柱
の sway変位を抑制する柱と梁の本数が増えるからである．

(5)梁柱曲げ剛性比が大きくなるほど，無次元化した弾性座屈時軸力は上昇する．これは，柱に対
して梁の曲げ剛性が高いほど，柱の変形が抑制されるからである．

　2.5節では，吹抜けを有する骨組を用いて数値解析を行い，地震時柱軸力相当荷重作用時の弾性座
屈性状と骨組中の柱の座屈時軸力について考察し，以下の知見を得た．

(6)吹抜骨組においても柱の弾性座屈時軸力は，柱と周辺部材の剛性比および柱軸力分布に大きく
依存すると考えられる．

　2.6節では，左右のスパン長が異なる 5層 2スパン骨組に一定の長期荷重と漸増の地震時柱軸力相
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当荷重を作用させる数値解析を行い，その弾性座屈性状と骨組中の柱の座屈時軸力について考察し，
以下の知見を得た．

(7)線形座屈解析結果は柱とその周辺部材の剛性比によって説明できる．釣合経路解析では片側の
スパンの梁柱曲げ剛性比が 0.2以下と小さく，かつ内柱が座屈する骨組において，柱が全層に
わたってたわむような座屈モードが見られた．均等骨組では見られなかった座屈モードである
が，不均等骨組で梁柱曲げ剛性比がかなり小さい場合の特殊な現象の可能性もり，今後検証が
必要である．

　2.7節では，柱の軸剛性が幾何学的非線形性を考慮した数値解析に与える影響を考察するために，
柱断面積を中空正方形とした場合と中実正方形とした場合の解析を行い比較した．その結果，次の知
見を得た．

(8)幾何学的非線形性を考慮すると，無次元化した弾性座屈時軸力に柱の軸剛性が有意な影響を与
える場合がある．また，梁柱曲げ剛性比がかなり低い場合には，地震時柱軸力相当荷重作用時
においても，骨組の sway座屈モードが生じる場合がある．

　2.8節では，骨組の水平剛性が本章の考察結果に与える影響を考察し，以下の知見を得た．
(9)骨組全体の水平剛性は本章で得られた知見に直接影響しない．ただし，柱幅が変化することで，
柱の軸剛性と NEの関係が変化し，幾何学的非線形性を考慮した釣合経路解析では，解析結果が
わずかに変化する．

　本論文に示した全ての数値解析結果より，以下の知見が得られた．
(10)本論文に示した範囲の均等ラーメン骨組および不均等ラーメン骨組では，52A20-30B04fixを除
いて，地震時柱軸力相当荷重作用時に座屈変形が集中する圧縮側柱下層部の座屈時軸力が全て
NEを上回った．52A20-30B04fixは梁の曲げ剛性が柱と比較してかなり低く，右外柱と内柱がと
もに大きな圧縮軸力を受ける柱脚固定の 5層 2スパン骨組である．この骨組の解析結果は図 2.6.6

に示しているが，釣合経路解析を行った際の 2層目右外柱の座屈時軸力は NEの 0.992倍であっ
た（表 2.6.1(a)）．

参考文献
2.1)  小川厚治，多田元英：柱・梁接合部パネルの変形を考慮した静的・動的応答解析プログラムの開発，第

17回情報システム利用技術シンポジウム，pp.79-84，1994.12

2.2)  日本建築防災協会：構造設計・部材断面事例集，2007.6
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第3章　地震時柱軸力相当荷重を受ける骨組中の柱の座屈長さ算定図表

3.1　序
　本章では，地震時柱軸力相当荷重作用時の多層多スパン骨組中の柱の座屈長さを簡易に算定するた
めの設計図表を提案する．
　3.2節では，1層 1スパン骨組を用いて地震時柱軸力相当荷重作用時の骨組の弾性座屈性状について
詳細に検討する．その知見をふまえて，3.3節では地震時柱軸力相当荷重作用時の座屈長さ算定図表（以
下「設計図表」）を示し，第 2章の数値解析結果を用いて妥当性の検証を行う．

3.2　地震時柱軸力相当荷重に対する1層 1スパン骨組の弾性座屈性状
3.2.1　1層 1スパン骨組の数値解析
　図 3.2.1に示す柱部材長 (h = 4 m)，スパン長 (l = 10.64 m)の 1層 1スパン骨組を対象に数値解析を
行う．柱脚は左右共に固定支持あるいはピン支持とする．梁の断面 2次モーメント Ibと柱の断面 2次
モーメント Icの比率を (b = Ib /Ic)とし，(a = l/h = 2.66)とすると，梁柱曲げ剛性比は (b/a)である．パ
ラメータは bで，(b/a = 0.04, 0.06, 0.08, 0.1, 0.2, 0.3, 0.5)となるように設定する．ただし柱脚固定では (b/

a = 0.06, 0.08)の解析は行わない．文献 3.1)の設計例によれば，5あるいは 10層のオフィス建築の場
合に，鋼構造ラーメン骨組の (b/a)は (0.28 ~ 0.80)である．骨組の設計方針と解析条件は，各部材の分
割数が異なること以外，第 2章と同じであるが，以下に再掲する．部材断面は，梁上の等分布荷重を
(q = 50,000 N/m)とし，一次設計用地震荷重に対して層間変形角 Rが (1/200 rad)になるように決定する．
ここで，標準層せん断力係数 C0は 0.2，地震地域係数 Zは 1とする．また，建物の一次固有周期は (T 

= 0.03H s)（Hは建物高さ，単位は (m)），地盤の固有周期 Tcは 0.6 (s)とするので，振動特性係数 Rtは
1である．柱断面形状は幅厚比 (B/t)が 48の角形鋼管とする．また，剛床仮定を適用して梁断面積 Ab

を十分に大きく設定する．表 3.2.1, 3.2.2に断面諸量などを示す．解析プログラムには線材解析プログ
ラムの CLAP.f 3.2)を用いる．柱，梁ともに材軸方向に 10要素に分割する．部材を 5分割するか 10分
割するかで解析結果に有意な差がないことは付録 2に示す．釣合経路解析で座屈現象を生じさせるた
めに，柱は初期不整として (1/20,000 rad)傾けてモデル化する．荷重条件は一定の長期荷重と漸増の地
震時柱軸力相当荷重である．長期荷重は集中荷重として，左右の柱頭に (lV = ql/2)ずつ作用させる．
　解析は線形座屈解析（座屈固有値解析）と弾性の幾何学的非線形性を考慮した釣合経路解析（以下
「釣合経路解析」）を行う．線形座屈解析は，釣合経路解析で長期荷重を作用させた直後の接線剛性行
列を初期剛性行列 [K0]として用い，地震時柱軸力相当荷重による初期応力行列を [KG]として固有値解
析を行なう．すなわち次式で固有値 lを求める．

K0[ ]+λ KG[ ] = 0  (3.2.1)

また，弾性解析で骨組が座屈するときの柱軸力を Ncrとすれば，柱の座屈長さ lkは式 (3.2.2)で定義さ
れる．

lk = h
NE

Ncr

= π
EIc
Ncr

 (3.2.2)

　　　　E：ヤング率
　　　　Ic：柱の断面 2次モーメント
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Ic Ib Ac B NE

×108 (mm4) ×108 (mm4) ×104 (mm2) (mm) ×106 (N)
0.04 0.1064 2.366 0.2518 1.099 367.0 29.92
0.1 0.266 1.991 0.5297 1.008 351.5 25.18
0.2 0.532 1.637 0.8709 0.9140 334.7 20.70
0.3 0.798 1.434 1.144 0.8555 323.8 18.13
0.5 1.33 1.211 1.611 0.7861 310.4 15.31

Ic Ib Ac B NE

×108 (mm4) ×108 (mm4) ×104 (mm2) (mm) ×106 (N)
0.04 0.1064 37.39 3.978 4.368 731.7 472.8
0.06 0.1596 25.87 4.128 3.633 667.3 327.1
0.08 0.2128 20.10 4.277 3.203 626.5 254.1
0.1 0.2660 16.60 4.417 2.911 597.3 210.0
0.2 0.5320 9.708 5.164 2.226 522.3 122.8
0.3 0.7980 7.398 5.904 1.943 488.0 93.55
0.5 1.330 5.552 7.384 1.683 454.2 70.20

　　　　h：柱部材長
NEは柱部材長を座屈長さとしたオイラーの座屈軸力であり，式 (3.2.3)で定義される．

NE =
π 2EIc
h2

 (3.2.3)

　図 3.2.2には，柱脚固定の 1層 1スパン骨組における，無次元化した右外柱の軸力-変形関係を示す．
梁柱曲げ剛性比 (b/a)ごとにグラフが 2つあり，左側のグラフの横軸は柱の軸方向変形 d1を柱部材長
hで除したもので，右側のグラフの横軸は柱の部材角 Riである．縦軸は柱軸力 N1を NEで無次元化し
たものである．実線は釣合経路解析の無次元化軸力-変形関係である．釣合経路解析では (N1/NE - d1/h)

関係の接線剛性が初期剛性の 0.2倍になった時点を座屈と定義し，その座屈時軸力 N1crを NEで除した
ものをグラフ中に◯で示している．二点鎖線は線形座屈解析での座屈時軸力 eig.N1crを NEで無次元化し
たものである．それぞれの詳細な定義は第 2章に示している．図 3.2.2(a) ~ (e)の縦軸の値を比較すると，
(b/a)が大きくなるほど NEで無次元化した座屈時軸力が大きくなることがわかる．図 3.2.3の上段には
線形座屈解析での座屈モードを示す．図 3.2.3の下段には釣合経路解析の結果を示す．梁たわみ拡大
図は，変形後の梁材軸と直交方向の変形を誇張して描いた図である．梁たわみ拡大図は (N1 ≈ N1cr)で

図 3.2.1　数値解析に用いる 1層 1スパン骨組

lV

hV

lV

hV

l = 10.64 (m)h 
= 

4 
(m

)

EIcEIc

EIb

hV：地震時柱軸力相当荷重
lV：長期荷重（一定荷重）
h：柱部材長
l：スパン長さ
Ic , Ib：柱と梁の断面 2次モーメント

(a)柱脚固定 (b)柱脚ピン

表 3.2.1　柱脚固定の 1層 1スパン骨組の断面諸量

h = 4 (m)
l = 10.64 (m)
a = l/h = 2.66
b = Ib /Ic

表 3.2.2　柱脚ピンの 1層 1スパン骨組の断面諸量

Ac：柱の断面積　　　B：柱幅　　　b/a：梁柱曲げ剛性比

h = 4 (m)
l = 10.64 (m)
a = l/h = 2.66
b = Ib /Ic

b/a           b

b/a           b
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（釣合経路解析）
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図 3.2.3　梁柱曲げ剛性比と座屈モードの変化（柱脚固定の 1層 1スパン骨組）

b/a

図 3.2.4　梁柱曲げ剛性比と弾性座屈軸力
（柱脚固定の 1層 1スパン骨組）

(N1cr /NE) or (eig.N1cr /NE)

N1cr /NE

eig.N1cr /NE

0

1

0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5

表 3.2.3　梁柱曲げ剛性比と弾性座屈軸力
（柱脚固定の 1層 1スパン骨組）

図 3.2.2　柱脚固定の 1層 1スパン骨組の無次元化右外柱軸力変形関係

Ni：釣合経路解析における i層の圧縮側柱軸力（軸力の定義は 2.3節）
Nicr：釣合経路解析における i層の圧縮側柱の座屈時軸力（定義は 2.4.2項）
eig.Nicr：線形座屈解析における i層の圧縮側柱の座屈時軸力
NE：柱部材長を座屈長さとしたオイラーの座屈軸力
d1：圧縮側柱の軸方向縮み（定義式は 2.3節）
R1：圧縮側柱の部材角（定義式は 2.3節）
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の図であるが，このときの実際の変形はあまり大きくなく，変形図を描いてもわかりにくいので，骨
組全体の変形図は (N1 ≈ N1cr)から変形が 1.5倍進んだ時点で描いている．釣合経路解析では，右柱の軸
力が N1crになるときの柱頭の鉛直方向変位が，(b/a = 0.04 ~ 0.5)で（-110 ~ -122 mm）とあまり差が
ないので，梁たわみ拡大図は全て柱頭が 120 (mm)沈み込んだ時点で，全体の変形図は柱頭が 180 (mm)

沈み込んだ時点でのものである．図 3.2.3からわかるように，(b/a)が小さくなるに従って座屈時の骨
組の sway変位が増加しているが，座屈モードが大幅に変化しているわけではない．図 3.2.4には全て
の柱脚固定の 1層 1スパン骨組の数値解析結果を示す．■が (N1cr /NE)で□が (eig.N1cr /NE)である．横軸
は (b/a)である．表 3.2.3には (N1cr /NE)と (eig.N1cr /NE)の数値を示す．本論に示す (b/a = 0.04 ~ 0.5)の範
囲では，図 3.2.4から分かるように，釣合経路解析と線形座屈解析での無次元化座屈時軸力に多少の
差異はあるが (b/a)に対してほぼ同じ傾向を示す．
　図 3.2.5には，柱脚ピンの 1層 1スパン骨組における，無次元化した右外柱の軸力-変形関係を示す．
グラフの見方は図 3.2.2と同じである．図 3.2.5より，柱脚ピンの骨組では，(b/a)が 0.04と極端に低
いと，釣合経路解析と線形座屈解析の無次元化座屈時軸力に大きな差異が生じることがわかる．図 3.2.6

の上段には線形座屈解析での座屈モードを示す．下段には釣合経路解析の結果を示す．梁たわみ拡大
図は (N1 = N1cr)のときである．骨組全体の変形図は最大荷重作用時のものを示している．図 3.2.6より，
線形座屈解析では (b/a)の変化に伴う座屈モードの変化は認められないが，釣合経路解析では座屈モー
ドが明らかに変化している．図 3.2.7と表 3.2.4には全ての柱脚ピンの 1層 1スパン骨組の数値解析結
果を示す．図 3.2.7より，線形座屈解析では (b/a)と (eig.N1cr /NE)の関係が直線的で，(eig.N1cr /NE)が 1を
下回ることがない．釣合経路解析では，(b/a ≧ 0.1)で線形座屈解析との差異が大きくても 3 %程度で
あるが，(b/a < 0.1)では (b/a)が小さくなるに従って線形座屈解析結果と乖離し，無次元化座屈時軸力
(N1cr /NE)は 1を下回る．釣合経路解析と線形座屈解析の乖離は，図 3.2.6の梁たわみ拡大図で明らか
な座屈モードの変化が関係していると考えられる．座屈モードは (b/a)に従って連続的に変化するが，
考察を容易にするために今後は，梁のたわみ曲線が材軸を横切る位置が，梁の右端から全長の (3/8)

以上 (1/2)以下の場合を「骨組の sway座屈モード」と呼び，(3/8)より小さい場合を「中間の座屈モー
ド」と呼ぶ．たわみ曲線が材軸を横切らない場合は「圧縮側柱の個材座屈モード」とする．釣合経路
解析では (b/a = 0.04, 0.06)が sway座屈モードで，(b/a = 0.08, 0.1)が中間の座屈モードになる．線形座
屈解析は全て個材座屈モードである．

3.2.2　座屈前変形と弾性座屈軸力の関係
　一般的に圧縮材の座屈前変形は微小であり，線形座屈解析は圧縮材の座屈解析手法として有効であ
る．しかし，座屈前変形が大きくなる場合には，座屈荷重を過大評価する恐れがある．そこで以下で
は，長期荷重を作用させた後，地震時柱軸力相当荷重を作用させて右側柱頭の鉛直変位が dzになるま
で釣合経路解析を行い，それから線形座屈解析を行う．具体的には，初期剛性行列 [K0]は釣合経路解
析終了時の接線剛性行列 [K]を用い，初期応力行列 [KG]も釣合経路解析終了時点で計算し，式 (3.2.1)

にもとづいて固有値 lを計算する．この線形座屈解析における圧縮側柱の座屈時軸力を (dz
eig.N1cr)とす

る．図 3.2.8には柱脚ピンの 1層 1スパン骨組の無次元化軸力変位関係を示す．梁柱曲げ剛性比は (b/

a = 0.04)である．図 3.2.8は図 3.2.5(a)の左側のグラフとほぼ同じであるが，横軸が柱の軸方向変形 d1

ではなく，柱頭の鉛直方向変位 dzを hで除したものになっている．◇△□で示す (dz
eig.N1cr /NE)の横軸

の位置は線形座屈解析開始時点での (dz /h)の値で，(dz /h = -0.005, -0.01, -0.015, -0.02, -0.025, -0.0275, 

-0.03, -0.0325, -0.035, -0.0375, -0.04, -0.05)，すなわち (dz = -20, -40, -60, -80, -100, -110, -120, -
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dz = - 40 (mm)：dz
eig.N1cr /NE = 1.02（個材モード）

dz = - 80 (mm)：dz
eig.N1cr /NE = 1.00（中間モード）

dz = - 110 (mm)：dz
eig.N1cr /NE = 0.931（swayモード）

dz = - 130 (mm)：dz
eig.N1cr /NE = 0.777（swayモード）

130, -140, -150, -160, -200 mm)の結果を示している．◇は圧縮側柱の個材座屈モード，△は中間の
座屈モード，□は骨組の sway座屈モードになることを表している．また，特に (dz = -40, -80, -110, 

-130 mm)の場合の座屈モードと (dz
eig.N1cr /NE)の値を図 3.2.9に示す．図 3.2.8と 3.2.9より，(b/a = 0.04)

の骨組では，線形座屈解析開始時の dzの大きさが大きくなるに従って座屈モードが個材座屈モードか
ら sway座屈モードに変化し，それに伴って (dz

eig.N1cr /NE)の値が低下する．つまり，前項に示した柱脚
ピンの骨組において，(b/a = 0.04)では座屈前変形が骨組の座屈モードに影響し，線形座屈解析と釣合
経路解析の結果に差異が現れたと考えられる．
　次に，水平方向と鉛直方向の座屈前変形のどちらの影響が大きいかを明らかにするために，(b/a 

= 0.04)で柱脚ピンの 1層 1スパン骨組において，大きな初期不整を用いた線形座屈解析を行う．図
3.2.10(a)は，釣合経路解析で (dz = -100 mm)まで地震時柱軸力相当荷重を作用させた直後の変形から
水平方向変形のみを取り出し，それを初期不整として，長期荷重（一定荷重）と地震時柱軸力相当荷

0.0  

0.2  

0.4  

0.6  

0.8  

1.0  

1.2  

1.4  

-0.10  -0.05  0.00  

dz /h

図 3.2.8　線形座屈解析開始前の変形と座屈時軸力の変化（柱脚ピンの 1層 1スパン骨組：b/a = 0.04）

N1cr /NE = 0.870
（swayモード）

N1 /NE

◇  :  dz
eig.N1cr /NE (圧縮側柱の個材座屈モード )

△  :  dz
eig.N1cr /NE (中間の座屈モード )

□  :  dz
eig.N1cr /NE (骨組の sway座屈モード )

:  eig.N1cr /NE

:  N1 /NE

:  N1cr /NE

図 3.2.8の凡例

dz
eig.N1cr ：長期荷重作用後に dzまで釣合経路解
析を行い，その後に線形座屈解析を行うとき
の座屈時軸力．◇△□の横軸の位置は線形座
屈解析開始時点での dz /hの値である．

梁たわみ拡大図
（線形座屈解析）

swayモード swayモード 中間モード 個材モード 個材モード

骨組の座屈
モード

（線形座屈解析）
( 
dz

eig.N1cr /NE ) 0.777 0.931 1.00 1.02 eig.N1cr /NE = 1.01
線形座屈解析を開
始する時点の dz

dz = - 130 (mm) dz = - 110 (mm) dz = - 80 (mm) dz = - 40 (mm)
長期荷重作用後か
ら線形座屈解析

図 3.2.9　線形座屈解析開始前の変形と座屈モードの変化（柱脚ピンの 1層 1スパン骨組：b/a = 0.04）

(a)水平方向に大きな
　　　初期不整がある場合

図 3.2.10　初期不整と線形座屈解析の座屈モード（b/a = 0.04）

(b)鉛直方向に大きな
　　　初期不整がある場合

個材モード
eig.N1cr /NE = 1.02

swayモード
eig.N1cr /NE = 0.915

長期荷重作用後から線形座屈解析
eig.N1cr /NE = 1.01（個材モード）
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重を作用させたときの線形座屈解析の結果である．図 3.2.10(b)は鉛直方向変形のみを初期不整とした
場合の結果である．水平方向に大きな初期不整がある場合（図 3.2.10(a)）には，圧縮側柱の個材座屈モー
ドになる．また，(eig.N1cr /NE)の値は，柱を (1/20,000 rad)傾けた初期不整を与える場合の結果である図
3.2.9の一番右端に示した値（eig.N1cr /NE  = 1.01）とほぼ同じである．鉛直方向に大きな初期不整がある
場合（図 3.2.10(b)）には，骨組の sway座屈モードになり，(eig.N1cr /NE)の値も 0.915に低下する．よって，
前項において釣合経路解析で骨組の sway座屈モードが生じ (N1cr /NE)が 1を下回った骨組では，鉛直
方向の座屈前変形が座屈モードに影響したと考えられる．

3.2.3　簡略柱モデルによる解析的考察
　梁柱曲げ剛性比 (b/a)が小さい場合に，座屈前変形が座屈モードと弾性座屈軸力に影響することに
ついて理論式を用いて考察する．数値解析プログラムを用いた前項の考察では，1層 1スパン骨組の
座屈モードに，鉛直方向の座屈前変形が特に影響することを示唆する解析例を示した．これを座屈軸
力算定式に反映するために，本節では柱の軸方向変形を考慮する．
　骨組中の柱は，図3.2.11(a)に示す任意の境界条件をもつ柱としてモデル化できる．これをここでは「詳
細柱モデル」と呼ぶ．文献 3.3)では，弾性座屈軸力，あるいは座屈長さで考えて安全側になる仮定と
して，詳細柱モデルの両端の回転バネ剛性を無視した図 3.2.11(b)の簡略柱モデルを用いて考察を行い，
座屈長さを部材長としても安全側の評価になる条件として次の式 (3.2.4)が示されている．

kH =
KHh

3

12EIc
≥
π 2

12  (3.2.4)

しかし，一般的な骨組がこの条件式を満たすかどうかについての具体的な考察は行われていない．本
項では，対象柱と同一層の他の柱の軸方向力が水平バネ剛性 KHに与える影響と柱の軸方向変形を考
慮することで，1層 1スパン骨組において文献 3.3)の考察を発展させる．
　図 3.2.1に示した 1層 1スパン骨組の圧縮側柱を，図 3.2.11(b)の簡略柱モデルにモデル化する．こ
のモデルでは，水平バネ剛性 KHの大きさによって図 3.2.12(a)と (b)に示す 2種類の座屈モードが生じ
る．また，それらに対応する弾性座屈軸力 1Pcr , 2Pcrおよび柱の弾性座屈軸力 Pcrは次式になる．

個材座屈モード ： 1Pcr =
π 2EIc
hR_1Pcr( )2  (3.2.5a)

sway座屈モード： 2Pcr = KH _2Pcr hR_2Pcr  (3.2.5b)

                                 Pcr =min 1Pcr, 2Pcr( )  (3.2.6)

KH_2Pcr：図 3.2.1の 1層 1スパン骨組の右側柱に 2Pcrの軸力が作用するときの水平バネ剛性

(b)簡略柱モデル(a)詳細柱モデル

KH：水平バネ剛性
P：軸力
E：ヤング率
h：柱部材長
Ic：柱の断面 2次モーメント
KrT , KrB：回転バネ剛性

P

EIc

KH

h

KrT

KrB

EIc

KH

h

P

図 3.2.11　骨組中の任意の柱のモデル化

両端の弾性回転
抵抗を無視

⇒
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hR_1Pcr：1Pcr作用時の変形後の柱長さ
hR_2Pcr：2Pcr作用時の変形後の柱長さ
Pcr：柱の弾性座屈軸力

1層 1スパン骨組での柱部材長は左右とも hであるが，軸力による変形後の左側柱の長さを hL，右側
柱の長さを hRと定義する．特に右側柱に 1Pcrが作用するときの長さをそれぞれ hL_1Pcr , hR_1Pcrとする．
　右側柱が sway座屈せず，個材座屈する場合について考察する．右側柱に 1Pcrの軸力が作用してい
るときの水平バネ剛性を KH_1Pcrとすれば，sway座屈が生じないので，次式が成り立つ．

1Pcr ≤ KH _1Pcr hR_1Pcr  (3.2.7)

水平バネ剛性 KH_1Pcrは，左側柱とその周辺部材の水平剛性 KH0と，左側柱の軸力 SNL = hV - lVによる
幾何剛性成分を用いて次式で表現できる．軸力による幾何剛性を式 (3.2.8)の形で表現することの妥当
性は第 4章で検討している．

KH _1Pcr = KH 0 +
hV − lV
hL _1Pcr

 (3.2.8)

hV：柱頭に作用する地震時柱軸力相当荷重

lV：柱頭に作用する長期荷重
個材座屈モードで座屈するので，右側柱の存在軸力と個材座屈軸力が等しくなり，それを式で表現す
ると次式になる．

1Pcr = hV + lV  (3.2.9)
式 (3.2.8)と (3.2.9)を (3.2.7)に代入すると，次式が得られる．

KH 0 +
hV − lV
hL _1Pcr

≥ hV + lV
hR_1Pcr

⇒ KH 0 ≥
hV

hR_1Pcr
− hV
hL _1Pcr

⎛

⎝
⎜⎜

⎞

⎠
⎟⎟+

lV
hR_1Pcr

+ lV
hL _1Pcr

⎛

⎝
⎜⎜

⎞

⎠
⎟⎟  (3.2.10)

式 (3.2.10)は 1層 1スパン骨組中の柱を図 3.2.12の簡略柱モデルでモデル化した場合に，柱が個材座
屈する条件である．柱の軸方向変形を考慮しなければ，式 (3.2.10)の右辺一つ目の（　）内の 2項が
打ち消し合い，次の式 (3.2.11)が得られる．

KH 0 ≥
2 lV
h  (3.2.11)

　次に，1層 1スパン骨組に長期荷重 lVのみが作用している場合を考える．柱の軸方向変形を考慮し
なければ，右側柱を簡略柱モデルでモデル化したときの水平バネ剛性 KHは，式 (3.2.8)と同様に考え
て次式になる．

図 3.2.12　簡略柱モデルの座屈モード

EIc

KH

h

1Pcr 2Pcr

(a)個材座屈モード (b)sway座屈モード

1Pcr , 2Pcr：各座屈モードに

　　対する柱の弾性座屈軸力
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KH = KH 0 −
lV
h  (3.2.12)

節点の水平変位が拘束されていない骨組が鉛直下向き荷重を受けると，骨組全体が水平方向に変位す
る sway座屈モードになるが，通常は長期荷重で骨組が座屈することはない．よって式 (3.2.5b)から次
式が得られる．

lV ≤ KHh ⇒ lV
h
≤ KH  (3.2.13)

式 (3.2.12)を (3.2.13)に代入すれば次式が得られる．

lV
h
≤ KH 0 −

lV
h

⇒ KH 0 ≥
2 lV
h  (3.2.14)

式 (3.2.14)は長期荷重で柱が座屈しない骨組で成立する式である．そして，式 (3.2.11)と (3.2.14)が等
しいことから通常は，座屈前変形，ここでは柱の軸方向変形を考慮しない場合には，地震時柱軸力相
当荷重による 1層 1スパン骨組中の柱の座屈モードは，柱のたわみが顕著になる図 3.2.12(a)の個材
座屈モードになる．柱両端の回転バネ剛性を考慮すれば，その弾性座屈軸力は NEを上回る．これは，
3.2.1項の線形座屈解析の結果と符合する．一方で柱の軸方向変形を考慮すると，式 (3.2.10)を満たさ
ない場合に図 3.2.12(b)の sway座屈モードが生じ，柱の弾性座屈軸力は NEを下回る．式 (3.2.10)の右
辺の一つ目の (　)は，地震時柱軸力相当荷重による幾何剛性成分である．(hV/hR_1Pcr)は圧縮側柱で，(hV/

hL_1Pcr)は引張側柱である．hL_1Pcrと hR_1Pcrは，1Pcrと柱の軸剛性の関係によって決まり，圧縮側柱を倒
そうとする幾何剛性（hV/hR_1Pcr）と引張側柱を引き起こそうとする幾何剛性（hV/hL_1Pcr）の差が大きくなっ
て，式 (3.2.10)を満たさない条件が存在することが想定される．

3.2.4　1層 1スパン骨組中の柱の弾性座屈軸力の精解
　前項での知見から，対象柱と同一層の他の柱の軸方向力が水平バネ剛性 KHに与える影響と柱の軸
方向変形を考慮すれば，より厳密に 1層 1スパン骨組中の柱の弾性座屈軸力を計算できると考えられ
る．3.2.3項の考察では端部回転バネ剛性を無視した図 3.2.11(b)の簡略柱モデルを用いたが，本節では
回転バネ剛性を考慮した図 3.2.11(a)の詳細柱モデルを用いる．この柱モデルの座屈条件式の誘導を以
下に示す．
○座屈条件式
　詳細柱モデルの任意の変形状態として図 3.2.13を仮定する．節点方程式は以下の 2式になる．MTB，
MBTはそれぞれ柱頭と柱脚の材端モーメントで，qT, qBは材端回転角，Rは部材角である．

qT

MTB = -KrTqT

R

EIc
hR

N

NMBT = -KrBqB

qB

QBT

QTB = -KHRhR

図 3.2.13　詳細柱モデルでの任意の変形における力の釣合

N：軸力
MTB, MBT：材端モーメント
QTB, QBT：材端せん断力
qT, qB：材端回転角
R：部材角
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MTB =
EIc
hR

sθT + scθB − s 1+ c( )R{ }= −KrTθT  (3.2.15)

MBT =
EIc
hR

sθB + scθT − s 1+ c( )R{ }= −KrBθB  (3.2.16)

s =
sin ψ( )−ψ cos ψ( ){ }ψ

2 1− cos ψ( ){ }−ψ sin ψ( )
  ,   c =

ψ − sin ψ( )
sin ψ( )−ψ cos ψ( )

 (3.2.17a, b)

ψ = hR
N
EIc

= π
N
NE

 (3.2.18)

　　N：圧縮側柱の軸力
　　KrT, KrB：柱頭と柱脚の回転バネ剛性
　　hR：軸力 N作用時の変形後の圧縮側柱の長さ

部材角 Rが微小であると仮定すれば，図 3.2.13より，柱脚でのモーメントの釣合から次式が得られる．
Nは軸力である．

−KHR hR( )2 −KrTθT −KrBθB + NRhR = 0  (3.2.19)

　　KH：柱頭の水平バネ剛性
ここで，各材端バネを柱の剛性で無次元化した krT, krB, kHを以下の式で定義する．

krT =
KrThR
EIc

   ,   krB =
KrBhR
EIc

   ,   kH =
KH hR( )3

12EIc
 (3.2.20a, b, c)

式 (3.2.18)と (3.2.20)を考慮して式 (3.2.15), (3.2.16), (3.2.19)を変形し，行列で表せば次式が得られる．

s+ krT sc −s 1+ c( )
sc s+ krB −s 1+ c( )
krT krB 12kH −ψ

2

⎧

⎨
⎪⎪

⎩
⎪
⎪

⎫

⎬
⎪⎪

⎭
⎪
⎪

θT
θB
R

⎛

⎝

⎜
⎜
⎜⎜

⎞

⎠

⎟
⎟
⎟⎟
= 0


 (3.2.21)

ここで，左辺の正方行列の行列式の値が 0になるときには，式 (3.2.21)において qT = qB = R = 0以外の
解が存在し，柱は不安定になる．また，その時の軸力が座屈軸力である．よって，座屈条件式は式 (3.2.22)

である．

s+ krT sc −s 1+ c( )
sc s+ krB −s 1+ c( )
krT krB 12kH −ψ

2

= 0  (3.2.22)

また，特に柱脚固定の場合の座屈条件式は式 (3.2.23)である．

s+ krT −s 1+ c( )
−sc+ krT s 1+ c( )+12kH −ψ 2

= 0  (3.2.23)

○柱の軸方向変形の表現
　式 (3.2.22)と (3.2.23)の座屈条件式を用いて，3.2.1項に示した 1層 1スパン骨組中の柱の弾性座屈
軸力を計算する．骨組中の柱の弾性座屈軸力は長期荷重よりも十分に大きいと仮定して，長期荷重 lV

は無視する．hV = Nのときの，柱軸力による変形後の左側柱の長さ hLと右側柱の長さ hRは次式で計
算できる．
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hL = h 1+ hV
EAc

⎛

⎝
⎜

⎞

⎠
⎟  (3.2.24a)

hR = h 1− hV
EAc

⎛

⎝
⎜

⎞

⎠
⎟  (3.2.24b)

○材端バネ剛性
　柱頭回転バネ剛性 KrTは表 3.2.5に示す式 (3.2.25) ~ (3.2.27)を用いる．これは，図 3.2.14の下段の各
座屈モードにおける梁の変形と同様の変形になる，上段に示す梁の曲げ剛性である．柱脚ピンの骨組
では，図 3.2.6の釣合経路解析での梁たわみ拡大図を参考にして，(b/a = 0.04 ~ 0.1)では sway座屈モー
ドとし，それ以外では個材座屈モードの KrTを用いる．水平バネ剛性 KHは式 (3.2.28)で計算する．KH0

は骨組の水平剛性の半分とし，変形後の柱長さ hLを用いてたわみ角法によって計算すれば，柱脚固定
で式 (3.2.29)，柱脚ピンで式 (3.2.30)が得られる．
○弾性座屈時軸力の算定と考察
　図 3.2.15, 3.2.16と表 3.2.6, 3.2.7には，式 (3.2.24)で柱の軸方向変形を考慮し，式 (3.2.22)あるいは式
(3.2.23)を用いて計算した圧縮側柱の弾性座屈軸力 Ncr_eを NEで除したものと，柱の軸方向変形を考慮

表 3.2.5　地震時柱軸力相当荷重を受ける 1層 1スパン骨組の圧縮側柱周囲の境界条件の評価式
骨組 KrT KrB KH KH0

KrT =
4EIb
l

=
4β
α

EIc
h 　(3.2.25)

KH = KH 0 +
hV
hL

　　　　(3.2.28)

KH 0 =
6EIc
hL( )3

1+ 6β
α

hL
h

2+ 3β
α
hL
h

⎧

⎨
⎪

⎩
⎪

⎫

⎬
⎪

⎭
⎪
　(3.2.29)

個材座屈モード

KrT =
3EIb
l

=
3β
α
EIc
h 　(3.2.26)

KrB = 0 KH 0 =
3EIc
hL( )3

2β
α

hL
h

1+ 2β
α

hL
h

⎧

⎨
⎪

⎩
⎪

⎫

⎬
⎪

⎭
⎪
　(3.2.30)

sway座屈モード

KrT =
6EIb
l

=
6β
α

EIc
h 　(3.2.27)

　b = Ib /Ic　，　　a = l/h　　(3.2.31a, b)

hL , hR：軸力 (N = hV )作用時の変形後の左右の柱の長さ
Ac：柱の断面積
KrT , KrB：図 3.2.11(a)の柱モデルでの柱頭と柱脚の回転バネ剛性
KH：図 3.2.11(a)の柱モデルでの柱頭の水平バネ剛性
KH0：左側柱とその周辺部材の水平剛性

hV               hV

図 3.2.14　1層 1スパン骨組の座屈モードと柱頭回転バネ剛性

(f)骨組の sway座屈モード（柱脚ピン）

(c)sway座屈モードの KrT（柱脚ピン）

EIb

qc l

Mc qc Mc =
6EIb
l

θc

(e)圧縮側柱の個材座屈モード（柱脚ピン）

(b)個材座屈モードの KrT（柱脚ピン）

EIb

l qb

Mb =
3EIb
l
θbEIb

l

qa Ma =
4EIb
l

θa

(d)柱脚固定骨組の座屈モード

(a)柱脚固定骨組の KrT

Ma , Mb , Mc：梁のモーメント荷重　　　qa , qb , qc：材端回転角

hV               hV
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0.0 

1.0 

2.0 

3.0 

0.0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 

b/a

図 3.2.15　数値解析と計算値の比較
（柱脚固定の 1層 1スパン骨組）

N1cr /NE

eig.N1cr /NE

Ncr_e /NE

Ncr_non /NE

0

1

0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5

Ncr /NE

0.0  

0.2  

0.4  

0.6  

0.8  

1.0  

1.2  

1.4  

0.0  0.1  0.2  0.3  0.4  0.5  

b/a

図 3.2.16　数値解析と計算値の比較
（柱脚ピンの 1層 1スパン骨組）

Ncr /NE

N1cr：釣合経路解析での座屈時軸力
eig.N1cr：線形座屈解析での座屈時軸力
Ncr_e：柱の軸方向変形を考慮したときの圧縮側柱の座屈軸力の計算値
Ncr_non：柱の軸方向変形を考慮しないときの圧縮側柱の座屈軸力の計算値

せず hL = hR = hとして計算した弾性座屈軸力 Ncr_nonを NEで除したものを示す．N1crと eig.N1crは 3.2.1項
で説明した数値解析結果である．表 3.2.7の「モードの仮定」は，KrTを式 (3.2.26)と (3.2.27)のどちら
で計算したかを表している．
　柱脚固定の 1層 1スパン骨組では，図 3.2.15より，本論の範囲内では座屈条件式による弾性座屈軸
力の計算結果が数値解析結果を過大評価しておらず，なおかつ両者は (b/a)に対してほぼ同様の傾向
を示している．また，Ncr_eと Ncr_nonがほぼ一致することから，柱の軸方向変形が骨組の弾性座屈軸力
にほとんど影響していないことが分かる．柱脚ピンの 1層 1スパン骨組では，図 3.2.16より，柱の軸
方向変形を考慮しない場合の計算結果 (Ncr_non /NE)は 1を下回らず，線形座屈解析の結果である (eig.N1cr /

NE)より少し大きい程度で，差異は (b/a = 0.04)で 1.6 %，(b/a = 0.5)で 5.0 %である．なお，柱の軸方
向変形を考慮しない場合には全て個材座屈モードになると仮定して計算を行っても，(b/a = 0.04 ~ 0.1)

で (Ncr_non /NE)の値は図 3.2.16に図示したものよりも少し低くなる程度で，1を下回ることはない．柱
の軸方向変形を考慮した場合の計算結果 (Ncr_e /NE)は，(b/a > 0.1)では (Ncr_non /NE)とほとんど一致するが，
それよりも (b/a)が小さい範囲では釣合経路解析と同様に (Ncr_e /NE)が 1以下になる．
　本節で示したように，柱の軸方向変形を考慮すれば，より正確に柱の弾性座屈軸力を計算すること
ができる．ただし，本論に示した範囲内の 1層 1スパン骨組では，柱脚固定の場合にはその影響はほ
とんどなく，柱脚ピンでも (b/a ≦ 0.1)でなければ柱の軸伸縮は座屈性状にほとんど影響せず，弾性座
屈軸力は NEを超える．

N1cr /NE eig.N1cr /NE Ncr_e /NE Ncr_non /NE

0.04 1.88 1.69 1.52 1.54
0.1 2.05 1.86 1.71 1.72
0.2 2.22 2.07 1.96 1.94
0.3 2.35 2.23 2.16 2.12
0.5 2.53 2.47 2.46 2.39

 
N1cr /NE eig.Ncr /NE Ncr_e /NE Ncr_non /NE モードの仮定

0.04 0.870 1.01 0.643 1.02 sway
0.06 0.953 1.01 0.822 1.03 sway
0.08 0.994 1.02 0.937 1.04 sway 

0.1 1.02 1.02 1.00 1.05 sway
0.2 1.06 1.04 1.09 1.07 個材
0.3 1.08 1.05 1.12 1.09 個材
0.5 1.10 1.08 1.15 1.14 個材

N1cr /NE

eig.N1cr /NE

Ncr_e /NE

Ncr_non /NE

0

1

0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5

表 3.2.7　数値解析と計算値の比較
（柱脚ピンの 1層 1スパン骨組）

表 3.2.6　数値解析と計算値の比較
（柱脚固定の 1層 1スパン骨組）

b/a

b/a
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3.3　骨組中の柱の座屈長さ算定図表
3.3.1　作成方法
　3.2.4項に示した方法を用いれば，(b/a)が低い場合に釣合経路解析での座屈時軸力 N1crが NEを下回
るのと同じ傾向を理論式により表現することができる．ただし式 (3.2.22), (3.2.23)は三角関数を含む方
程式であるから，数値解析を行って解を求めなければならない陰解法の式である．多層骨組中の柱の
弾性座屈軸力をより簡便に，陽に計算する方法については第 4章に示す．本節では，安全側になるい
くらかの仮定を行うことで，地震時柱軸力相当荷重を受ける骨組中の柱の座屈長さ算定図表（以下「設
計図表」）を示す．圧縮側柱の座屈条件式は 3.2.4項と同様に式 (3.2.22), (3.2.23)である．
　設計図表を作成するために用いる骨組は 1スパン骨組とする．第 2章に示した数値解析結果より，
スパン数が増えると座屈長さは短くなるので，これを多スパン骨組に適用すれば安全側の評価になる．
　図 3.3.1(a)の多層 1スパン骨組の場合には，図 3.3.1(b)の部分骨組に分解して，それぞれの部分骨組
において柱の座屈長さの検討を行う．均等多層骨組においては，例えば図 3.3.1(b)の中間層の部分骨
組の圧縮側柱が座屈するときには，隣接層の柱はすでに座屈しているか，座屈荷重に近い荷重を受け
ていると考えられるので，分解前の骨組の梁の断面 2次モーメントを上下の部分骨組に等分配する．
また，隣接層の柱の曲げ剛性は互いの座屈軸力に影響しないと仮定する．
　骨組中の柱の弾性座屈軸力は長期荷重よりも十分に大きいと仮定して，長期荷重 lVは無視する．(N 

= hV )のときの，柱軸力 Nによる変形後の左側柱の長さ hLと右側柱の長さ hRは，3.2.4項と同様に式
(3.2.24)で計算する．ここで，(N/EAc)はひずみ度 eであり，式 (3.2.24)は以下のように書き換えられる．

hL = h 1+ε( )  (3.3.1a)

hR = h 1−ε( )  (3.3.1b)

また，式 (3.3.2a)に示すように，eは (N/NE)と細長比 (h/i)の 2つの無次元量で表現できる．(N/NE)は
軸力 Nを NEで除したもので，(h/i)は柱部材長 hに対する細長比である．iは断面 2次半径であり，定
義は式 (3.3.2b)に示す．

ε =
N
EAc

=
N
NE

NE

EAc
=
N
NE

π 2

h2
Ic
Ac

=
π 2

h
i( )

2
N
NE

⎛

⎝
⎜

⎞

⎠
⎟  (3.3.2a)

図 3.3.1　多層骨組の分解
(a)分解前 (b)分解後

Ib2

Ib(i+1)

IbR

Icn

Ici

Ic1

Icn

Ici

Ic1

Ib(i+1) /2
Ici Ici

Ibi /2

Ib2 /2
Ic1 Ic1

Ibi：i層目床梁の断面 2次モーメント
Ici：i層目柱の断面 2次モーメント
hVi：i層目柱頭に作用する鉛直荷重
hVidiv.：部分骨組に対する鉛直荷重
（添字 nは骨組の層数，Rは屋上を表す．）

hVnhVn

hVihVi

hV1hV1

hVndiv. = hVnhVndiv.

hVidiv. = hVk
k=i

n
∑hVidiv.

hV1div. = hVk
k=1

n
∑hV1div.

Ibn

Ibi

hVn-1hVn-1

hVi-1hVi-1

IbR
Icn Icn

Ibn /2
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ただしここで，断面 2次半径は iは次式で定義される．

i = Ic
Ac

 (3.3.2b)

　図表の作成に用いる部分骨組と，その圧縮側柱を図 3.2.11(a)の詳細柱モデルでモデル化する場合の
材端バネ剛性を柱の剛性で無次元化した krT, krB, kHを表 3.3.1に示す．krT, krB, kHの定義は式 (3.2.20)に
示している．柱脚ピンの骨組において柱モデルの材端回転バネ剛性をどのように評価すべきかは図
3.2.6に示した数値解析結果を見れば明らかである．ここでは梁の曲げ剛性が (Ib/2)なので，Krは表 3.2.5

の (1/2)である．柱脚固定の骨組と中間層用のロ形骨組も柱脚ピンと同じ Krの値を用いる．3.2.1項に
示した数値解析結果から判断すれば，柱脚固定の骨組の個材座屈モードでは (KrT = 4E(Ib/2)/l)としても
よいが，安全側の仮定として (KrT = 3E(Ib/2)/l)としている．kHは式 (3.2.28)を無次元化したもので，同
式中の kH0は，表 3.3.1中の骨組の水平剛性の半分である KH0を無次元化したものである．
　表 3.3.1に示す無次元化材端バネ剛性を式 (3.2.22)あるいは式 (3.2.23)の座屈条件式に代入すれば無
次元化座屈時軸力 (Ncr /NE)を求めることができる．Ncrは柱の弾性座屈軸力である．表 3.3.1より，座
屈条件式における (N/NE)以外の変数は (h/i)と (b/a)の 2つである．

表 3.3.1　設計図表作成用の圧縮側柱周囲の境界条件の評価式
骨組 krT krB kH kH0

多層骨組最下層
（柱脚固定）
hV hV

l

h EIcEIc

EIb /2

個材モード

krT =
3β
2α

1−ε( )      (3.3.3)

kH = kH 0 +
π 2

12
N
NE

⎛

⎝
⎜

⎞

⎠
⎟
1−ε( )3

1+ε

                                 (3.3.7)

※ kH0の定義式は備考欄
に示す．

kH 0 =
1−ε( )3

2 1+ε( )3
1+ 3β

α
1+ε( )

2+ 3β
2α

1+ε( )

⎧

⎨
⎪

⎩
⎪

⎫

⎬
⎪

⎭
⎪

                                      (3.3.8)

swayモード

krT =
3β
α
1−ε( )      (3.3.4)

多層骨組中間層
hV hV

l

h EIcEIc

EIb /2

EIb /2

個材モード
式 (3.3.3)

krB =
3β
2α

1−ε( )

              (3.3.5) kH 0 =
1−ε( )3

1+ε( )3

β
α
1+ε( )

2+ β
α
1+ε( )

⎧

⎨
⎪

⎩
⎪

⎫

⎬
⎪

⎭
⎪

                                      (3.3.9)
swayモード

式 (3.3.4)
krB =

3β
α
1−ε( )

              (3.3.6)

多層骨組最下層
（柱脚ピン）
hV hV

l

h EIcEIc

EIb /2

個材モード
式 (3.3.3)

krB = 0
kH 0 =

1−ε( )3

4 1+ε( )3

β
α
1+ε( )

1+ β
α
1+ε( )

⎧

⎨
⎪

⎩
⎪

⎫

⎬
⎪

⎭
⎪

                                    (3.3.10)
swayモード

式 (3.3.4)

備考
　　個材座屈モードでの Krは次式である．

　　　　KrT =
3E Ib

2( )
l

=
3β
2α

EIc
h
　　　　(3.3.11)

　　sway座屈モードでの Krは次式である．

　　　　KrT =
6E Ib

2( )
l

=
3β
α
EIc
h
　　　　(3.3.12)

　　　　　　 kH 0 =
KH 0 hR( )3

12EIc
　　　　(3.3.13)
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3.3.2　座屈長さ算定図表についての考察
　図 3.3.2には設計図表の一例を示す．krには式 (3.3.3)と式 (3.3.5)を用いている．理由については後
述する．(a)図が柱脚固定骨組の最下層，(b)図が中間層，(c)図が柱脚ピン骨組の最下層用である．横
軸は梁柱曲げ剛性比 (b/a)で，縦軸は柱部材長 hに対する細長比 (h/i)である．gは座屈長さ係数である．
gと (Ncr /NE)の関係は以下に示す．Ncrは柱の弾性座屈軸力であり，座屈条件式を満たす Nの値である．

γ =
NE

Ncr
 (3.3.14)

　図 3.3.2の細実線は gが等しくなる条件を結んだ線（以下「等座屈長さ係数曲線」と呼ぶ）である．
また，太実線はそれより (h/i)が小さい領域で座屈が生じなくなる境界線である．なお，図 3.3.2(b)と (c)

に示す中間層と柱脚ピン骨組の最下層用の設計図表では，(h/i)が非常に小さい範囲，すなわち柱が極
めて太短い範囲でも (b/a)が小さいと座屈が生じている．これは，設計図表を作成するために用いた
骨組（表 3.3.1）において，柱が剛体的に回転する sway座屈モードが生じる得るからである．
　文献 3.1)の設計例によれば，5あるいは 10層のオフィス建築の場合に，鋼構造ラーメン骨組の (b/

a)は (0.28 ~ 0.80)である．また，例えば基準強度が (F = 235 N/mm2)の場合の限界細長比は 120である．
日本におけるラーメン骨組中の柱の細長比はこれよりも小さいと考えられるので，図 3.3.2では (h/i = 

50)までを示している．
　図 3.3.3 ~ 3.3.5は図 3.3.2の設計図表に○で示す位置での座屈モードを描いたものである．図 3.3.3

が柱脚固定骨組の最下層用，図 3.3.4が多層骨組の中間層用，図 3.3.5が柱脚ピン骨組の最下層用である．
図 3.3.3 ~ 3.3.5からわかるように，(b/a)と (h/i)がともに小さくなるほど図 3.2.12(b)に示した sway座
屈モードに近くなり，(b/a)と (h/i)がともに大きくなるほど図 3.2.12(a)に示した個材座屈モードに近
くなる．柱脚固定骨組最下層用と柱脚ピン骨組最下層用の設計図表では完全な個材座屈モードが無い．
多層骨組中間層用では，図 3.3.4からわかるように，図 3.2.12のような sway座屈モードと個材座屈モー
ドの明確な分岐点が存在する．すなわちそれは図 3.3.2(b)の等座屈長さ曲線が屈曲する位置を結んだ
ラインである．図 3.3.2(b)にはそのラインのおおよその位置を破線で示している．このように設計図
表のなかで個材と swayの両方の座屈モードが存在する．設計図表を作成するためにはどちらかの座
屈モードを想定して krを決めなければならないので，本節では安全側の仮定として krが小さい式 (3.3.3)

と式 (3.3.5)を用いて設計図表を作成している．
　図 3.3.2(b)を見ると，個材座屈モードになる範囲では，同じ (b/a)の場合に，(h/i)が小さくなるほど
座屈長さ係数 gが小さくなる．式 (3.3.2a)からわかるように，(h/i)が小さくなるほど柱の軸方向変形
が大きくなる．すなわちひずみ eが大きくなる．よって，圧縮軸力を受けて短くなった柱の軸剛性が
高くなり，変形前の柱長さ hを用いて計算される NEと比較したときの Ncrがより大きくなるためと考
えられる．sway座屈モードになる領域では，ほとんどの範囲で同じ (b/a)の場合に，(h/i)が小さくな
るほど座屈長さ係数 gが大きくなる．これは表 3.3.1からわかるように，柱のひずみ eが大きくなる
ことで変形後の柱の曲げ剛性に対する材端バネ剛性の比である krT , krB , kHがより低くなる影響が大き
いと考えられる．また，柱脚固定骨組用の設計図表である図 3.3.2(a)に見られるように，(h/i)が (6 ~ 8)

程度とかなり小さな範囲では，前述の影響よりも，個材座屈モードと同様に NEと比較したときの Ncr

がより大きくなる影響が顕著になり，同じ (b/a)の場合に，(h/i)が小さくなるほど座屈長さ係数 gが
小さくなると考えられる．さらに (h/i)が小さくなれば，ますます (Ncr /NE)が大きくなり，座屈軸力と
作用している軸力が一致しなくなる．すなわち，座屈が生じない領域に入る．
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図 3.3.2　幅厚比が座屈長さに与える影響（設計図表の一例）

(a)柱脚固定の骨組の最下層

(c)柱脚ピンの骨組の最下層

(b)多層骨組の中間層

座屈しない領域座屈しない領域

座屈しない領域

g = 0.70

g = 0.65

g = 0.75

g = 0.80

g = 0.90

g = 0.7

g = 0.8

g = 0.9

g = 1.0

g = 1.5
g  

= 
0.

92

g = 0.95g = 1.00

g = 1.50g = 2.00

( b/a)

(h/i)

( b/a)

(h/i)

( b/a)

No.1 No.2
No.3 No.4

No.5 No.6
No.7 No.8

No.9

No.10 No.11 No.12 No.13

No.1 No.2 No.3

No.4 No.5
No.6 No.7

No.8
No.9

No.10
No.11 No.12

No.13

No.1

No.2 No.3

No.4 No.5 No.6 No.7

No.8

No.9 No.10
No.11

No.12

(h/i)

個材座屈する領域

sway座屈する領域

      ：g（等座屈長さ係数曲線）
      ：座屈しない領域との境界線
      ：個材座屈モードと sway座屈モードが
         切り替わる境界線
○   ：modeを描いた条件（図 3.3.3 ~ 3.3.5参照）
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No.1
g = 1.0
b/a = 0.015
h/i = 38.3

No.2
g = 0.9
b/a = 0.376
h/i = 38.5

No.3
g = 0.8
b/a = 1.02
h/i = 38.4

No.4
g = 1.5
b/a = 0.008
h/i = 23.2

No.5
g = 1.0
b/a = 0.042
h/i = 23.0

No.6
g = 0.9
b/a = 0.315
h/i = 23.1

No.7
g = 0.8
b/a = 0.913
h/i = 23.0

No.8
g = 0.7
b/a = 1.25
h/i = 12.8

No.9
g = 1.5
b/a = 0.042
h/i = 10.3

No.10
g = 1.0
b/a = 0.239
h/i = 10.2

No.11
g = 0.9
b/a = 0.386
h/i = 10.2

No.12
g = 0.8
b/a = 0.689
h/i = 10.2

No.13
g = 0.7
b/a = 1.45
h/i = 10.2

図 3.3.4　設計図表上での座屈モード（多層骨組の中間層）

No.1
g = 1.50
b/a = 0.006
h/i = 38.0

No.2
g = 1.00
b/a = 0.036
h/i = 38.3

No.3
g = 0.95
b/a = 0.622
h/i = 38.3

No.4
g = 1.50
b/a = 0.016
h/i = 23.3

No.5
g = 1.00
b/a = 0.108
h/i = 23.0

No.6
g = 0.95
b/a = 0.559
h/i = 23.0

No.7
g = 0.92
b/a = 1.43
h/i = 23.0

No.8
g = 2.00
b/a = 0.027
h/i = 10.2

No.9
g = 1.50
b/a = 0.091
h/i = 10.2

No.10
g = 1.00
b/a = 0.474
h/i = 12.8

No.11
g = 0.95
b/a = 1.02
h/i = 12.8

No.12
g = 0.92
b/a = 1.45
h/i = 17.9

図 3.3.5　設計図表上での座屈モード（柱脚ピン骨組の最下層）

No.1
g = 0.80
b/a = 0.118
h/i = 39.1

No.2
g = 0.75
b/a = 0.311
h/i = 38.3

No.3
g = 0.70
b/a = 0.622
h/i = 38.1

No.4
g = 0.65
b/a = 1.16
h/i = 38.3

No.5
g = 0.80
b/a = 0.134
h/i = 22.7

No.6
g = 0.75
b/a = 0.316
h/i = 23.0

No.7
g = 0.70
b/a = 0.598
h/i = 23.0

No.8
g = 0.65
b/a = 1.06
h/i = 23.0

No.9
g = 0.90
b/a = 0.04
h/i = 10.2

No.10
g = 0.80
b/a = 0.318
h/i = 10.2

No.11
g = 0.75
b/a = 0.557
h/i = 10.2

No.12
g = 0.70
b/a = 0.917
h/i = 10.2

No.13
g = 0.65
b/a = 1.30
h/i = 11.4

図 3.3.3　設計図表上での座屈モード（柱脚固定骨組の最下層）
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図 3.3.6　柱の軸方向変形が設計図表に与える影響および指針の解との比較

(a)柱脚固定の骨組の最下層

(c)柱脚ピンの骨組の最下層

(b)多層骨組の中間層

g
non  = 0.70

g
non  = 0.65

gnon = 0.75

g
non  = 0.80

g = 0.90

g = 0.8g = 0.9

g = 1.0

g = 1.5

g = 0.92

g = 0.95
g = 1.00g = 1.50

(h/i)

( b/a)

(h/i)

( b/a)

(h/i)

( b/a)

g = 0.80 g = 0.75 g = 0.70
g = 0.65

g
a  = 0.65

ga = 0.70（b/a = 0）

g = 0.7

g
non  = g

a  = 0.9

g
non  = g

a  = 0.8

gnon = ga = 1.0（b/a = 0）

g
non  = 0.95

gnon = ga = 1.0（b/a = 0）

g
a  = 0.95

g
a  = 0.92

gaは鋼構造座屈設計指針などに示されている節
点の水平移動が拘束されている場合の座屈条件
式から計算した座屈長さである．ただし設計図
表と条件を合わせるために梁の他端をピンと仮
定し，Gを計算する際に梁の曲げ剛性 (Ig/lg)を
1.5倍している．

g：柱の軸方向変形を考慮する
gnon：柱の軸方向変形を考慮しない
ga：指針の座屈条件式（式 (1.7b)）

柱の軸方向変形を考慮する

等座屈長さ係数曲線

座屈しない領域との境界線

　鋼構造座屈設計指針などに示されている座屈長さ算定式 3.4)から計算した座屈長さ gaを，設計図表
に重ねたものを図 3.3.6に示す．ただしこれは節点の水平移動が拘束されている場合である．また，
設計図表では柱端部の回転バネ剛性を図 3.2.14(b)に示したモデルで計算しているので，これと条件を
合わせるために係数 Gを算定する際に梁の他端をピンと仮定し，梁の曲げ剛性を 1.5倍している 3.4)．
この座屈長さ算定式は第 1章の式 (1.7b)に示している．図 3.3.6には，式 (3.2.22)あるいは式 (3.2.23)

の座屈条件式で柱の軸方向変形を考慮しない場合の座屈長さ gnonも示す．一点鎖線が gaで薄い実線が
gnonである．3.2.3項で証明したように，柱の軸方向変形を考慮しなければ，地震時柱軸力相当荷重作
用時の骨組中の柱では sway座屈モードが生じない．よって，図 3.3.6(b)に示す多層骨組中間層を想
定した場合には gaと gnonが一致し，なおかつ柱の軸方向変形を考慮した場合である gの (h/i → ∞ )に
おける漸近線にもなる．これは，式 (3.3.2a)からわかるように．(h/i)が大きくなるとひずみ eは小さ
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くなるためである．図 3.3.6(a)と (c)に示した柱脚固定骨組と柱脚ピン骨組の最下層を想定した場合に
は，gnonが gの (h/i → ∞ )における漸近線になるのは図 3.3.6(b)と同じであるが，gaと gnonが一致しない．
図 3.3.3と図 3.3.5からわかるように，これらの条件では図 3.2.12(a)のような明確な個材座屈モードが
生じないので，個材座屈モードを想定している gaと一致しない．

3.3.3　座屈長さ算定図表の提案と数値解析結果との比較
　図 3.3.7 ~ 3.3.9に提案する設計図表（座屈長さ算定図表）を示す．図 3.3.7が柱脚固定骨組の最下層用，
図 3.3.8が多層骨組の中間層用，図 3.3.9が柱脚ピン骨組の最下層用である．3.3.2項と同様に krは式
(3.3.3), (3.3.5)で計算する．吹抜け柱では対象としている柱の部材長を hとし，その端部に取り付いて
いる梁との曲げ剛性比を (b/a)とすれば設計図表を使用できる．中間層において上下の梁剛性が異な
る場合には，その低い方を用いて (b/a)を計算し，設計図表に適用すれば，安全側に評価できる．柱
脚の支持条件が完全な固定端でもピン支持でもない場合には，設計者で柱脚固定骨組用（図 3.3.7）と
柱脚ピン骨組用（図 3.3.9）のどちらを用いるかを判断する．また，設計図表（座屈長さ算定図表）は
多層骨組用に梁の断面 2次モーメントを (1/2)にして計算しているので，1層骨組の場合には (b/a)を
実際の 2倍にしてプロットする．
　図 3.3.7より，柱脚固定骨組の最下層では，座屈長さ係数が必ず 1以下になる．
　設計図表の妥当性を検証するために，2.4節に示した均等骨組および 3.2.1項に示した 1層 1スパン
骨組の数値解析結果と比較する．図 3.3.7 ~ 3.3.9の○は 2.4節に示した均等多層多スパン骨組をプロッ
トしたもので，□は 3.2.1項の数値解析結果である．g iは釣合経路解析の座屈時軸力 Nicrから計算した
座屈長さ係数である．Nicrは，柱の軸剛性が初期剛性の 0.2倍になったときの柱軸力と定義している．
giとNicrの添字の iは柱の層の位置である．なお，設計図表では表3.3.1に示すように梁の曲げ剛性を (1/2)
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図 3.3.7　柱脚固定骨組の最下層用の設計図表
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      ：g（等座屈長さ係数曲線）
      ：座屈しない領域との境界線
○   ：2.4節の数値解析結果
□   ：3.2.1項の数値解析結果

g i：2.4節の釣合経路解析結果 Nicrから計算
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(b)多層骨組の中間層
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図 3.3.9　柱脚ピン骨組の最下層用の設計図表

図 3.3.8　多層骨組の中間層用の設計図表

      ：g（等座屈長さ係数曲線）
      ：座屈しない領域との境界線
○   ：2.4節の数値解析結果
□   ：3.2.1項の数値解析結果

g i：2.4節の釣合経路解析結果 Nicrから計算
した i層圧縮側柱の座屈長さ係数
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にして計算しているので，上層に柱が存在しない 1層骨組に設計図表を適用する際には，(b/a)を実際
の 2倍にする必要がある．また，中間層用の設計図表では，図 2.4.32に示した座屈後にどの柱に軸方
向変形が集中しているかを表した図を参考に，10層と 15層骨組では 3層目柱の座屈長さ係数 g3と比
較を行い，それ以外の多層骨組では g2と比較している．図 3.3.7 ~ 3.3.9の設計図表では，□と◯で示
した全ての骨組で座屈長さを安全側に評価できていることを確認している．
　2.5節に示した吹抜骨組の釣合経路解析結果についても，座屈後に軸方向変形が集中する柱につい
て，g iを設計図表によって安全側に評価できることを確認している．ただし，地震時柱軸力作用時に
吹抜柱が引張側にある場合には内柱にあまり大きな引張軸力が作用していないので，図 2.5.3(c), (d)に
見られるように吹抜層の隣にある複数層の柱が，一本の柱が個材座屈するようなモードを形成する場
合がある．設計図表ではこのような座屈モードを想定していないので，条件によっては釣合経路解析
結果を安全側に評価できない可能性がある．
　内柱では柱端部の左右にある梁の曲げ剛性の和の，柱の曲げ剛性に対する比を (b/a)とすることで，
設計図表を利用することができる．2.6節に示した左右のスパン長が異なる 5層 2スパン骨組において，
釣合経路解析結果で座屈後に軸方向変形が集中する柱の g iを設計図表によって安全側に評価できるか
を調べると，左右のスパン長の比が (1:1.5)の骨組と (1:2)の骨組で解析結果の方が座屈長さ係数が大
きくなることを確認した．これらの骨組では，図 2.6.6と 2.6.7の (d)図に示した釣合経路解析での変
形図より，柱が全層にわたっているたわんでいることが確認できる．引張軸力を受ける左外柱と圧縮
軸力を受ける内柱の間にある梁の座屈が主因となってこのような座屈モードになる可能性も否定でき
ず，柱の座屈長さを算定する際にこの座屈モードを考慮すべきかは今後検証が必要である．

3.4　結
　本章では，地震時柱軸力相当荷重作用時の多層多スパン骨組中の柱の座屈長さを簡易に算定するた
めの設計図表を提案した．
　3.2節では，1層 1スパン骨組を用いて地震時柱軸力相当荷重作用時の骨組の弾性座屈性状について
詳細に検討し，以下の知見を得た．

(1)柱の軸方向変形が無視できる場合には，引張軸力が柱を引き起こそうとする働き（幾何剛性）と，
圧縮軸力が柱を倒そうとする働き（幾何剛性）が相殺され，1層 1スパン骨組中の柱の座屈モー
ドは図 3.2.12(a)に示す圧縮側柱の個材座屈モードになり，座屈長さ lkは柱部材長 h以下になる．

(2)柱の軸方向変形を考慮すれば，上述の幾何剛性のうち，圧縮軸力によるものが高くなり，長期
荷重と地震時柱軸力相当荷重を受ける骨組において (lk > h)になる可能性がある．

　3.3節では同一層の他の柱の軸力が対象とする柱の頭部の水平変位に与える影響と柱の軸方向変形
を考慮した上で，地震時柱軸力相当荷重を受ける多層 1スパン骨組の座屈長さ算定図表（以下「設計
図表」）を示した．第 2章の数値解析結果から明らかなように，スパン数が増えると座屈長さは短く
なるので，設計図表を多スパン骨組に適用すれば安全側の評価になる．3.3節において以下の知見が
得られた．

(3)柱脚固定の多層骨組の最下層においては座屈長さ係数が必ず 1以下になる．
(4)釣合経路解析結果との比較から，2.4節に示した均等骨組では，設計図表が柱の座屈長さ係数を
安全側に評価できることが示された．

(5)釣合経路解析結果との比較から，2.5節に示した吹抜柱を含む骨組においても，設計図表が柱の
座屈長さ係数を安全側に評価できることが示された．ただし，吹抜層を含む骨組では吹抜層の



3 – 22

参考文献
3.1)日本建築防災協会：構造設計・部材断面事例集，2007.6

3.2)小川厚治，多田元英：柱・梁接合部パネルの変形を考慮した静的・動的応答解析プログラムの開発，第 17

回情報システム利用技術シンポジウム，pp.79 - 84，1994.12

3.3)井上一朗，多田元英：鋼柱の座屈長さに関する一考察，日本建築学会近畿支部研究報告集，第 47号・構造
系，pp193 - 196，2007.6

3.4)日本建築学会：鋼構造座屈設計指針，8.2.2項 骨組の中の柱材の座屈長さ，pp261 - 266, 2009.11

隣にある複数層の柱が，一本の柱が個材座屈するようなモードを形成する場合があり，設計図
表はこのモードを考慮していないので，条件によっては釣合経路解析結果を安全側に評価でき
ない可能性がある．

(6)釣合経路解析結果との比較から，2.6節に示した左右のスパン長が異なる 5層 2スパン骨組につ
いては，安全側に評価できない場合もある．ただし，その場合の数値解析での座屈モードは梁
の座屈が主因となっている可能性も否定できず，柱の座屈長さを算定する際にこの座屈モード
を考慮すべきかは今後検証が必要である．

　なお，吹抜け柱では対象としている柱の部材長を hとし，内柱では柱端部の左右にある梁の曲げ剛
性の和の，柱の曲げ剛性に対する比を (b/a)とすることで，設計図表を利用することができる．中間
層において上下の梁剛性が異なる場合には，その低い方を用いて (b/a)を計算して設計図表に適用す
れば，安全側に評価できる．また，設計図表（座屈長さ算定図表）は多層骨組用に梁の断面 2次モー
メントを (1/2)にして計算しているので，1層骨組の場合には (b/a)を実際の 2倍にしてプロットする．
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第4章　鋼構造ラーメン骨組中の柱の弾性座屈軸力算定手法の提案

4.1　序
　本章は，地震時柱軸力相当荷重を受ける多層多スパン骨組中の柱の弾性座屈軸力（座屈長さ）を，
簡易に，精度良く算定する手法を提案することが目的である．骨組中の柱の座屈長さについては，そ
の算定方法の一例が鋼構造座屈設計指針などに示されているが 4.1)，この方法は図表を読み取るか，数
値解析的な手法を駆使して座屈条件式の解を求める必要がある．このような手法を本章では「陰解法
の手法」と呼ぶ．これに対して本章で提案する手法は，弾性座屈軸力 Pcrを（Pcr = f (krT , krB , kH )）とい
う形で明示できる手法である．このように解を計算できる手法を本章では「陽解法の手法」と呼ぶ．
なお，f (krT , krB , kH )は変数 (krT , krB , kH )に対する関数を表している．また，(krT , krB , kH )は柱の境界条件
を表す変数であり，詳細は後述する．
　4.2節では，本章で提案する手法と，第 1章で取り上げた骨組中の柱の弾性座屈軸力を算定するた
めの先行研究との関係を整理する．4.3節では，任意の境界条件の柱材の弾性座屈軸力算定式（以下「提
案式」）の誘導過程を示す．4.4節では，4.3節で示した提案式と，その他の陽解法の弾性座屈軸力算
定式および座屈たわみ角法を用いて誘導した座屈条件式との比較を行う．4.5節では，提案式を用い
て多層多スパン骨組中の柱の座屈長さを算定する方法（以下「提案手法」）を示す．また，先行研究
との比較も行う．



4 - 2

表 4.2.1　骨組中の柱の座屈長さ算定手法の整理（部材角が生じない座屈モード）

軸力分布に応じて上下層の柱が
対象柱の拘束材になる

全層の柱が対象柱と同時に座屈する
（拘束材とならない）

陽解法の手法 王・五十嵐 4.2) -

陰解法の手法 三谷ら 4.3) 座屈設計指針 4.1)等

表 4.2.2　骨組中の柱の座屈長さ算定手法の整理（部材角が生じる座屈モード）
同一層の他の柱梁と柱軸力が対象
柱の水平変位を抑制することを考
慮し，軸力分布に応じて上下層の
柱も対象柱の拘束材になる．

同一層の他の柱梁と柱軸力が対
象柱の水平変位を抑制すること
を考慮するが，上下層の柱は対
象柱と同時に座屈する．

全層の柱が対象柱と
同時に座屈する

（拘束材とならない）

陽解法の手法 - 柴田 4.5) -

陰解法の手法 佐藤・五十嵐 4.4) - 座屈設計指針 4.1)等

(a)部材角が生じない座屈モード (b)部材角が生じる座屈モード

図 4.2.1　骨組の座屈モードの模式図

4.2　先行研究と本章の関係
　表 4.2.1と表 4.2.2に本章と関連する先行研究を示す．表 4.2.1と 4.2.2に示している全ての手法は，
骨組に鉛直下向き荷重が作用する場合を前提としている．ただし，圧縮軸力を受けて座屈する柱頭の
水平変位を，同一層の他の柱に作用する引張軸力が抑制する効果を考慮するか否かを別にすれば，い
ずれの手法も地震時柱軸力相当荷重作用時の骨組に適用することが可能と考えられる．表 4.2.1には
部材角が生じない座屈モードの座屈長さ算定手法を示し，表 4.2.2には部材角が生じる座屈モードの
座屈長さ算定手法を示す．2つの座屈モードの模式図を図 4.2.1に示す．第 2章と第 3章に示した骨組
の数値解析結果においては，部材角が生じる場合でも「個材座屈モード」という呼称を用いているが，
本章では，部材角が生じない座屈モードを個材座屈モードと呼ぶ．
　文献4.1) ~ 4.5)の内容については第1章で既に述べた．本章で提案する手法は表4.2.1と4.2.2のグレー
に塗りつぶした箇所に分類される手法である．つまり，対象柱と周辺部材との剛性比および柱軸力分
布が対象柱の座屈長さに与える影響を考慮し，なおかつ陽解法の手法である．部材角が生じない座屈
モードの場合には王・五十嵐 4.2)がすでにこの領域での手法を示している．4.5節では文献 4.2)の手法
と提案手法の比較を行う．
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4.3　任意の境界条件の柱の弾性座屈軸力算定式の誘導
4.3.1　仮定する 3つの座屈モード
　本節では，図 4.3.1に示す柱モデルを用いて，図 4.3.2に示す 3つの座屈モードを仮定し，そのとき
の柱のたわみ曲線を 3次または 4次曲線で近似し，仮想仕事の原理を用いることで，陽解法の弾性座
屈軸力算定式を導出する．変形を仮定して解を計算するので，真の解よりも座屈軸力を過大評価する．
第 3章に示した座屈条件式との比較は 4.4節に示す．図 4.3.2(a)の個材座屈モードは，部材角が生じ
ない座屈モードである．図 4.3.2(b)の中間座屈モードは，個材座屈モードと同じように柱がたわむが，
部材角が生じる座屈モードである．図 4.3.2(c)の sway座屈モードは，柱が S字にたわみ，柱頭の水平
変位が最も大きくなる座屈モードである．
　中間座屈モードと sway座屈モードの違いは回転バネの回転方向である．中間座屈モードは，柱頭
と柱脚の回転バネが互いに逆方向に回転するモードである．図 4.3.2(b)では柱頭の回転バネが左回り
に回転させられているのに対して，柱脚の回転バネは右回りに回転させられている．sway座屈モード
は，両端の回転バネが同じ方向に回転するモードである．
　提案式による任意の境界条件の柱の弾性座屈軸力 Pcrと，それに対応する座屈長さ係数 gは次式で
計算できる．

Pcr =min a Pcr , b Pcr , b Pcr( )  (4.3.1a)

γ =
NE
Pcr

 (4.3.1b)

NE =
π 2EIc
h2

 (4.3.1c)

aPcr , bPcr , cPcr：個材，中間，sway座屈モードの弾性座屈軸力

図 4.3.1　任意の境界条件の柱モデル

図 4.3.2　仮定する座屈モード
(a)個材座屈モード (b)中間座屈モード (c)sway座屈モード

KrT

KrB

KH
P

h EIc

P：軸力
KH：水平バネ剛性
KrT , KrB：柱頭と柱脚の回転バネ剛性
E：ヤング率
Ic：柱の断面 2次モーメント
h：柱長さ

aPcr bPcr c
 Pcr

aPcr：個 材 座屈軸力

bPcr：中 間 座屈軸力

c Pcr：sway座屈軸力
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4.3.2　仮想仕事の原理 4.6)

　本節では，図 4.3.2に示した座屈モードを仮定し，仮想仕事の原理を適用して弾性座屈軸力 Pcrを算
定する．仮想仕事の原理によれば，軸力 Pcrを受けたまま図 4.3.2の柱に微小な仮想変形が生じたとき
の仮想内力仕事増分と仮想外力仕事増分が等しくなる．
　図 4.3.3は柱から取り出した微小要素 dzである．図 4.3.3の左側が変形前で右側が座屈変形後である．
図 4.3.3より，部材の軸方向縮みを無視すれば，座屈による微小要素の鉛直方向変位 dwは，次式になる．

dw = dz − dzcosθ = 1− cosθ( )dz  (4.3.2)

ここで，qが微小ならば，以下の関係式が成り立つ．

1− cosθ = 2sin2 θ
2
≈ 2 θ

2
⎛

⎝
⎜
⎞

⎠
⎟

2

=
θ 2

2
 (4.3.3)

式 (4.3.3)を式 (4.3.2)に代入して次式が得られる．

dw = θ
2

2
dz  (4.3.4)

微小要素 dzの回転角増分 Dqを考えると，垂直方向変位増分 dwは以下の式で求められる．

Δdw =
θ +Δθ( )

2

2
dz −θ

2

2
dz =

2θΔθ + Δθ( )
2

2
dz  (4.3.5)

(Dq)2は十分に小さいと考えてこれを無視すると，式 (4.3.5)は次式になる．
Δdw =θΔθdz  (4.3.6)

よって部材全体の垂直方向変位増分は以下の式で求めることができる．uは柱のたわみ曲線であり，z

の関数である．

Δw = Δdw
0

h

∫ = θΔθ dz
0

h

∫ =
du
dz
dΔu
dz
dz

0

h

∫  (4.3.7)

外力仕事増分 DWexは次式で求めることができる．

ΔWex = PcrΔw  (4.3.8)

　内力仕事はモーメントと回転角の積になるので，図 4.3.3の微小要素でのたわみ角の増分 Dqに対す
る内力仕事増分 DdWinは以下の式で表すことができる．Mはモーメントで，fは曲率である．

ΔdWin =MΔθ =M Δθ
dz
dz =MΔφdz  (4.3.9)

よって部材全体での内力仕事増分 DWinは次式になる．ただし，個材座屈モードでは水平バネ剛性 KH

に関する項が存在しない．

ΔWin = MΔφ dz
0

h

∫ + KrTθT( )ΔθT + KrBθB( )ΔθB + KHu h( )( )Δu h( )

         = EIc
d 2u
dz2

d 2Δu
dz2

dz
0

h

∫ + KrTθTΔθT + KrBθBΔθB + KHu h( )Δu h( )  (4.3.10)

外力仕事増分と内力仕事増分は等しいので，式 (4.3.8)と (4.3.10)から次式が得られる．

ΔWex = ΔWin ⇒ Pcr =
ΔWin

Δw
 (4.3.11)

図 4.3.3　柱中の微小要素

dz

q

dz cosq
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4.3.3　弾性個材座屈軸力算定式
　任意の境界条件における弾性個材座屈軸力 aPcrの誘導過程を示す．仮定する変形状態は図 4.3.2(a)

に示している．座標軸の取り方と，回転角および曲げモーメント，せん断力の正の方向の定義を図 4.3.4

に示す．図 4.3.5には柱材周囲の力の釣合を示す．たわみ曲線を部材中央で分けた以下の 2つの 3次
曲線で近似する．

・0 ≦ z ≦ h/2　：　 u1 =C3z
3 +C2z

2 +C1z +C0  (4.3.12a)

・h/2 ≦ z ≦ h　：　 u2 = −D3 z − h( )
3
+D2 z − h( )

2
−D1 z − h( )+D0  (4.3.12b)

　　u1, u2：たわみ　，　　z：部材軸座標
　　h：柱の部材長　，　　C, D：係数

境界条件を以下の式 (4.3.13) ~ (4.3.21)に示す．

u1 0( ) = 0  (4.3.13)

du1
dz

z=0

=θB  (4.3.14)

d 2u1
dz2

z=0

=
KrBθB
EIc

=
krBθB
h  (4.3.15)

u2 h( ) = 0  (4.3.16)

du2
dz

z=h

= −θT  (4.3.17)

d 2u2
dz2

z=h

=
KrTθT
EIc

=
krTθT
h  (4.3.18)

u1 h 2( ) = u2 h 2( )  (4.3.19)

du1
dz

z=h 2

=
du2
dz

z=h 2

 (4.3.20)

図 4.3.4　正の方向

z

u

曲げモーメント
M

せん断力
Q

回転角
q

図 4.3.5　個材座屈モードの力の釣合

たわみ曲線 u1

たわみ曲線 u2

aPcr

aPcr

h

QB

QT

MT = KrTqT

MB = KrBqB

z

u

EIc

qT

qB

aPcr:個材座屈軸力
MT, MB:材端の曲げモーメント
QT, QB:材端のせん断力
qT, qB:節点回転角
u, z:水平・鉛直方向座標
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QT +QB = 0 ⇒
d 3u2
dz3

z=h

+
d 3u1
dz3

z=0

= 0  (4.3.21)

ただし，

　　 krT =
KrTh
EIc
，　 krB =

KrBh
EIc

 (4.3.22a, b)

　　KrT , KrB：柱頭と柱脚の回転バネ剛性
　　E：ヤング率　，　　Ic：柱の断面 2次モーメント
　　MT , MB：柱頭と柱脚の材端モーメント　，　　qT , qB：柱頭と柱脚のたわみ角
　　QT , QB：柱頭と柱脚のせん断力

境界条件を表す式が 9式あるので，係数 C, Dの値に加えて，qBと qTの比を表す係数 ahの値を得るこ
とができ，たわみ曲線 u1, u2を qTについての関数で表現することができる．

u1 = −
ξ
3
z3

h2
+
krB aη
2

z2

h
+ aηz

⎧
⎨
⎪

⎩⎪

⎫
⎬
⎪

⎭⎪
θT  (4.3.23)

u2 =
ξ
3
z − h( )

3

h2
+
krT
2
z − h( )

2

h
− z − h( )

⎧

⎨
⎪

⎩⎪

⎫

⎬
⎪

⎭⎪
θT  (4.3.24)

　　 aη =
θB
θT

=
krT + 4
krB + 4

 (4.3.25)

　　ξ = krB + 2( ) aη + krT + 2( )  (4.3.26)

4.3.2項に示した方法で弾性座屈軸力 aPcrを計算する．以下に Dwと DWinの算定式を示す．

Δw = du1
dz
dΔu1
dz

dz
0

h 2

∫ +
du2
dz
dΔu2
dz

dz
h 2

h

∫  (4.3.27)

ただしここで，式 (4.3.27)中の (du/dz)は次式である．

　　
du1
dz

= −ξ
z2

h2
+ krB aη

z
h
+ aη

⎧
⎨
⎪

⎩⎪

⎫
⎬
⎪

⎭⎪
θT  (4.3.28)

　　
dΔu1
dz

= −ξ
z2

h2
+ krB aη

z
h
+ aη

⎧
⎨
⎪

⎩⎪

⎫
⎬
⎪

⎭⎪
ΔθT  (4.3.29)

　　
du2
dz

= ξ
z − h( )

2

h2
+ krT

z − h
h

−1
⎧

⎨
⎪

⎩⎪

⎫

⎬
⎪

⎭⎪
θT  (4.3.30)

　　
dΔu2
dz

= ξ
z − h( )

2

h2
+ krT

z − h
h

−1
⎧

⎨
⎪

⎩⎪

⎫

⎬
⎪

⎭⎪
ΔθT  (4.3.31)

ΔWin = EIc
d 2u1
dz2

d 2Δu1
dz2

dz
0

h 2

∫ + EIc
d 2u2
dz2

d 2Δu2
dz2

dz
h 2

h

∫ +
EIc
h
krTθTΔθT +

EIc
h
krB aη( )

2
θTΔθT  (4.3.32)

ただしここで，式 (4.3.32)中の (d2u/dz2)は次式である．

　　
d 2u1
dz2

=
1
h
−2ξ z

h
+ krB aη

⎧
⎨
⎩

⎫
⎬
⎭
θT  (4.3.33)
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d 2Δu1
dz2

=
1
h
−2ξ z

h
+ krB aη

⎧
⎨
⎩

⎫
⎬
⎭
ΔθT  (4.3.34)

　　
d 2u2
dz2

=
1
h
2ξ z − h

h
+ krT

⎧
⎨
⎩

⎫
⎬
⎭
θT  (4.3.35)

　　
d 2Δu2
dz2

=
1
h
2ξ z − h

h
+ krT

⎧
⎨
⎩

⎫
⎬
⎭
ΔθT  (4.3.36)

式 (4.3.27)と (4.3.32)を用いて aPcrを計算し，xに式 (4.3.26)を代入して整理すれば次式が得られる．

a Pcr =
ΔWin

Δw
=

krT +5( ) krB +5( )−17+ 4 aη +
1

aη

⎛

⎝
⎜⎜

⎞

⎠
⎟⎟

krT +7( ) krB +7( )−17+16 aη +
1

aη

⎛

⎝
⎜⎜

⎞

⎠
⎟⎟

40EIc
h2

 (4.3.37)

特殊な境界条件に対する弾性個材座屈軸力 aPcrの算定式を以下に示す．
〈柱脚が固定端の場合：KrB = ∞〉

a Pcr =
krT( )

2
+9krT + 24

krT( )
2
+11krT + 44

40EIc
h2  (4.3.38)

また，たわみ曲線は次式である．

　　・0 ≦ z ≦ h/2　：　 u1 = −
2 krT +3( )

3
z3

h2
+
krT + 4
2

z2

h

⎧
⎨
⎪

⎩⎪

⎫
⎬
⎪

⎭⎪
θT  (4.3.39)

　　・h/2 ≦ z ≦ h　：　 u2 =
2 krT +3( )

3
z − h( )

3

h2
+
krT
2
z − h( )

2

h
− z − h( )

⎧

⎨
⎪

⎩⎪

⎫

⎬
⎪

⎭⎪
θT  (4.3.40)

〈両端回転バネ剛性が等しい場合：Kr = KrT = KrB〉

a Pcr =
kr( )

2
+10kr +16

kr( )
2
+14kr +64

40EIc
h2  (4.3.41)

また，たわみ曲線は次式である．

　　・0 ≦ z ≦ h/2　：　 u1 = −
2 kr + 2( )
3

z3

h2
+
kr
2
z2

h
+ z

⎧
⎨
⎪

⎩⎪

⎫
⎬
⎪

⎭⎪
θT  (4.3.42)

　　・h/2 ≦ z ≦ h　：　 u2 =
2 kr + 2( )
3

z − h( )
3

h2
+
kr
2
z − h( )

2

h
− z − h( )

⎧

⎨
⎪

⎩⎪

⎫

⎬
⎪

⎭⎪
θT  (4.3.43)

〈柱脚がピン支持の場合：KrB = 0〉

a Pcr =
3 krT( )

2
+18krT +32

11 krT( )
2
+92krT + 256

80EIc
h2  (4.3.44)

また，たわみ曲線は次式である．

　　・0 ≦ z ≦ h/2　：　 u1 =
1
2
−
3krT +8
3

z3

h2
+
krT + 4
2

z
⎧
⎨
⎪

⎩⎪

⎫
⎬
⎪

⎭⎪
θT  (4.3.45)
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　　・h/2 ≦ z ≦ h　：　 u2 =
3krT +8
6

z − h( )
3

h2
+
krT
2
z − h( )

2

h
− z − h( )

⎧

⎨
⎪

⎩⎪

⎫

⎬
⎪

⎭⎪
θT  (4.3.46)

4.3.4　弾性中間座屈軸力算定式
　任意の境界条件における弾性中間座屈軸力 bPcrの誘導過程を示す．仮定する変形状態は図 4.3.2(b)

に示している．図 4.3.6には柱材周囲の力の釣合を示す．たわみ uを以下の 4次曲線で近似する．

u =C4z
4 +C3z

3 +C2z
2 +C1z +C0  (4.3.47)

境界条件を以下の式 (4.3.48) ~ (4.3.53)に示す．

u 0( ) = 0  (4.3.48)

du
dz z=0

=θB  (4.3.49)

d 2u
dz2 z=0

=
KrBθB
EIc

=
krBθB
h  (4.3.50)

du
dz z=h

= −θT  (4.3.51)

d 2u
dz2 z=h

=
KrTθT
EIc

=
krTθT
h  (4.3.52)

QT +QB = 0 ⇒
d 3u
dz3 z=h

+
d 3u
dz3 z=0

= 0  (4.3.53)

krT , krBの定義式は式 (4.3.22a, b)に示している．
境界条件を表す式が 6式あるので，係数 Cの値に加えて，qBと qTの比を表す係数 bhの値を得ること
ができ，たわみ曲線 uを qTについての関数で表現することができる．

u = ξ
2
z4

h3
−ξ
z3

h2
+
krT
2
z2

h
+ bηz

⎧
⎨
⎪

⎩⎪

⎫
⎬
⎪

⎭⎪
θT  (4.3.54)

　　ξ = krT +1+ bη  (4.3.55)

　　 bη =
θB
θT

=
krT
krB

 (4.3.56)

MT = KrT qT

MB = KrB qB

QT

QB

bPcr

bPcr

h EIc

qT

qB
u

z

図 4.3.6　中間座屈モードの力の釣合

R

bPcr：中間座屈軸力
R：部材角
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　部材角が生じる座屈モードならば，たわみ曲線は KrT , KrBに加えて KHの影響も受けると考えられる．
ここでは，柱のみを取り出した自由体における水平方向の力の釣合式である式 (4.3.53)を境界条件と
して用いている．しかし，(QT = - KHRh)としているわけではないので，式 (4.3.54)に示したたわみ曲
線は水平バネ剛性 KHの影響を受けない．式 (4.3.54)の代わりに (QT = - KHRh)を用いれば KrT , KrBおよ
び KHに影響を受けるたわみ曲線式を得ることができる．ただし，そのたわみ曲線式を用いた弾性中
間座屈軸力算定式は，以下に示す式 (4.3.66)よりもかなり複雑になることを確認しているので，本論
文ではこれを採用しない．また，以下に示す式 (4.3.57), (4.3.58)を境界条件に加えれば，より真のたわ
み曲線に近い式を得ることができる可能性がある．ただしその場合には，式 (4.3.57)に軸力に関する
項が含まれているので，陽解法の弾性座屈軸力算定式が得られず，本節の目的から外れる．

−MT +MB +QTh+ b PcrhR = 0  (4.3.57)

u h( ) = hR  (4.3.58)

式 (4.3.54)に示したたわみ曲線式を用いて，4.3.2項に示した方法で弾性座屈軸力 bPcrを計算する．以
下に Dwと DWinの算定式を示す．

Δw = du
dz
dΔu
dz
dz

0

h

∫  (4.3.59)

ただしここで，式 (4.3.59)中の (du/dz)は次式である．

　　 du
dz

= 2ξ z
3

h3
−3ξ z

2

h2
+ krT

z
h
+ bη

⎧
⎨
⎪

⎩⎪

⎫
⎬
⎪

⎭⎪
θT  (4.3.60)

　　 dΔu
dz

= 2ξ z
3

h3
−3ξ z

2

h2
+ krT

z
h
+ bη

⎧
⎨
⎪

⎩⎪

⎫
⎬
⎪

⎭⎪
ΔθT  (4.3.61)

ΔWin = EIc
d 2u
dz2

d 2Δu
dz2

dz
0

h

∫ +
EIc
h
krTθTΔθT +

EIc
h
krT bηθTΔθT +

12EIc
h3

kHu h( )Δu h( )  (4.3.62)

ただしここで，式 (4.3.62)中の (d2u/dz2)と Du(h)は次式である．

　　 d 2u
dz2

=
1
h
6ξ z

2

h2
−6ξ z

h
+ krT

⎧
⎨
⎪

⎩⎪

⎫
⎬
⎪

⎭⎪
θT  (4.3.63)

　　 d 2Δu
dz2

=
1
h
6ξ z

2

h2
−6ξ z

h
+ krT

⎧
⎨
⎪

⎩⎪

⎫
⎬
⎪

⎭⎪
ΔθT  (4.3.64)

　　Δu h( ) = h2 bη −1( )ΔθT  (4.3.65)

式 (4.3.59)と (4.3.62)を用いて bPcrを計算し，xに式 (4.3.55)を代入して整理すれば次式が得られる．

b Pcr =
ΔWin

Δw
=
krT +1( ) krT +6( )+ 7krT +12( ) bη +6 bη( )

2
+15kH bη −1( )

2

krT( )
2
+9krT +78+9 krT −6( ) bη +78 bη( )

2

42EIc
h2  (4.3.66)

特殊な境界条件に対する弾性中間座屈軸力 bPcrの算定式を以下に示す．
〈柱脚が固定端の場合：KrB = ∞〉

b Pcr =
krT +1( ) krT +6( )+15kH
krT( )

2
+9krT +78

42EIc
h2  (4.3.67)

また，たわみ曲線は次式である．
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　　 u =
krT +1( )
2

z4

h3
− krT +1( ) z

3

h2
+
krT
2
z2

h

⎧
⎨
⎪

⎩⎪

⎫
⎬
⎪

⎭⎪
θT  (4.3.68)

〈両端回転バネ剛性が等しい場合：Kr = KrT = KrB〉

b Pcr =
kr( )

2
+14kr + 24

kr( )
2
+18kr +102

42EIc
h2  (4.3.69)

また，たわみ曲線は次式である．

　　 u =
kr + 2( )
2

z4

h3
− kr + 2( ) z

3

h2
+
krT
2
z2

h
+ z

⎧
⎨
⎪

⎩⎪

⎫
⎬
⎪

⎭⎪
θT  (4.3.70)

〈柱脚がピン支持の場合：KrB = 0〉

b Pcr =
2+5kH
13

21EIc
h2

 (4.3.71)

また，たわみ曲線は次式である．

　　 u = 1
2
z4

h3
−
z3

h2
+ z

⎧
⎨
⎪

⎩⎪

⎫
⎬
⎪

⎭⎪
θB  (4.3.72)

　両端の回転バネ剛性が等しい場合には部材角が生じず，bPcrに水平バネ剛性 KHに関係する項が含ま
れない．すなわち，式 (4.3.69)は個材座屈モードの座屈軸力算定式である．同じく (KrT = KrB)の場合
の個材座屈軸力算定式である式 (4.3.41)と同じ式にならないのは，仮定したたわみ曲線，すなわち式
(4.3.42), (4.3.43)と式 (4.3.70)が異なるためである．また，中間座屈モードを想定して式の誘導を行っ
たにもかかわらず，両端の回転バネ剛性が等しい場合に個材座屈モードの式が得られたのは，3.3節
に示した多層骨組の中間層用の設計図表（骨組中の柱の座屈長さ算定図表）を用いて行った座屈モー
ドの考察と関連があると考えられる．中間層用の設計図表は柱両端の回転バネ剛性が等しい場合の図
表であるが，この図表を作成する際に得られた座屈モードも，完全な個材座屈モードと sway座屈モー
ドと考えられるモードしか現れなかった．
　柱脚がピン支持の場合には，式 (4.3.71)に示した bPcrの算定式に krTが含まれていない．式 (4.3.56)

から (krTqT = krBqB)の関係が得られるので，(krB = 0)かつ (krT ≠ 0)ならば，(qT = 0)である．すなわち，
柱頭の回転バネに回転角が生じず仮想仕事増分がゼロなので，krTに関する項が式 (4.3.71)には存在し
ない．真の変形状態と比較して柱頭の回転を拘束していることになるので，式 (4.3.71)は座屈軸力を
過大評価するが，いわゆる安全側の誤差であるから，本論文ではこれを許容する．たわみ曲線式につ
いては，式 (4.3.56)から得られる (qT = qB /bh)を式 (4.3.54)に代入した上で，(krB = 0)を代入すれば式 (4.3.72)

が得られる．式 (4.3.72)に krTに関する項が含まれていないのは式 (4.3.71)と同じ理由である．

4.3.5　弾性 sway 座屈軸力算定式
　任意の境界条件における弾性 sway座屈軸力 cPcrの誘導過程を示す．仮定する変形状態は図 4.3.2(c)

に示している．図 4.3.7には柱材周囲の力の釣合を示す．たわみ uを以下の 3次曲線で近似する．

u =C3z
3 +C2z

2 +C1z +C0  (4.3.73)

境界条件を以下の式 (4.3.74) ~ (4.3.78)に示す．

u 0( ) = 0  (4.3.74)
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du
dz z=0

=θB  (4.3.75)

d 2u
dz2 z=0

=
KrBθB
EIc

=
krBθB
h  (4.3.76)

du
dz z=h

=θT  (4.3.77)

d 2u
dz2 z=h

=
−KrTθT
EIc

= −
krTθT
h  (4.3.78)

krT , krBの定義式は式 (4.3.22a, b)に示している．
境界条件を表す式が 5式あるので，係数 Cの値に加えて，qBと qTの比を表す係数 chの値を得ること
ができ，たわみ曲線 uを qTについての関数で表現することができる．

u = −
ξ
3
z3

h2
+
krB cη
2

z2

h
+ cηz

⎧
⎨
⎪

⎩⎪

⎫
⎬
⎪

⎭⎪
θT  (4.3.79)

　　ξ =
krT krB + krT + krB

krB + 2
 (4.3.80)

　　 cη =
θB
θT

=
krT + 2
krB + 2

 (4.3.81)

4.3.2項に示した方法で弾性座屈軸力 cPcrを計算する．以下に Dwと DWinの算定式を示す．

Δw = du
dz
dΔu
dz
dz

0

h

∫  (4.3.82)

ただしここで，式 (4.3.82)中の (du/dz)は次式である．

　　 du
dz

= −ξ
z2

h2
+ krB cη

z
h
+ cη

⎧
⎨
⎪

⎩⎪

⎫
⎬
⎪

⎭⎪
θT  (4.3.83)

　　 dΔu
dz

= −ξ
z2

h2
+ krB cη

z
h
+ cη

⎧
⎨
⎪

⎩⎪

⎫
⎬
⎪

⎭⎪
ΔθT  (4.3.84)

MT = -KrT qT

MB = KrB qB

QT = -KH u(h)

QB

cPcr

cPcr

h EIc

qT

qB

u

z

図 4.3.7　sway座屈モードの力の釣合

R

cPcr：sway座屈軸力
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ΔWin = EIc
d 2u
dz2

d 2Δu
dz2

dz
0

h

∫ +
EIc
h
krTθTΔθT +

EIc
h
krB bη( )

2
θTΔθT +

12EIc
h3

kHu h( )Δu h( )  (4.3.85)

ただしここで，式 (4.3.85)中の (d2u/dz2)と Du(h)は次式である．

　　
d 2u
dz2

=
1
h
−2ξ z

h
+ krB cη

⎧
⎨
⎩

⎫
⎬
⎭
θT  (4.3.86)

　　
d 2Δu
dz2

=
1
h
−2ξ z

h
+ krB cη

⎧
⎨
⎩

⎫
⎬
⎭
ΔθT  (4.3.87)

　　Δu h( ) = h6
krT krB + 4krT + 4krB +12

krB + 2

⎛

⎝
⎜⎜

⎞

⎠
⎟⎟ΔθT  (4.3.88)

式 (4.3.82)と (4.3.85)を用いて cPcrを計算し，xに式 (4.3.80)を代入して整理すれば次式が得られる．

c Pcr =
ΔWin

Δw
=

krT +3( ) krB +3( )−5− 2 cη +
1

cη

⎛

⎝
⎜⎜

⎞

⎠
⎟⎟+
kH
cη

cη krB + 4( )+ 2{ }
2

krT +5( ) krB +5( )−7+6 cη +
1

cη

⎛

⎝
⎜⎜

⎞

⎠
⎟⎟

10EIc
h2

 (4.3.89)

特殊な境界条件に対する弾性 sway座屈軸力 cPcrの算定式を以下に示す．
〈柱脚が固定端の場合：KrB = ∞〉

c Pcr =
krT +1( ) krT + 4( )+ kH krT + 4( )

2

krT( )
2
+7krT +16

10EIc
h2  (4.3.90)

また，たわみ曲線は次式である．

　　 u = −
krT +1( )
3

z3

h2
+
krT + 2( )
2

z2

h

⎧
⎨
⎪

⎩⎪

⎫
⎬
⎪

⎭⎪
θT  (4.3.91)

〈両端回転バネ剛性が等しい場合：Kr = KrT = KrB〉

c Pcr =
kr kr +6( )+ kH kr +6( )

2

kr( )
2
+10kr +30

10EIc
h2  (4.3.92)

また，たわみ曲線は次式である．

　　 u = −
kr
3
z3

h2
+
kr
2
z2

h
+ z

⎧
⎨
⎪

⎩⎪

⎫
⎬
⎪

⎭⎪
θT  (4.3.93)

〈柱脚がピン支持の場合：KrB = 0〉

c Pcr =
krT krT +3( )+ 4kH krT +3( )

2

2 krT( )
2
+10krT +15

5EIc
h2  (4.3.94)

また，たわみ曲線は次式である．

　　 u = 1
6
−krT

z3

h2
+3 krT + 2( ) z

⎧
⎨
⎪

⎩⎪

⎫
⎬
⎪

⎭⎪
θT  (4.3.95)
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4.4　任意の境界条件の柱の弾性座屈軸力算定式の比較
4.4.1　既往の弾性座屈軸力算定式
　本節では，4.3節に示した弾性座屈軸力算定式（以下「提案式」と呼ぶ）と，既往の陽解法の弾性
座屈軸力算定式および座屈たわみ角法で求めた座屈条件式との比較を行う．
　既往の陽解法の弾性座屈軸力算定式の一覧を表 4.4.1に示す．表 4.4.1は，図 4.4.1に示す任意の境

4 4 4 4

界条件の柱の弾性座屈軸力
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

Pcrを算定するための式
4 4 4 4 4 4 4 4 4

の一覧である．一方，4.2節に示した表 4.2.1, 4.2.2は，
多層多スパン骨組中の柱の弾性座屈軸力を算定するための手法
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

の一覧であり，対象とする柱の境界条
件の評価方法までを含んでいる．王・五十嵐の研究 4.2)と柴田の研究 4.5)は，表 4.2.1および 4.2.2では
提案されている手法

4 4

を他の研究と比較しており，表 4.4.1ではそのうちの式
4

のみを他の式と比較して
いる．
　以下では表 4.4.1に示した座屈たわみ角法による座屈条件式と，陽解法の既往の式の詳細を述べる．
なお，表 4.4.1に示した式は，弾性座屈軸力 Pcrの形で解が得られる式と座屈長さ係数 gの形で解が得
られる式が混在しているので，Pcrと gの関係を以下に示しておく．

Pcr
NE

=
1
γ 2

⇔ γ =
NE
Pcr

 (4.4.1)

図 4.4.1　任意の境界条件の柱モデル

KrT

KrB

KH
P

h EIc

P：軸力
KH：水平バネ剛性
KrT , KrB：柱頭と柱脚の回転バネ剛性
E：ヤング率
Ic：柱の断面 2次モーメント
h：柱長さ

表 4.4.1　任意の境界条件の柱の弾性座屈軸力算定式の一覧
陽解法の式 陰解法の式

既往の式 提案式
座屈たわみ角法に
よる座屈条件式

個材座屈モード
（部材角が生じないモード）

王・五十嵐 4.2) ⇒ 式 (4.4.10)

津田 4.7) ⇒ 式 (4.4.13)

文献 4.8) ⇒ 式 (4.4.15)

式 (4.3.37)

式 (4.4.3)

部材角が
生じるモード

中間座屈モード - 式 (4.3.66)

sway座屈モード 柴田 4.5) ⇒ 式 (4.4.25) 式 (4.3.89)
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〈座屈たわみ角法による座屈条件式〉
　図 4.4.1に示す任意の境界条件の柱材の座屈条件式を以下に示す．座屈たわみ角法を用いて算定し
た式であり，誘導過程は 3.2.4項に示している．これは陰解法の式である．

s+ krT sc −s 1+ c( )
sc s+ krB −s 1+ c( )
krT krB 12kH −ψ

2

= 0  (4.4.3)

上式中の記号の定義を以下に示す．

　　 s =
sin ψ( )−ψ cos ψ( ){ }ψ

2 1− cos ψ( ){ }−ψ sin ψ( )
　，　 c =

ψ − sin ψ( )
sin ψ( )−ψ cos ψ( )

 (4.4.4), (4.4.5)

　　ψ = h P
EIc

= π
P
NE

 (4.4.6)

　　 krT =
KrTh
EIc
　，　 krB =

KrBh
EIc
　，　 kH =

KHh
3

12EIc
 (4.4.7a ~ c)

　　P：柱軸力
式 (4.4.3)を満たす Pが，座屈条件式による弾性座屈軸力 Pcrである．また，特殊な境界条件に対する
座屈条件式を以下に示す．

部材角が生じない
モードに限定する場合

：
s+ krT sc

sc s+ krB
= 0  (4.4.8)

柱脚固定                            ：
s+ krT −s 1+ c( )
−sc+ krT s 1+ c( )+12kH −ψ 2

= 0  (4.4.9)

(Kr = KrT = KrB)あるいは (KrB = 0)の場合は式 (4.4.3)にこれらを代入すれば良い．
なお，鋼構造座屈設計指針 4.1)などに示されている節点の水平移動が拘束されている場合の座屈条件
式（式 (1.7a)）は，式 (4.4.8)に (krT = 2/GA)および (krB = 2/GB)を代入したものと同じである．このこと
は式 (1.26)を見れば明白である．GA, GBは柱と梁の剛性比である．対象柱の柱頭に梁が一本だけ接続
している場合，(GA = (Ic /h)/(Ib /l

 ))になるので，(krT = 2(Ib /l
 )/(Ic /h))であり，式 (4.4.7a)に示した krTの定

義式より，これは (KrT = 2EIb /l
 )と仮定した場合に相当する．Ibは梁の断面 2次モーメントで，lは梁

の部材長である．すなわち，鋼構造座屈設計指針などに示されている節点の水平移動が拘束されてい
る場合の座屈条件式は，骨組中の柱が同時に座屈する場合を想定しているので，梁は両端の柱から曲
げモーメントを受け，その曲げ剛性は等曲げを受ける単純梁と同じになる．
〈文献 4.2) の式〉
　文献 4.2)では，鋼構造座屈設計指針 4.1)などに示されている節点の水平移動が拘束されている場合
の座屈条件式（式 (1.7a)）の近似式が示されている．

γ = 0.5+0.258Ω1 −0.165 Ω1( )
2
+0.0534 Ω1( )

3

+ 0.26Ω1 −0.12 Ω1( )
2
+0.047 Ω1( )

3{ } 1.72Ω2

Ω1

−1.33
Ω2

Ω1

⎛

⎝
⎜⎜

⎞

⎠
⎟⎟

2

+0.61
Ω2

Ω1

⎛

⎝
⎜⎜

⎞

⎠
⎟⎟

3⎧
⎨
⎪

⎩⎪

⎫
⎬
⎪

⎭⎪

 (4.4.10)

ただしここで，W1, W2は以下の式を用いて計算する．
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Ω1 = tan
−1 max GA,GB( ){ }

Ω2 = tan
−1 min GA,GB( ){ }

⎧

⎨
⎪

⎩⎪
 (4.4.11)

GA = 2 krT
GB = 2 krB

⎧
⎨
⎪

⎩⎪
 (4.4.12)

〈文献 4.7) の式〉
　文献 4.7)では，鋼構造座屈設計指針 4.1)などに示されている節点の水平移動が拘束されている場合
の座屈条件式（式 (1.7a)）が，図 4.4.2に示すロ形骨組中の柱の座屈条件式と等しいことに着目し，こ
の骨組中の柱の座屈長さ係数をエネルギ法を用いて導いている．この際，柱の座屈モードを 6次曲線
で近似している．式 (4.4.13)に文献 4.7)で提案されている式を示す．

γ =
π

330

1679130 GAGB( )
4
+1733400 GAGB( )

3
GA +GB( )+749736 GAGB( )

2
GA( )

2
+ GB( )

2{ }+
50220 GAGB( )

4
+72198 GAGB( )

3
GA +GB( )+37260 GAGB( )

2
GA( )

2
+ GB( )

2{ }+

                  
1642383 GAGB( )

3
+158976GAGB GA( )

3
+ GB( )

3{ }+661869 GAGB( )
2
GA +GB( )+

95256 GAGB( )
3
+8904GAGB GA( )

3
+ GB( )

3{ }+ 45819 GAGB( )
2
GA +GB( )+

         
13824 GA( )

4
+ GB( )

4{ }+132720GAGB GA( )
2
+ GB( )

2{ }+ 251382 GAGB( )
2
+11060 GA( )

3
+ GB( )

3{ }+
848 GA( )

4
+ GB( )

4{ }+10340GAGB GA( )
2
+ GB( )

2{ }+ 20658 GAGB( )
2
+940 GA( )

3
+ GB( )

3{ }+

48000GAGB GA +GB( )+8775GAGB +3840 GA( )
2
+ GB( )

2{ }+675 GA +GB( )+50

4416GAGB GA +GB( )+900GAGB +384 GA( )
2
+ GB( )

2{ }+75 GA +GB( )+6
 (4.4.13)

図 4.4.1の柱モデルに式 (4.4.13)を適用する場合には，式 (4.4.12)を用いて GA, GBを算定する．個材座
屈モードでの提案式（式 (4.3.37)）は，座屈モードを 2つの 3次曲線で近似しているが，文献 4.7)と
同様に 1つの 6次曲線で近似すれば，式 (4.4.13)と同程度の複雑さになる可能性がある．

図 4.4.2　柱の座屈条件式が式 (1.7a)と等価になるロ形骨組

PP
(1/GA)

(1/GB)

(1) (1) ()内は剛比
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〈文献 4.8) の式〉
　文献 4.2)では，個材座屈モードの座屈長さ係数を陽に計算できる式として，文献 4.8)に示されて
いる以下の式 (4.4.14)が紹介されている．文献 4.8)によればこの式は，鋼構造座屈設計指針 4.1)など
に示されている節点の水平移動が拘束されている場合の座屈条件式（式 (1.7a)）を誘導した際と同じ
設定の問題の解を解析的に定式化したもので，"French Recommendations CM 1966"に示されたものと
されている（原文：The same ploblem is analytically formulated by "French Recommendations CM 1966"）．
"French Recommendations CM 1966"の内容を確認することはできていないが，参考までにこの式を示す．

γ =

3−1.6 1
GA +GB

⎛

⎝
⎜⎜

⎞

⎠
⎟⎟+

0.84
GA +1( ) GB +1( )

3− 1
GA +GB

⎛

⎝
⎜⎜

⎞

⎠
⎟⎟+

0.28
GA +1( ) GB +1( )

 (4.4.14)

式 (4.4.14)に式 (4.4.12)を代入すれば，図 4.4.1に示す任意の境界条件の柱の個材座屈モードにおける
座屈長さ係数算定式として，以下の式 (4.4.15)が得られる．

γ =
0.43krT krB +1.4 krT + krB( )+6
0.37krT krB + 2 krT + krB( )+6

 (4.4.15)

式 (4.4.15)は，式 (4.3.37)に示した提案式よりも簡素である．
〈文献 4.5) の式〉
　文献 4.5)では，骨組中の柱とその周辺部材を図 4.4.3に示す部分架構でモデル化して水平剛性を計
算し，その層での和が 0になるときに層全体が sway座屈するという考察に基づいた弾性座屈軸力算
定式が示されている．部分架構の無次元化水平剛性 qは式 (4.4.16)である．

q = Q
R

12EIc
h2

 (4.4.16)

また，部分架構に作用している軸力 Pを NEで除した (P/NE)と，その部分架構の qの関係が以下の直
線式で近似できることが示されている．

q = qA − κ ʹ′κ +1.64 κ ʹ′κ +0.84

1+ κ ʹ′κ( )
2

P
NE  (4.4.17)

κ =
Ib l
Ic h

　，　 ʹ′κ =
Ibʹ′ l
Ic h

 (4.4.18a, b)

ここで qAは (P = 0)での qの値であり，座屈たわみ角法を用いれば次式が得られる．

qA = 6κ ʹ′κ +κ + ʹ′κ
6κ ʹ′κ + 4 κ + ʹ′κ( )+ 2  (4.4.19)

部分架構が軸力のみで水平剛性を喪失する，つまり (q = 0)のときの (P/NE)の値を (PS /NE)とすれば，
式 (4.4.17)に (q = 0)を代入して変形し，次式が得られる．

PS
NE

= qA
1+ κ ʹ′κ( )

2

κ ʹ′κ +1.64+0.84
=

6κ ʹ′κ +κ + ʹ′κ
6κ ʹ′κ + 4 κ + ʹ′κ( )+ 2

⋅
1+ κ ʹ′κ( )

2

κ ʹ′κ +1.64+0.84
 (4.4.20)

式 (4.4.20)は鋼構造座屈設計指針 4.1)などに示されている節点の水平移動が拘束されていない場合の座
屈条件式（式 (1.7b)）の近似式である．ただし，PSは部分架構が他の部分架構から受ける横移動拘束
を考慮していないので，sway座屈モードの提案式や式 (4.4.3)に示した座屈条件式とは性格が異なる．
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文献 4.5)ではさらに，部分架構の Pと qの関係を以下の直線式で近似できることを示している．PSと
qAは部分架構に固有の定数である．

P
PS
+
q
qA

=1  (4.4.21)

水平力 Qの向きが図 4.4.3の逆向きならば，式 (4.4.21)は Qによる水平補剛効果を考慮した sway座屈
モードの座屈条件式ととらえることができる．(q = 0)ならば (P = PS)である．文献 4.5)ではこの後，
同一層の複数の部分架構の無次元化水平剛性 qの和が 0になるときに層が sway座屈することが語ら
れている．
　さて，式 (4.4.21)を図 4.4.1の柱モデルに適用するためには，図 4.4.3の部分架構に，水平バネから
の水平力 (Q = - KHhR)が作用していると考えれば良い．つまり，これを式 (4.4.16)に代入すれば (q = 

- kH)である．そしてこのときの Pの値を座屈軸力 Pcrとすれば，式 (4.4.21)より次式が得られる．

Pcr
PS

−
kH
qA

=1  (4.4.22)

式 (4.4.22)に式 (4.4.19)と (4.4.20)を代入して整理すれば次式が得られる．

Pcr
NE

= 1+
kH
qA

⎛

⎝
⎜

⎞

⎠
⎟
PS
NE

=
6κ ʹ′κ +κ + ʹ′κ

6κ ʹ′κ + 4 κ + ʹ′κ( )+ 2
+ kH

⎛

⎝

⎜
⎜

⎞

⎠

⎟
⎟

1+ κ ʹ′κ( )
2

κ ʹ′κ +1.64 κ ʹ′κ +0.84
 (4.4.23)

また，回転バネ剛性は図 4.4.3の梁の曲げ剛性であるから，以下の関係式が得られる．

krT =
2×
3E Ib 2( )
l 2
EIc
h

=

6Ib
l
Ic
h

= 6κ 　，　 krB = 6 ʹ′κ  (4.4.24a, b)

式 (4.4.24)を (4.4.23)に代入して次式が得られる．

Pcr
NE

=
krT krB + krT + krB

krT krB + 4 krT + krB( )+12
+ kH

⎛

⎝

⎜
⎜

⎞

⎠

⎟
⎟

6+ krT krB( )
2

krT krB +9.84 krT krB +30.24
 (4.4.25)

図 4.4.3　骨組中の柱の部分架構モデル

P

Q

R
h

l/2l/2

Ib/2
Ib/2

Ib'/2
Ib'/2

P：柱軸力
Q：水平力

※多スパン骨組において Qは同一
層の他の部分架構から受ける水平
力であり，図 4.4.1の柱モデルでは
水平バネ剛性からの水平力である．
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4.4.2　個材座屈軸力算定式の比較および係数の調節
　陽解法の弾性座屈軸力算定式は，できるだけ簡素で，なおかつ座屈たわみ角法による座屈条件式の
解との差異が小さいことが求められる．本項では，式 (4.4.8)に示した座屈たわみ角法による個材座屈
モードの座屈条件式と，陽解法の式との差異を検証する．式 (4.4.3)に示した座屈条件式が無次元化水
平バネ剛性 kHに関する曲線式なのに対して，表 4.4.1に示した中間座屈モードと sway座屈モードの
陽解法の弾性座屈軸力算定式は kHに関する直線式なので，以下に示すような考察はできない．これら
の式については，次項で考察する．
　krT, krBを用いてパラメトリックに考察しようとすれば，0から∞までの範囲を扱う必要があるが，式
(4.4.26a), (4.4.26b), (4.4.26c)の順に WT, WBを krT, krBに変換すれば，有限の変数 WT, WBを用いて，krT, krB

が 0から∞までの範囲の考察を行うことができる．

ΩT = 0 ~ π 2
ΩB = 0 ~ π 2

⎧
⎨
⎪

⎩⎪
⇒

GA = tan ΩT( )
GB = tan ΩB( )

⎧
⎨
⎪

⎩⎪
⇒

krT = 2 GA
krB = 2 GB

⎧
⎨
⎪

⎩⎪
 (4.4.26a ~ b)

ただし，式 (4.4.10)の場合は，以下の式 (4.4.27)で W1, W2を計算する必要がある．

Ω1 =max ΩT ,ΩB( )
Ω2 =min ΩT ,ΩB( )

⎧
⎨
⎪

⎩⎪
 (4.4.27)

WT, WBをそれぞれ 0.01から 1.57まで約 0.01刻みで変化させ，式 (4.4.8)の解を真の値として，各陽解
法の式で計算した座屈長さ係数の相対誤差 eを計算した結果を図 4.4.4に示す．図 4.4.4の縦軸は各式
と式 (4.4.8)の相対誤差で，横軸は WTである．図 4.4.4(a)は式 (4.4.10)に示した文献 4.2)の式の誤差を，
(b)図は式 (4.4.13)に示した文献 4.7)の式，(c)図は式 (4.4.15)に示した文献 4.8)の式 ，(d)図は式 (4.3.37)

に示した個材座屈モードの提案式の誤差を表している．1つの WTごとに WBは 0.01から 1.57まで変
化させるので，図 4.4.4では同じ横軸の値に対するプロットが 157個存在する．
　図 4.4.4より，4つの陽解法の式の中で，提案式が最も精度が低いことがわかる．そこで，誤差 eが
できるだけ小さく，なおかつ座屈長さ係数を過小評価しない (e > 0)の範囲となるように式 (4.3.37)の
係数を調節し，式 (4.4.28)を得た．この式から計算した座屈長さ係数と式 (4.4.8)の解との相対誤差を
図 4.4.5に示す．図 4.4.4(a) ~ (c)と図 4.4.5を比較すれば，式 (4.4.28)は文献 4.7)の式に次いで精度が
高いことがわかる．文献 4.7)の提案している式は式 (4.4.13)に示した長大な式であるから，式の簡素
さと解の精度からして，式 (4.4.28)の有用性は十分にあると考えられる．今後，個材座屈モードの提
案式としては式 (4.4.28)を用いる．

a Pcr =
krT +5( ) krB +5( )−15.1+3 aη +

1

aη

⎛

⎝
⎜⎜

⎞

⎠
⎟⎟

krT +7( ) krB +7( )−18.9+17 aη +
1

aη

⎛

⎝
⎜⎜

⎞

⎠
⎟⎟

39.4EIc
h2

 (4.4.28)

以下には特殊な境界条件での aPcrの算定式を示す．

(krB = ∞ )        ： a Pcr =
krT( )

2
+9krT + 23

krT( )
2
+11krT + 45

39.4EIc
h2  (4.4.29)

(kr = krT = krB)： a Pcr =
kr( )

2
+10kr +15.9

kr( )
2
+14kr +64.1

39.4EIc
h2  (4.4.30)
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e

WT

WTWT

WT

e e

e

WT

e

(a)文献 4.2)：式 (4.4.10) (b)文献 4.7)：式 (4.4.13)

(c)文献 4.8)：式 (4.4.15) (d)提案式：式 (4.3.37)

図 4.4.4　座屈たわみ角法による個材座屈モードの座屈条件式（式 (4.4.8)）の解との差異

図 4.4.5　係数操作後の提案式（式 (4.4.28)）と座屈条件式（式 (4.4.8)）の差異

e：式 (4.4.8)から得られる座屈長さ係数を真の値とした
場合の，各式で計算した座屈長さ係数の相対誤差

e = -0.07 ~ 0.95 %

e = 0.01 ~ 0.49 %

e = -3.72 ~ -0.44 %

e = -0.51 ~ 1.38 %

e = -0.15 ~ 0.00 %

WT：柱端部の固定度を表す変数

(krB = 0)          ： a Pcr =
3 krT( )

2
+18.73krT +33.18

11 krT( )
2
+90.05krT + 250.7

39.4EIc
h2  (4.4.31)
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4.4.3　座屈たわみ角法による座屈条件式と提案式の比較
　式 (4.4.3)に示した座屈条件式と提案式の比較を行う．また，式 (4.4.25)に示した文献 4.5)の式との
比較も行う．無次元化バネ剛性 krT , krB , kHをパラメータとする．無次元化した柱端部の回転バネ剛性
krは，標準的な場合と，現実的な条件の下限と上限の 3パターンとする．3.3節で設計図表を作成す
る際に用いた式（表 3.3.1）を参考にして，krの下限と上限を次式で計算する．

krの下限の式： kr =
3
2
β
α

 (4.4.32a)

krの上限の式： kr =
6β
α

 (4.4.32b)

式 (4.4.32a)は図 4.4.6(a)に示すように外柱が個材座屈している状態を想定し，なおかつ多層骨組では
上層の柱も大きな軸力を受けて対象柱の拘束材として期待できず，拘束材として期待できる梁の曲げ
剛性は上層柱と (1/2)ずつ分けあうと考えた場合である．式 (4.4.32b)は図 4.4.6(b)に示すように内柱が
sway座屈している状態を想定している．上層柱を拘束材として期待せず，梁の曲げ剛性を (1/2)だけ
考慮した場合に限れば，式 (4.4.32a)は krの下限になり，式 (4.4.32b)は上限になる．文献 4.9)を参考にし，
式 (4.4.32a)には，現実的な条件での梁柱曲げ剛性比の下限として (b/a = 0.28)を代入すれば，(kr = 0.42)

を得る．同様に上限として式 (4.4.32b)に (b/a = 0.8)を代入すれば (kr = 4.8)を得る．また，標準的な場
合として，(b/a = 0.4)の場合の式 (4.4.32a)と式 (4.4.32b)の値の平均である (kr = 1.5)を用いる．
　図 4.4.7 ~ 4.4.9に座屈条件式と提案式および文献 4.5)の式の比較を示す．図 4.4.7は両端が回転バネ
の場合で，柱脚の回転バネは柱頭の 1.5倍とする．図 4.4.8は柱脚固定の柱，図 4.4.9は柱脚ピンの柱
である．図 4.4.7 ~ 4.4.9の (a)図は材端回転バネ剛性が低い場合で，(b)図は標準的と考えられる値の

q

q

q

q

q

Ib /2Ib

Ib

Ic

Ib

Ib

Ic

Ib

Ib

Ib /2 Ib /2

l

l

l l

ll

h

h

中央の節点の曲げモーメントと回転角の関係から，こ
の点での曲げモーメントに対する剛性は次式である．

　　 Kr =
6E Ib 2( )

l
× 2

この梁の曲げ剛性は Kr =
3E Ib 2( )

l
である．

図 4.4.6　想定する回転バネ剛性の上限と下限
(b)上限：内柱が sway座屈する場合

(a)下限：外柱が個材座屈する場合
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0 1 2 3 4 

図 4.4.7　3つの座屈モードの提案式と式 (4.4.3)および式 (4.4.25)との比較（両端回転バネ）

 個材 ：提案式の値が個材座屈モードの式（式 (4.4.28), (4.4.29), (4.4.31)）で決まる範囲

 中間 ：提案式の値が中間座屈モードの式（式 (4.3.66), (4.3.67), (4.3.71)）で決まる範囲

 sway ：提案式の値が sway座屈モードの式（式 (4.3.89), (4.3.90), (4.3.94)）で決まる範囲

kH

Pcr /NE

sway

中間
個材

0.0  

0.5  

1.0  

1.5  

2.0  
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kH

Pcr /NE

sway
中間

個材

0.0  

0.5  

1.0  

1.5  

2.0  

2.5  

0 1 2 3 4 

kH

Pcr /NE

sway 個材

(a)回転バネ剛性が低い
（krT = 0.42, krB = 0.63）

(b)回転バネ剛性が標準的
（krT = 1.5, krB = 2.25）

(c)回転バネ剛性が高い
（krT = 4.8, krB = 7.2）

：提案式
：式 (4.4.3)の解
：式 (4.4.25)
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1.5  
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図 4.4.8　3つの座屈モードの提案式と式 (4.4.3)および式 (4.4.25)との比較（柱脚固定）

kH

Pcr /NE

sway 中間 個材
0.0  

0.5  

1.0  

1.5  

2.0  

2.5  

0 1 2 3 4 
kH

Pcr /NE

sway 中間 個材
0.0  

0.5  

1.0  

1.5  

2.0  

2.5  

3.0  

0 1 2 3 4 
kH

Pcr /NE

sway 中間 個材

(a)回転バネ剛性が低い
（krT = 0.42）

(b)回転バネ剛性が標準的
（krT = 1.5）

(c)回転バネ剛性が高い
（krT = 4.8）
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図 4.4.9　3つの座屈モードの提案式と式 (4.4.3)および式 (4.4.25)との比較（柱脚ピン）

kH

Pcr /NE

sway 個材
0.0  
0.2  
0.4  
0.6  
0.8  
1.0  
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kH

Pcr /NE

sway
個材

0.0  
0.2  
0.4  
0.6  
0.8  
1.0  
1.2  
1.4  
1.6  

0 1 2 3 4 
kH

Pcr /NE

中間 個材

(a)回転バネ剛性が低い
（krT = 0.42）

(b)回転バネ剛性が標準的
（krT = 1.5）

(c)回転バネ剛性が高い
（krT = 4.8）

 式 (4.4.3) ：座屈たわみ角法を用いた任意の境界条件の柱材の座屈条件式（陰解法の式）

 式 (4.4.25) ：文献 4.5)に示されている sway座屈モードの弾性座屈軸力算定式（陽解法の式）

中間 中間 sway
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場合，(c)図は材端回転バネ剛性が高い場合である．各グラフの横軸は無次元化水平バネ剛性 kHで，
縦軸はそれぞれの弾性座屈軸力 Pcrを NEで除したものである．太実線が提案式の計算結果である．提
案式では，sway，中間，個材の 3つの式から得られる値の最小値が座屈軸力 Pcrになる．どのモード
の提案式で座屈軸力が決まるかは，各グラフ中に ”sway”，” 中間 ”，” 個材 ” と書いて示している．
細実線は式 (4.4.3)に示した座屈条件式の解である．この式は (Pcr = ...)という形の式に変形できない，
言い換えれば陰解法によらなければ解が得られない．ここでは，kHを 0.04刻みで変化させ，(kH = 0 ~ 4)

の範囲で 100個の解を計算し，それらを直線で結んだものを示している．破線は文献 4.5)に示されて
いる sway座屈モードの弾性座屈軸力算定式の値である．
　図 4.4.7に示した両端に回転バネがある柱では，提案式と式 (4.4.3)の差が小さい．(c)図に示した回
転バネ剛性が比較的高い場合には，提案式で swayと個材の座屈モードが切り替わるときに提案式と
式 (4.4.3)の差が最も大きく，+ 4.0 %である．なお，(c)図のケースでは中間座屈モードが存在しない．
　図 4.4.8に示した柱脚固定の柱と図 4.4.9に示した柱脚ピンの柱では，両端の回転バネ剛性の差が大
きいほど，提案式と式 (4.4.3)の差が大きくなる．それは，柱脚固定の柱では図 4.4.8(a)に示した柱頭
の回転バネ剛性が低い場合であり，柱脚ピンの柱では図 4.4.9(c)に示した柱頭の回転バネ剛性が高い
場合である．図 4.4.8(a)での提案式と式 (4.4.3)の差の最大値は + 15.9 %で，図 4.4.9(c)での提案式と
式 (4.4.3)の差の最大値は + 14.4 %である．柱両端の回転バネ剛性の差が大きいほど提案式と式 (4.4.3)

の差が大きくなる要因の一つは，個材座屈モードを部材中央で分割して 2つの 3次曲線で近似したた
めと考えられる．回転バネ剛性の差が大きいと最もたわみが大きくなる位置が部材中央ではなくなる
ので，提案式のたわみ曲線と真の座屈モードの差が大きくなると考えられる．
　文献 4.5)に示されている sway座屈モードの弾性座屈軸力算定式（式 (4.4.25)）と提案式の値が sway

座屈モードの式で決まる範囲を比較すると，図 4.4.7に示した両端に回転バネがある場合と，図 4.4.9

に示した柱脚ピンの場合には，両者の差はごくわずかである．図 4.4.8(c)に示した柱脚固定で柱頭の
回転バネ剛性が高い場合において，両者の差がグラフからも読み取れる．提案式は式 (4.4.3)の解より
も大きく，式 (4.4.25)はそれよりも小さい．このように，sway座屈モードの提案式と式 (4.4.25)を比
較すると，解の精度にそれほど大きな差はなく，式の簡素さについてもあまり変わらない．
　なお，式 (4.3.71)に示した柱脚ピンの場合の中間座屈モードの提案式は krTが含まれていないので，
krTが 0.42, 1.5, 4.8すべての場合で中間座屈モードの提案式は全く同じ値になる．
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4.5　多層多スパン骨組中の柱の弾性座屈軸力算定手法の提案
4.5.1　回転バネ剛性の評価方法
　本節では，周辺部材の剛性と柱軸力分布を考慮して柱の境界条件を評価し，多層多スパン骨組中の
柱を図 4.4.1に示した柱モデルに置き換え，その弾性座屈軸力（座屈長さ）を簡易に計算する手法を示す．
本節では，弾性座屈軸力を計算しようとしている骨組中の柱を計算対象柱と呼ぶ．任意の境界条件の
柱モデルを図 4.5.1に再掲する．まずは，図 4.5.1に示した柱両端の回転バネ剛性の評価方法を以下に
示す．

図 4.5.1　任意の境界条件の柱モデル

KrT

KrB

KH
P

h EIc

P：軸力
KH：水平バネ剛性
KrT , KrB：柱頭と柱脚の回転バネ剛性
E：ヤング率
Ic：柱の断面 2次モーメント
h：柱長さ

　図 4.5.1の柱モデルの両端の回転バネ剛性 KrT, KrBは，その節点に取り付く他の部材の曲げ剛性であ
る．以下では，このうちの梁の曲げ剛性を KrT_beam, KrB_beamとし，柱の曲げ剛性を KrT_column, KrB_columnとする．
KrT, KrBはそれらの和であり，次式で定義する．

KrT = KrT _beam + KrT _ column  (4.5.1a)

KrB = KrB_beam + KrB_ column  (4.5.1b)

　　　　KrT, KrB：図 4.5.1に示した柱モデルの材端回転バネ剛性
　　　　KrT_beam, KrB_beam：対象柱の柱頭あるいは柱脚に取り付いている梁の曲げ剛性
　　　　KrT_column, KrB_column：対象柱の柱頭あるいは柱脚に取り付いている上下層柱の曲げ剛性
梁の曲げ剛性による成分 KrT_beam, KrB_beamは，個材座屈軸力 aPcrを計算するときには図 4.5.2のように考
える．梁の他端の固定度によって KrT_beam, KrB_beamには (3EIb /l ~ 4EIb /l )の値を用いる．節点に梁が 2本
取り付いているならばこれを 2倍する．同一層内の隣の柱も大きな圧縮軸力を受けており，対象柱が
座屈するときにはその柱も座屈しかけていると判断する場合には，(2EIb /l )を用いる．これは両端か
ら等曲げを受ける単純梁の曲げ剛性である．sway座屈は柱単独の現象ではなく層全体での座屈現象で
あるから，sway座屈軸力 cPcrを計算する際には，図 4.5.3のように考える．すなわち，KrT_beam, KrB_beam

には両端から逆対称曲げを受ける単純梁の曲げ剛性である (6EIb /l )を用いる．中間座屈軸力 bPcrを計
算するときには図 4.5.2と図 4.5.3に示した KrT_beam, KrB_beamの中間の値を用いるべきであるが，本論文
では安全側の仮定として個材座屈軸力を計算するときと同じ式を用いるものとする．
　柱の曲げ剛性による成分 KrT_column, KrB_columnは，個材座屈軸力 aPcrを計算するときには図 4.5.2のよう
に考え，柱の他端の回転が拘束されないと考える場合には式 (4.5.2)を，拘束される場合には式 (4.5.3)

を用いて計算する．中間座屈軸力 bPcrを計算する際にもこの式を用いる．sway座屈軸力 cPcrを計算す
る際には，対象とする柱の含まれている層が sway座屈するならば，その上下層にも sway変位が生じ
ると考え，本論文では図 4.5.3に示す柱モデルの曲げ剛性である式 (4.5.4)を用いて sway座屈モードの
KrT_column, KrB_columnを計算する．



4 - 24

梁の他端の回転が拘束されない場合

　　 KrT _beam =
3EIbT
l

柱の他端の回転が拘束され
ない場合 → 式 (4.5.2)

柱の他端の回転が拘束され
る場合 → 式 (4.5.3)　　 KrB_beam =

4EIbB
l

梁の他端の回転が拘束される場合
hB

h

hT

l

EIcB

EIcT

EIbT

EIbB

hB

h

hT

l

EIcB

EIcT

EIbT

EIbB

KrT _beam =
6EIbT
l

KrB_beam =
6EIbB
l

q

q
→ 式 (4.5.4)

図 4.5.2　材端回転バネ剛性の評価式（個材座屈軸力，中間座屈軸力を計算する場合）

計算対象柱

計算対象柱

図 4.5.3　材端回転バネ剛性の評価式（sway座屈軸力を計算する場合）

   KrT_beam , KrB_beam ：計算対象柱の上端，下端に取り付く梁 1本の曲げ剛性
KrT_column , KrB_column ：計算対象柱の上下の柱の曲げ剛性
                 IbT , IbB ：計算対象柱の上端，下端に取り付く梁の断面 2次モーメント
                           l ：計算対象柱に取り付く梁の材長
             Ic , IcT , IcB ：計算対象柱とその上下の柱の断面 2次モーメント
              h, hT , hB ：対象柱とその上下の柱の材長

同一層の隣接する柱も同時に座屈すると考える場合 ⇒

← KrT _beam =
2EIbT
lqq

→ 式 (4.5.4)
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柱の他端の回転が拘束されない： Kr T or B( )_ column =
ψ 2 sin ψ( )

sin ψ( )−ψ cos ψ( )
EIc T or B( )

h T or B( )
 (4.5.2)

柱の他端の回転が拘束される　： Kr T or B( )_ column =
ψ sin ψ( )−ψ cos ψ( ){ }
2 1− cos ψ( ){ }−ψ sin ψ( )

EIc T or B( )

h T or B( )
 (4.5.3)

sway座屈モードの場合　　　　： Kr T or B( )_ column =
ψ

tan ψ( )
EIc T or B( )

h T or B( )
 (4.5.4)

　　ただしここで，yは次式で計算する．

　　　　　　ψ = π
κ T or B( )Pcr
NE T or B( )

 (4.5.5)

Kr(T or B)_column：計算対象柱の上層あるいは下層柱の曲げ剛性，KrT_column, KrB_column

Ic(T or B)：計算対象柱の上層あるいは下層柱の断面 2次モーメント，IcT, IcB

h(T or B)：計算対象柱の上層あるいは下層柱の材長，hT, hB

k(T or B)：計算対象柱とその上層あるいは下層柱との軸力の比，kT, kB

Pcr：計算対象柱の弾性座屈軸力
NE(T or B)：対象柱の上層あるいは下層柱の NE

　図 4.5.4には，軸力 (k(T or B)Pcr)と式 (4.5.2)の値の関係を示す．横軸が (k(T or B)Pcr)で縦軸が式 (4.5.2)を
(EIc(T or B)/h(T or B))で除した値である．この図より，(k(T or B)Pcr ≈ 2.04)を境に式の値が負の無限大から正の
無限大に変わることがわかる．圧縮軸力を受けている柱の剛性が軸力を受けていない状態よりも増え
ると考えるのは適切ではないので，式 (4.5.2)の適用範囲は (k (T or B)Pcr < 2.04)である．同様に式 (4.5.3)

は (k(T or B)Pcr < 4)，式 (4.5.4)は (k(T or B)Pcr < 1)が適用範囲である．適用範囲を超える場合の扱いも含めて，
KrT_column, KrB_columnが負になる場合の KrT, KrBの計算方法を以下に示す．式 (4.5.1)に示したように，図 4.5.1

の柱モデル両端の回転バネ剛性KrT, KrBは柱の曲げ剛性による成分と梁による成分の和である．図 4.5.5

には，式 (4.5.2) ~ (4.5.4)を (EIc(T or B)/h(T or B))で除した値を示す．柱の曲げ剛性による成分 KrT_column, KrB_

columnには軸力による低減があるので，KrT, KrBが負になる場合も考えられる．KrT, KrBが負になるとい
うことは，対象柱の座屈変形をその上下の柱が拘束するのではなく，上下の柱の座屈変形を対象柱が
拘束する関係になっていると考えられる．骨組の座屈荷重を計算するならばこれで問題は無いが，柱

-10 

-5 

0 

5 

10 

0 1 2 3 4 5 

k(T or B)Pcr

Kr T or B( )_ columnh T or B( )
EIc T or B( )

k(T or B)Pcr：柱に作用している軸力
Ic(T or B)：柱の断面 2次モーメント
h(T or B)：柱の材長
Kr(T or B)_column：この図中では (k(T or B)Pcr)の軸力が

作用している単純支持の柱の曲
げ剛性，すなわち式 (4.5.2)

k (
T 

or
 B

)P
cr
 =

 2
.0

4 ：式 (4.5.2)/(EIc(T or B)/h(T or B))

：式 (4.5.2)の漸近線（k(T or B)Pcr = 2.04）

図 4.5.4　柱軸力の大きさと曲げ剛性評価式の関係
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の座屈長さを算定する際には不都合が生じる．ここで問題にしているのは対象柱とその上下層の 3層
分の柱であるが，骨組全体で同様の問題を考えると，骨組が座屈する際には，大きな軸力を受けてい
る柱もあれば，ほとんど軸力を受けていない柱も存在するので，ほとんど軸力を受けていない柱の耐
力を骨組が座屈するときの柱軸力で決めてしまえば，座屈長さが必要以上に長くなる．本章におい
て，回転バネ剛性が負になる場合には，上層あるいは下層の柱からの回転拘束を期待できないという
意味であると考え，KrT, KrBは梁の曲げ剛性による成分 KrT_beam, KrB_beamの (1/2)を用いる．つまり KrTを
例にとれば，対象柱の座屈変形による柱上端の回転を梁と上層柱が拘束するのではなく，対象柱と上
層柱の座屈による節点の回転を，その節点に取り付いている梁が拘束するので，対象柱にはその曲げ
剛性の (1/2)が分配されると考える．これは，第 3章で設計図表を作成したときと同様の考え方である．
圧縮軸力が増えるほど柱の曲げ剛性は低下すると考えるの適当であるから，軸力 (k (T or B)Pcr)が前述し
た式 (4.5.2) ~ (4.5.4)の適用範囲を超える場合もKrT, KrBは梁の曲げ剛性による成分KrT_beam, KrB_beamの (1/2)

を用いる．
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-1 
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0 0.2 0.4 0.6 0.8 

k(T or B)Pcr

k(T or B)：計算対象柱とその上層あるいは下層柱との軸力の比
Pcr：計算対象柱の弾性座屈軸力
Kr(T or B)_column：軸力 (k(T or B)Pcr)による低減を考慮した曲げ剛性

：式 (4.5.2)

k(T or B)Pcr

：式 (4.5.3)

k(T or B)Pcr

：式 (4.5.4)

図 4.5.5　軸力による低減を考慮した柱の曲げ剛性

(a)単純支持の柱 (b)固定-ローラー支持の柱

(c)固定支持-自由端の柱

Kr T or B( )_ columnh T or B( )
EIc T or B( )

Kr T or B( )_ columnh T or B( )
EIc T or B( )

Kr T or B( )_ columnh T or B( )
EIc T or B( )
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4.5.2　水平バネ剛性の評価方法
　水平バネ剛性 KHは次式で算定する．

KH = KH 0 +
Pcr
h

 (4.5.6)

　　KH0：柱軸力を考慮せずに算定した計算対象柱以外の部材による層の水平剛性
　　Pcr：計算対象柱の座屈時軸力
　　h：計算対象柱の部材長

KH0は，一次設計用地震荷重作用時の各柱の負担せん断力と層間水平変位を用いて計算する．例えば
図 4.5.6に示す層において，せん断力 Qsを受ける右外柱を計算対象柱とする場合には，次式で KH0を
計算する．

KH 0 =
ΣQ
δ
×
ΣQ −Qs
ΣQ

=
ΣQ −Qs

δ
 (4.5.7)

　　SQ：設計用地震荷重作用時の層せん断力
　　Qs：計算対象柱が負担するせん断力
　　d：設計用地震荷重作用時の層間変位

　式 (4.5.6)の右辺 2項目は引張軸力による幾何剛性成分である．地震水平荷重のみが作用するときに
は，同一層内の柱に生じる軸力の和が 0になる．よって，計算対象柱が圧縮軸力 Pcrを受けて座屈す
る時に，同一層内の他の柱の軸力の和は大きさが Pcrの引張軸力になる．式 (4.5.6)では，長期荷重に
よる柱軸力は柱の弾性座屈軸力と比較して十分に小さいものと考え，これを無視している．式 (4.5.6)

の妥当性を検証するために，図 4.5.7に示す L形フレームの数値解析結果との比較を行う．骨組の諸
量は図中に示している．解析プログラムには CLAP.fを用い，幾何学的非線形を考慮した弾性の釣合
経路解析を行う．まず一定の引張軸力 Pを作用させ，その後に水平力 Hを加える．Hを作用させたと
きの初期水平剛性を解析における KHとする．図 4.5.8には解析結果を□で示している．縦軸は KHを
(12EIc/h

3)で除して無次元化した値で，横軸は引張軸力PをNEで除した値である．図中の直線は式 (4.5.6)

の Pcrを Pに置き換えて計算した値を無次元化したものである．また，KH0は (P = 0)のときの数値解
析結果を用いている．図 4.5.8に示した 5つの解析結果に対する式 (4.5.6)の評価値との誤差の大きさ
は，最大で (P/NE = 2.34)での (-5.7 %)である．図 4.5.8より (P/NE = 2.5)程度までの範囲であるが，式
(4.5.7)は数値解析結果よりも少し小さな値になるもののおおむね良好にこれを評価できていることが
わかる．

SQ = Q1 + Q2 + Q3 + Qs

SQ

Q1 Q2 Q3 Qs

SQ：設計用地震荷重作用時の層せん断力
Q1 ,Q2 ,Q3 ,Qs：各柱が負担するせん断力
d：設計用地震荷重作用時の層間変位

図 4.5.6　層せん断力と各柱の負担せん断力（KH0の算定方法説明用）

d 計算対象柱
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0.0  

1.0  

2.0  

3.0  

0.0  1.0  2.0  3.0  

開始（i = 1）

終了

No

Yes

KrT = KrT_beam /2

KrB = KrB_beam /2

aPcr(0)の計算

ただし， とする．

aPcr(i)の計算
i = i  + 1

(aPcr(i) - aPcr(i-1))/aPcr(i-1)が規定値以下

aPcr(i) = (aPcr(i) + aPcr(i-1))/2

KrT , KrB (, KH)の計算

計算対象柱への作用軸力を aPcr(i-1)と仮定する．

iは繰り返し回数

図 4.5.8　L形フレームにおける引張軸力と水平剛性の関係

図 4.5.7　水平剛性評価式検証のための L形フレーム

P Hd

kH = KH/(12EIc/h
3)

P/NE

数値解析の水平剛性 ：KH = H/d
(P = 0)における数値解析での初期剛性 ：KH0 = 17.47 (kN/mm)
ヤング率 ：E = 205 (kN/mm2)
柱断面積 ：Ac = 9.000 × 104 (mm2)
柱断面 2次モーメント ：Ic = 6.750 × 108 (mm4)
梁断面積 ：Ab = 10.26 × 104 (mm2)
梁断面 2次モーメント ：Ib = 8.775 × 108 (mm4)
柱部材長 ：h = 4000 (mm)
梁部材長 ：l = 3000 (mm)
NE = p2EIc / h

2 = 8.536 × 104 (kN)

P：引張荷重
H：水平荷重
d：柱頭の水平変位

□：数値解析結果
    ：無次元化した式 (4.5.6)の値

材端バネ剛性の評価方法
・回転バネ剛性 KrT , KrB：4.5.1節
・水平バネ剛性 KH：4.5.2節
・各バネ剛性の無次元化：式 (4.5.8)
各座屈モードに対する提案式
・個材座屈軸力 aPcr：式 (4.4.28) ~ (4.4.31)
・中間座屈軸力 bPcr：式 (4.3.66), (4.3.67), (4.3.69), (4.3.71)
・sway座屈軸力 cPcr：式 (4.3.89), (4.3.90), (4.3.92), (4.3.94)

図 4.5.9　提案式を用いて骨組中の柱の弾性座屈軸力を算定する手順

※柱の軸方向変形を考慮する場合は
式 (4.5.9), (4.5.10)を用いる．

← bPcr , cPcrの計算を行う際も初期値は aPcr(0)とする．

　　　aPcr(0)：KrT = KrT_beam /2，KrB = KrB_beam /2として

計算した aPcr

この範囲において，bPcr , cPcrの計算を
行う際には aPcrを bPcrあるいは cPcrと
読み替える．
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4.5.3　提案式を用いて骨組中の柱の弾性座屈軸力を算定する手順
　4.5.1節と 4.5.2節に示した材端バネ剛性の評価式中には，計算対象柱の座屈軸力 Pcrが含まれている．
とくに回転バネ剛性の評価式は三角関数を含んでいるので，これらの評価式を 4.3節と 4.4.2項に示し
た提案式に代入しても，(Pcr = ...)という形に変形することは不可能である．そこで，数値解析的手法
に頼らずに解を得るため，図 4.5.9に図示する計算手順を用いる．まず，柱頭の回転バネ剛性に (KrT = 

KrT_beam /2)，柱脚に (KrB = KrB_beam /2)を用い，これを個材座屈モードの提案式である式 (4.4.28)に代入す
る．この座屈軸力を aPcr(0)とする．次に aPcr(0)の圧縮軸力が計算対象柱に作用するものとして KrT_column 

, KrB_columnも考慮して材端バネ剛性を計算し，個材座屈軸力 aPcr(1)を求める．そして，aPcr(1)と aPcr(0)の
平均値が計算対象柱に作用するものとして再び材端バネ剛性を計算し，それを用いて得られた座屈軸
力を aPcr(2)とする．これを繰り返し，i回繰り返したときの aPcr(i)と aPcr(i-1)の差が規定値を下回ればそ
れを柱の弾性個材座屈軸力 aPcrとする．中間座屈軸力 bPcrあるいは sway座屈軸力 cPcrを計算する際も
同様の手順で水平バネ剛性 KHを含めて計算する．ただし，bPcrあるいは cPcrを計算する際も初期値は

aPcr(0)とする．こうして計算した aPcr , bPcr , cPcrの最小値が柱の弾性座屈軸力 Pcrである．なお，材端バ
ネ剛性は計算対象柱の諸量で無次元化した以下の値を用いる．

krT =
KrTh
EIc
， krB =

KrBh
EIc
， kH =

KHh
3

12EIc
 (4.5.8a, b, c)

　　ただしここで，Ic , hは計算対象柱についての諸量である．
第 3章に示した設計図表と同様に柱の軸方向変形を考慮する場合には，計算対象柱の部材長 hと，上
下層柱の部材長 hT , hBおよびそれぞれの柱の作用軸力 Pcr(i-1) , kTPcr(i-1) , kBPcr(i-1) の違いに注意して次式で
軸方向変形を考慮した部材長 h', hT', hB'および htensionを計算し，これを Pcr(i)の計算に用いる．式 (4.5.6)

中の hは同一層内の計算対象柱以外の柱の材長なので，式 (4.5.6)でのみ htensionを用いる．

ʹ′h = h 1−
Pcr i−1( )

EAc

⎛

⎝

⎜
⎜

⎞

⎠

⎟
⎟， ʹ′hT = hT 1−

κT Pcr i−1( )

EAcT

⎛

⎝

⎜
⎜

⎞

⎠

⎟
⎟， ʹ′hB = hB 1−

κBPcr i−1( )

EAcB

⎛

⎝

⎜
⎜

⎞

⎠

⎟
⎟  (4.5.9a, b, c)

htension = h 1+
Pcr i−1( )

EAc

⎛

⎝

⎜
⎜

⎞

⎠

⎟
⎟  (4.5.10)

　　Ac, AcT, AcBは各柱の断面積である．

4.5.4　骨組の数値解析結果と提案手法の比較
　前項では，提案式を用いた骨組中の柱の弾性座屈軸力算定手法（以下「提案手法」）を示した．こ
こでは，第 2章に示した均等多層多スパン骨組との比較を行って，提案手法の妥当性を検証する．
　骨組の弾性座屈荷重は，提案手法で得られる各柱の弾性座屈軸力 Pjcrを各柱の軸力の比 k jで除した
値が最小の柱によって決まる．ここで，添字の jは前項での計算の繰り返し回数ではなく，任意の柱
という意味である．k jはある柱の軸力を 1としたときの各柱軸力の大きさである．(Pjcr /k j )が最も小
さい柱は，各柱軸力が kjの比率で 0から増加して行くときに，最初にその軸力が Pjcrに達する柱である．
　図 4.5.10と図 4.5.11には，2.4節に示した均等多層多スパン骨組の数値解析結果と提案手法の比較
を示す．個材座屈軸力と中間座屈軸力を計算する際，梁による回転バネ剛性 KrT_beam , KrB_beamは図 4.5.2

に示したように (3EIb /l)あるいは (4EIb /l)を用いる．2.4節で行った線形座屈解析での座屈モードと釣
合経路解析での変形図を参考にして，ここでは柱脚ピンの骨組と柱脚固定の 1層骨組では (3EIb /l)を
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用い，それ以外の柱脚固定の骨組では (4EIb /l)を用いる．図 4.5.2からわかるように (3EIb /l)は回転バ
ネ剛性の下限で (4EIb /l)は上限である．また，柱脚固定骨組の 2層目柱を計算対象柱とする際の KrB_

columnには式 (4.5.3)を用いるが，それ以外は上下層の柱の他端は回転が拘束されていないものと考え，
KrT_column , KrB_columnには式 (4.5.2)を用いる．提案手法で繰り返し計算を終了する規定値は [(Pcr(i) - Pcr(i-1))/

Pcr(i-1) ≦ 0.02]とする．図 4.5.10, 4.5.11に示した骨組では，5回の繰り返し計算を要する場合もあるが，
ほとんどの場合に 1 ~ 4回の繰り返し計算で規定値を満たすことができる．
　図 4.5.10は，柱の軸方向変形を考慮しない場合の提案手法と，線形座屈解析結果および文献 4.2)に
示されている手法の計算結果との比較を示す．文献 4.2)の手法は個材座屈モードに限定した手法であ
るが，地震時柱軸力相当荷重作用時には，ほとんどの場合に個材座屈モードに近い座屈モードになる
と考えられるので，この手法との比較を行う．なお，ここで言う個材座屈モードとは，部材角が全く
生じない座屈モードである．図 4.5.11は，柱の軸方向変形を考慮する場合の提案手法の計算結果と，
幾何学的非線形性を考慮した釣合経路解析結果および第 3章に示した設計図表から推定される骨組座
屈時の 1層目柱の軸力を示している．第 3章の設計図表は柱の軸方向変形を考慮して作成したもので
ある．
　各グラフの縦軸の値は骨組が座屈するときの圧縮側外柱 1層目の軸力の値を NEで除したものであ
る．図 4.5.10と図 4.5.11の (a)図と (d)図には梁柱曲げ剛性比 (b/a = 0.4)の n層 2スパン骨組での比較
を示しており，これは第 2章の図 2.4.1に示した Series Aである．(a)図が柱脚固定の場合で (d)図が柱
脚ピンの場合である．図の横軸は層数 nである．図 4.5.10と図 4.5.11の (b)図と (e)図には梁柱曲げ剛
性比 (b/a = 0.4)の 5層 sスパン骨組での比較を示しており，これは第 2章の図 2.4.1に示した Series B

である．(b)図が柱脚固定の場合で (e)図が柱脚ピンの場合である．図の横軸はスパン数 sである．図
4.5.10と図 4.5.11の (c)図と (f)図には梁柱曲げ剛性比 (b/a)が異なる 5層 2スパン骨組での比較を示
しており，これは第 2章の図 2.4.1に示した Series Cである．(c)図が柱脚固定の場合で (f)図が柱脚ピ
ンの場合である．図の横軸は (b/a)である．◆は線形座屈解析から得られる圧縮側外柱 1層目の座屈
時軸力 eig.N1crを NEで除したものである．▲は釣合経路解析での圧縮側外柱 1層目の座屈時軸力 N1crを
NEで除したものである．釣合経路解析では，柱の軸剛性が初期剛性の 0.2倍になった時点を座屈と定
義している．●，◯，□は提案手法の計算結果で，(Pjcr /kj )が最小になる層の柱の座屈軸力 Pjcrを骨組
の柱軸力分布に従って 1層目の軸力に換算したものである．●は個材座屈軸力算定式で座屈軸力 Pjcr

が決まる場合，◯は中間座屈軸力算定式で Pjcrが決まる場合，□は sway座屈軸力算定式で Pjcrが決ま
る場合である．+は設計図表で得られる座屈長さ係数から計算した座屈軸力 Pjcrを k j で除した値が最
小になる層の柱の座屈軸力 Pjcrを，骨組の柱軸力分布に従って 1層目の軸力に換算したものである．
×は文献 4.2)の手法で計算した圧縮側柱の座屈時軸力である．
　図 4.5.10より，提案手法で柱の軸方向変形を考慮しない場合には，線形座屈解析結果に対して多少
誤差が大きい場合もあるが，その値とパラメータに対する傾向をおおむね評価できている．図 4.5.10(d)

に示した柱脚ピンで (b/a =0.4)の 2層 2スパン骨組で線形座屈解析に対する誤差が +8.9 %，(f)図に示
した柱脚ピンで (b/a = 1.6)の 5層 2スパン骨組での誤差が + 9.5 %と少し大きい．これら以外では，
誤差は (-6.7 ~ +5.1 %)の範囲である．図 4.5.10より，提案手法で柱の軸方向変形を考慮しない場合には，
ほとんどが個材座屈モードで座屈軸力が決まる．(e)図に示した柱脚ピンで (b/a = 0.4)の 5層 1スパン
骨組のみが中間座屈モードになる．個材座屈モードはスパン数の影響を直接受けないが，中間座屈モー
ドを考慮することで，2スパン骨組と比較して 1スパン骨組の座屈軸力が低下する傾向を提案手法で
も表現できている．図 4.5.10より，文献 4.2)の手法で計算した結果も，線形座屈解析結果をおおよそ
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図 4.5.10　線形座屈解析結果および文献 4.2)の手法と提案手法（柱の軸方向変形を考慮しない）の比較

図 4.5.11　釣合経路解析結果および設計図表の値と提案手法（柱の軸方向変形を考慮する）の比較

P1cr：提案手法あるいは文献 4.2)の手法で計算した骨組が座屈するときの 1層目柱の軸力
eig.N1cr：線形座屈解析における圧縮側外柱 1層目の座屈時軸力（第 2章参照）
N1cr：釣合経路解析における圧縮側外柱 1層目の座屈時軸力（第 2章参照）
NE：柱部材長を座屈長さとしたオイラーの座屈軸力
n：層数  s：スパン数 b/a：梁柱曲げ剛性比

(P1cr /NE ) or (eig.N1cr /NE ) (P1cr /NE ) or (eig.N1cr /NE )

(P1cr /NE ) or (eig.N1cr /NE ) (P1cr /NE ) or (eig.N1cr /NE ) (P1cr /NE ) or (eig.N1cr /NE )
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(b/a =0.4)である． (b/a =0.4)である．

(b/a =0.4)である． (b/a =0.4)である．

：線形座屈解析結果
：釣合経路解析結果
：提案手法（個材）
：提案手法（中間）
：提案手法（sway）
：文献 4.2)の手法
：設計図表
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評価できることがわかる．ただし，個材座屈モードに限定した手法であるから，(e)図に示した 1スパ
ン骨組では，提案手法と異なり線形座屈解析結果を過大評価している．
　図 4.5.11より，提案手法で柱の軸方向変形を考慮する場合には，釣合経路解析結果に対して ±10 %

程度の誤差がでる場合もあるが，その値とパラメータに対する傾向をおおむね評価できている．図
4.5.11(a)に示す柱脚固定の n層 2スパン骨組において，釣合経路解析では骨組の層数が増えるほど，
座屈後の軸方向変形の集中する柱が 1層目から 3層目へと移行して行くことを第 2章の表 2.4.3に示
している．これに対して，提案手法で (Pjcr /k j )が最小になる柱，つまり骨組の座屈荷重を決定してい
る柱も，1 ~ 3層骨組では 1層目柱，5 ~ 10層骨組では 2層目柱，15層骨組では 3層目柱と上層に移行
する．図 4.5.11(e)に示す柱脚ピンの 5層 sスパン骨組で，スパン数が 1あるいは 2の時に．提案手法
では中間座屈モードで座屈軸力が決まるので，スパン数の変化に伴う座屈軸力の変化を非常に良く評
価できている．図 4.5.11(f)に示す柱脚ピンで (b/a = 0.1)の 5層 2スパン骨組において，提案手法では
sway座屈モードで座屈軸力が決まっている．この骨組では，釣合経路解析において，座屈後の軸方
向変形が集中する 1層目圧縮側柱の柱頭に取り付いている 2層目床梁が図 4.5.3のように S字に変形
することを確認している．つまり，釣合経路解析でも骨組の座屈モードが swayモードと判断できる．
図 4.5.11には，第 3章に示した設計図表から推定される骨組座屈時の 1層目柱の軸力を示している．
設計図表において座屈モードは任意である．設計図表の作成には 1スパン骨組を用いており，材端の
回転バネ剛性も梁による剛性の (1/2)だけを考慮しているので，釣合経路解析と提案手法の計算結果
よりも低い値になる．すなわち，図 4.5.11より，設計図表を用いれば骨組中の柱の弾性座屈軸力（座
屈長さ係数）を安全側に評価できるが，かなり過小評価する場合もある．一方，提案手法を用いれば
釣合経路解析結果と±10 %程度の誤差となる場合もあるが，その値をおおむね評価できる．

4.5.5　実建物の柱の設計における提案手法の利用法
　前述のように，提案手法は数値解析結果をおおむね評価できる．しかし，柱の軸方向変形を考慮し
た上で，個材，中間，swayと 3つの座屈モードに対して，ここに示した範囲では最大 5回の繰り返し
計算を行うのは煩雑である．よって，計算の簡素化のために，提案手法を実建物に用いる場合には，
柱の軸方向変形を考慮せずに計算することを推奨する．3.2.3項で証明したように，柱の軸方向変形を
考慮しない場合に sway座屈モードが生じることは無いので，個材座屈軸力 aPcrと中間座屈軸力 bPcrを
計算して両者の小さい方を柱の弾性座屈軸力 Pcrとすればよい．図 3.3.2(b)と図 3.3.6(b)に示した設計
図表からわかるように，個材座屈モードになる領域では，柱の軸方向変形を考慮すると座屈長さがよ
り短くなる．設計図表は柱の軸方向変形を考慮しているが，図 3.3.6(b)に示した gnonは柱の軸方向変
形を考慮しない場合の等座屈長さ係数直線である．よって，個材座屈する領域では，提案手法で柱の
軸方向変形を考慮しなくても危険側に仮定したことにはならない．ただし，細長比 (h/i)と梁柱曲げ剛
性比 (b/a)がともに小さい柱では，柱の軸方向変形を考慮することで sway座屈モードになり，より座
屈長さが長くなる場合がある．そこで，多層骨組の中間層の柱では，図 3.3.2(b)に示した sway座屈モー
ドになる領域では，柱の軸方向変形を考慮し，sway座屈座屈軸力 cPcrも計算するべきである．図 3.3.7

と 3.3.9に示した柱脚固定の柱と柱脚ピンの柱の設計図表では，個材座屈モードと sway座屈モードの
境界が明確でない．この場合には，柱の軸方向変形を考慮しなければ座屈長さを過小評価してしまう
おおよその範囲，すなわち，柱脚固定の柱では (h/i > 18)の範囲，柱脚ピンの柱では (h/i > 20)あるいは (b/

a < 0.2)の範囲では，柱の軸方向変形を考慮し，sway座屈座屈軸力 cPcrも計算するべきである．ここ
で iは断面 2次半径である．今後，提案手法と言えば，以上のような考え方を導入した手法を意味す
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図 4.5.12　数値解析結果と提案手法の比較（均等骨組）

(b/a =0.4)である． (b/a =0.4)である．

(b/a =0.4)である． (b/a =0.4)である．
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るものとする．図 4.5.12には，提案手法の計算結果と，図 4.5.10, 4.5.11に示した数値解析結果を重ね
たものを示す．提案手法は数値解析結果を過大評価する場合もあるが，ほとんどの場合に幾何学的非
線形性を考慮した釣合経路解析結果を安全側に評価できることがわかる．提案手法による具体的な計
算過程の例を付録 4に示す．
　図 4.5.13には，2.5節に示した吹抜を有する骨組と 2.6節に示した左右のスパン長が異なる骨組に提
案手法を適用した結果を示す．回転バネ剛性の評価方法は 4.5.4節で述べた柱脚固定の均等骨組での
評価方法に準ずる．(a)図は柱脚固定の 5層 2スパン骨組の左側床梁が 1本吹抜けている骨組である．
数値解析結果の詳細は 2.5節に示している．地震時柱軸力相当荷重は左外柱に引張軸力が，右外柱に
圧縮軸力が生じる方向に作用させるので，これらの骨組では吹抜柱が引張側になる．グラフの縦軸は
骨組の右側外柱 1層目の座屈軸力を NEで除したのもである．横軸の「2層目」は 2層目左側スパン
の床梁が無い骨組という意味である．▲が釣合経路解析結果の (N1cr /NE)で，◆が線形座屈解析結果の
(eig.N1cr /NE)，●はの提案手法の計算結果 (P1cr /NE)であり，(Pjcr /kj )が最小になる柱の座屈軸力を 1層目
柱の軸力に換算した値である．提案手法では，全て個材座屈モードになる．図 4.5.13(a)より，2層目
あるいは 3層目の床梁が吹抜けている骨組では，提案手法が数値解析結果を過大評価していることが
わかる．地震時柱軸力作用時に吹抜柱が引張側にある場合には内柱にあまり大きな引張軸力が作用し
ていないので，図 2.5.3と 2.5.4の (c), (d)図に見られるように吹抜層の隣にある複数層の柱が，一本の
柱が個材座屈するようなモードを形成する場合がある．提案手法では柱が各層ごとに座屈することし

ここでの提案手法は 4.5.5項に説明した考え方を導入した提案手法である．

：線形座屈解析結果
：釣合経路解析結果
：提案手法（個材）
：提案手法（中間）
：提案手法（sway）
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図 4.5.13　数値解析結果と提案手法の比較（不均等骨組）

lR：右側のスパン長
lL：左側のスパン長

左側床梁における梁柱曲げ剛性比が 0.2で，
右側床梁の梁柱曲げ剛性は 0.2/(lR /lL)

か想定していないので，このようなモードが生じる場合には，数値解析結果を過大評価する恐れがあ
る．図 4.5.13(b)は柱脚固定の 5層 2スパン骨組の右側床梁が 1本吹抜けている骨組である．数値解析
結果の詳細は 2.5節に示している．これらの骨組では吹抜柱が圧縮側になる．提案手法において，2, 3, 

4層目のいずれかの床梁が吹抜けている骨組では，吹抜柱あるいはその直下の柱で骨組の座屈荷重が
決まる．提案手法が数値解析結果をおおむね評価できている場合もあるが，それを過大評価している
場合もある．(c)図は柱脚固定の 5層 2スパン骨組で左右のスパン長を変化させた場合である．数値解
析結果の詳細は 2.6節に示している．左側のスパン長を lL ，右側を lRとし，(lR /lL)を変化させた 7つ
の骨組と，1スパン骨組の結果を示している．lLは 4 (m)で一定とし，左側床梁と柱の曲げ剛性比を 0.2

とする．部材断面は左右のスパンで同一としているので，右側床梁と柱の曲げ剛性比は (0.2/(lR /lL))で
ある．(lR /lL ≦ 1.5)では右外柱の座屈時軸力を示し，(lR /lL ≧ 2.0)では提案手法において内柱で骨組の座
屈荷重が決まるので，内柱の座屈時軸力を示す．(lR /lL ≦ 1.0)で提案手法は線形座屈解析とほぼ一致し，
釣合経路解析と比較すれば値が小さいものの，(lR /lL)が大きくなるほど座屈時軸力が低下する傾向は
同じである．しかし，(lR /lL = 1.0)から 1.5にかけて釣合経路解析結果が急激に低下する傾向を提案手

ここでの提案手法は 4.5.5項に説明し
た考え方を導入した提案手法である．

：線形座屈解析結果
：釣合経路解析結果
：提案手法（個材）
：提案手法（中間）
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法では表現できていない．(lR /lL = 1.25, 1.5)の右外柱では梁柱曲げ剛性比が 0.2以下になるので，提案
手法で柱の軸方向変形を考慮している．(lR /lL ≧ 1.25)の骨組では，例えば図 2.6.6(d)図に示した変形図
より，釣合経路解析では柱が全層にわたってたわむ座屈モードになることが確認できる．引張軸力を
受ける左外柱と圧縮軸力を受ける内柱の間にある梁の座屈が主因となってこのような座屈モードにな
る可能性も否定できず，柱の座屈長さを算定する際にこの座屈モードを考慮すべきかは今後検証が必
要である．

4.6　結
　本章では，任意の境界条件の柱モデルの座屈モードとして個材座屈モード，中間座屈モード，sway

座屈モードの 3つを想定し，地震時柱軸力相当荷重を受ける多層多スパン骨組中の柱の弾性座屈軸力
（座屈長さ）を，簡易に，精度良く算定する手法を提案した．個材座屈モードは部材角が生じない座
屈モードである．中間座屈モードは，個材座屈モードと同じように柱がたわむが，部材角が生じる座
屈モードである．sway座屈モードは，柱が S字にたわみ，柱頭の水平変位が最も大きくなる座屈モー
ドである．
　4.2節で先行研究の内容と本章の関係を明らかにした．
　4.3節では，3つの座屈モードのたわみ曲線を 3次あるいは 4次曲線で近似し，仮想仕事の原理を用
いてそれぞれの弾性座屈軸力算定式（以下「提案式」）を導出した．
　4.4節では，4.3節で示した提案式と，既往の陽解法の弾性座屈軸力算定式，座屈たわみ角法を用い
て誘導した座屈条件式の比較を行い，以下の知見を得た．

(1)個材座屈軸力算定式については 4.3節に示した提案式の係数を調節することで，座屈たわみ角
法の座屈条件式と比較して既往の式と同等の精度となることを確認した．

(2)提案式の個材，中間，sway座屈軸力算定式の 3つを用いれば，座屈モードが個材から swayへ
と連続的に変化する座屈たわみ角法の座屈条件式の計算結果をおおむね評価できる．

　4.5節では，提案式を用いて多層多スパン骨組中の柱の弾性座屈軸力を算定する方法（以下「提案
手法」）を示した．提案手法の計算結果と，第 2章に示した多層多スパン骨組の数値解析結果を比較し，
以下の知見を得た．

(3)計算対象柱の上下層の柱に作用する圧縮軸力によって上下層の柱の曲げ剛性が低下する影響と，
計算対象柱と同一層の他の柱に作用する引張軸力が計算対象柱頭部の水平変位を抑制する効果
を考慮することで，誤差が大きくなる場合もあるが，2.5節に示した均等多層多スパン骨組の数
値解析結果をおおむね評価できる．

(4)吹抜柱が計算対象柱になる場合にも均等骨組と同様に評価できるが，計算対象柱と同一層に吹
抜層が存在する場合には，提案手法で想定していない座屈モードが生じる場合があり，注意が
必要である．

(5)左右のスパン長が異なる柱脚固定の 5層 2スパン骨組の数値解析結果と提案手法の計算値の比
較を行うと．片側の外柱と内柱の両方に大きな圧縮軸力が作用する場合，あるいは外柱に作用
する圧縮軸力が小さく内柱が大きな圧縮軸力を受ける場合に，提案手法は釣合経路解析の結果
をうまく評価できなかった．ただしこれは，内柱が座屈することに起因するのか，梁の曲げ剛
性が柱と比較してかなり低いために幾何学的非線形性を考慮した釣合経路解析では梁の座屈が
主因となって骨組の座屈荷重が決まるからなのかを明確にできていない．これは今後の検討課
題である．
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第5章　結論

　本論文では，一次設計用地震荷重作用時を念頭において，柱に軸方向荷重のみが作用する際の骨組
の弾性座屈現象と柱の座屈長さについて考察をおこなった．すなわち，幾何学的に線形な解析におい
て，Ai分布の地震層せん断力作用時（図 5.1(a)）と柱軸力分布が相似になる鉛直荷重群を地震時柱軸
力相当荷重（図 5.1(b)）と定義し，この荷重群を用いた．鋼構造座屈設計指針などに示されている座
屈長さ算定図表 5.1) ~ 5.4)は，無限に均等な骨組中の柱が一様に圧縮軸力を受け全ての柱が同時に座屈す
ることを想定している．これに対して，後述するように地震時柱軸力相当荷重作用時には，図 5.1(b)

の右外柱のようにより大きな圧縮軸力を受ける柱は，引張軸力や小さな圧縮軸力を受ける同一層の他
の柱や梁によって層間水平変位を抑制されるので，その座屈長さは鉛直下向き荷重作用時よりも短く
なる．すなわちその圧縮強度は鉛直下向き荷重作用時よりも高くなる．

　第 2章では，一定の長期荷重の後に地震時柱軸力相当荷重が作用する場合（以下「地震時柱軸力相
当荷重作用時」）の多層多スパン骨組の数値解析を行い，その弾性座屈現象と骨組中の柱の弾性座屈
時軸力について考察した．線材解析プログラムには線材解析プログラムの CLAP.f 5.5)を用い，線形座
屈解析と，幾何学的非線形性を考慮した釣合経路解析（以下「釣合経路解析」）の 2つを行った．
　2.3節では，5層 2スパン骨組に鉛直下向き荷重のみが作用する場合と，地震時柱軸力相当荷重作用
時の弾性座屈現象を比較し，以下の知見を得た．

(1)鉛直下向き荷重作用時には，大きな圧縮軸力を受ける骨組下層部全体が sway変位する座屈モー
ドが生じ，そのときの柱の弾性座屈時軸力は，柱部材長を座屈長さとしたオイラーの座屈軸力
NEを下回る．

(2)地震時柱軸力相当荷重作用時には，下層部の圧縮側柱が層ごとに弓なりに変形する個材座屈モー
ドが生じ，そのときの骨組下層部の弾性座屈時柱軸力は NEを上回る．

　2.4節では，パラメータが地震時柱軸力相当荷重作用時の均等骨組の弾性座屈現象に与える影響を
考察し，以下の知見を得た．

(3)圧縮側外柱のある層が単独で座屈する場合，つまりその層に座屈変形が集中する場合よりも，
上下層と連成座屈する場合，つまり上下層にも座屈変形が大きくなる場合の方が，弾性座屈時
軸力は小さくなる．これは，単独座屈では上下層の柱が当該層の拘束材と見なせるが，連成座

図 5.1　地震時柱軸力相当荷重
(a)Ai分布の地震層せん断力が作用する骨組 (b)地震時柱軸力相当荷重が作用する骨組

←柱軸力分布が相似→
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屈ではその拘束があまり期待できないためである．
(4)スパン数が増えるほど，無次元化した弾性座屈時軸力はわずかに上昇する．これは，圧縮側柱
の sway変位を抑制する柱と梁の本数が増えるからである．

(5)梁柱曲げ剛性比が大きくなるほど，無次元化した弾性座屈時軸力は上昇する．これは，柱に対
して梁の曲げ剛性が高いほど，柱の変形が抑制されるからである．

　2.5節では，吹抜けを有する骨組を用いて数値解析を行い，地震時柱軸力相当荷重作用時の弾性座
屈性状と骨組中の柱の座屈時軸力について考察し，以下の知見を得た．

(6)吹抜骨組においても柱の弾性座屈時軸力は，柱と周辺部材の剛性比および柱軸力分布に大きく
依存すると考えられる．

　2.6節では，左右のスパン長が異なる 5層 2スパン骨組に一定の長期荷重と漸増の地震時柱軸力相
当荷重を作用させる数値解析を行い，その弾性座屈性状と骨組中の柱の座屈時軸力について考察し，
以下の知見を得た．

(7)線形座屈解析結果は柱とその周辺部材の剛性比によって説明できる．釣合経路解析では片側の
スパンの梁柱曲げ剛性比が 0.2以下と小さく，かつ内柱が座屈する骨組において，柱が全層に
わたってたわむような座屈モードが見られた．均等骨組では見られなかった座屈モードである
が，不均等骨組で梁柱曲げ剛性比がかなり小さい場合の特殊な現象の可能性もあり，今後検証
が必要である．

　2.7節では，柱の軸剛性が幾何学的非線形性を考慮した数値解析に与える影響を考察するために，
柱断面積を中空正方形とした場合と中実正方形とした場合の解析を行い比較した．その結果，次の知
見を得た．

(8)幾何学的非線形性を考慮すると，無次元化した弾性座屈時軸力に柱の軸剛性が有意な影響を与
える場合がある．また，梁柱曲げ剛性比がかなり低い場合には，地震時柱軸力相当荷重作用時
においても，骨組の sway座屈モードが生じる場合がある．

　2.8節では，骨組の水平剛性が本章の考察結果に与える影響を考察し，以下の知見を得た．
(9)骨組全体の水平剛性は本章で得られた知見に直接影響しない．ただし，柱幅が変化することで，
柱の軸剛性と NEの関係が変化し，幾何学的非線形性を考慮した釣合経路解析では，解析結果が
わずかに変化する．

　第 2章に示した全ての数値解析結果より，以下の知見が得られた．
(10)本論文に示した範囲の均等ラーメン骨組および不均等ラーメン骨組では，52A20-30B04fixを除
いて，地震時柱軸力相当荷重作用時に座屈変形が集中する圧縮側柱下層部の座屈時軸力が全て
NEを上回った．52A20-30B04fixは梁の曲げ剛性が柱と比較してかなり低く，右外柱と内柱がと
もに大きな圧縮軸力を受ける柱脚固定の 5層 2スパン骨組である．この骨組の解析結果は図 2.6.6

に示しているが，釣合経路解析を行った際の 2層目右外柱の座屈時軸力は NEの 0.992倍であっ
た（表 2.6.1(a)）．

　第 3章では，地震時柱軸力相当荷重作用時の多層多スパン骨組中の柱の座屈長さを簡易に算定する
ための設計図表を提案した．
　3.2節では，1層 1スパン骨組を用いて地震時柱軸力相当荷重作用時の骨組の弾性座屈性状について
詳細に検討し，以下の知見を得た．

(11)柱の軸方向変形が無視できる場合には，引張軸力が柱を引き起こそうとする働き（幾何剛性）と，
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圧縮軸力が柱を倒そうとする働き（幾何剛性）が相殺され，1層 1スパン骨組中の柱の座屈モー
ドは図 3.2.12(a)に示す圧縮側柱の個材座屈モードになり，座屈長さ lkは柱部材長 h以下になる．

(12)柱の軸方向変形を考慮すれば，上述の幾何剛性のうち，圧縮軸力によるものが高くなり，長期
荷重と地震時柱軸力相当荷重を受ける骨組において (lk > h)になる可能性がある．

　3.3節では同一層の他の柱の軸力が対象とする柱の頭部の水平変位に与える影響と柱の軸方向変形
を考慮した上で，地震時柱軸力相当荷重を受ける多層 1スパン骨組の座屈長さ算定図表（以下「設計
図表」）を示した．第 2章の数値解析結果から明らかなように，スパン数が増えると座屈長さは短く
なるので，設計図表を多スパン骨組に適用すれば安全側の評価になる．3.3節において以下の知見が
得られた．

(13)柱脚固定の多層骨組の最下層においては座屈長さ係数が必ず 1以下になる．
(14)釣合経路解析結果との比較から，2.4節に示した均等骨組では，設計図表が柱の座屈長さ係数
を安全側に評価できることが示された．

(15)釣合経路解析結果との比較から，2.5節に示した吹抜柱を含む骨組においても，設計図表が柱
の座屈長さ係数を安全側に評価できることが示された．ただし，吹抜層を含む骨組では吹抜層
の隣にある複数層の柱が，一本の柱が個材座屈するようなモードを形成する場合があり，設計
図表はこのモードを考慮していないので，条件によっては釣合経路解析結果を安全側に評価で
きない可能性がある．

(16)釣合経路解析結果との比較から，2.6節に示した左右のスパン長が異なる 5層 2スパン骨組に
ついては，安全側に評価できない場合もある．ただし，その場合の数値解析での座屈モードは
梁の座屈が主因となっている可能性も否定できず，柱の座屈長さを算定する際にこの座屈モー
ドを考慮すべきかは今後検証が必要である．

　なお，吹抜け柱では対象としている柱の部材長を hとし，内柱では柱端部の左右にある梁の曲げ剛
性の和の，柱の曲げ剛性に対する比を (b/a)とすることで，設計図表を利用することができる．中間
層において上下の梁剛性が異なる場合には，その低い方を用いて (b/a)を計算して設計図表に適用す
れば，安全側に評価できる．また，設計図表（座屈長さ算定図表）は多層骨組用に梁の断面 2次モー
メントを (1/2)にして計算しているので，1層骨組の場合には (b/a)を実際の 2倍にしてプロットする．

　第 4章では，任意の境界条件の柱モデルの座屈モードとして個材座屈モード，中間座屈モード，
sway座屈モードの 3つを想定し，地震時柱軸力相当荷重を受ける多層多スパン骨組中の柱の弾性座屈
軸力（座屈長さ）を，簡易に，精度良く算定する手法を提案した．個材座屈モードは部材角が生じな
い座屈モードである．中間座屈モードは，個材座屈モードと同じように柱がたわむが，部材角が生じ
る座屈モードである．sway座屈モードは，柱が S字にたわみ，柱頭の水平変位が最も大きくなる座屈
モードである．
　4.2節で先行研究の内容と本章の関係を明らかにした．
　4.3節では，3つの座屈モードのたわみ曲線を 3次あるいは 4次曲線で近似し，仮想仕事の原理を用
いてそれぞれの弾性座屈軸力算定式（以下「提案式」）を導出した．
　4.4節では，4.3節で示した提案式と，既往の陽解法の弾性座屈軸力算定式，座屈たわみ角法を用い
て誘導した座屈条件式の比較を行い，以下の知見を得た．

(17)個材座屈軸力算定式については 4.3節に示した提案式の係数を調節することで，座屈たわみ角
法の座屈条件式と比較して既往の式と同等の精度となることを確認した．
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(18)提案式の個材，中間，sway座屈軸力算定式の 3つを用いれば，座屈モードが個材から swayへ
と連続的に変化する座屈たわみ角法の座屈条件式の計算結果をおおむね評価できる．

　4.5節では，提案式を用いて多層多スパン骨組中の柱の弾性座屈軸力を算定する方法（以下「提案
手法」）を示した．提案手法の計算結果と，第 2章に示した多層多スパン骨組の数値解析結果を比較し，
以下の知見を得た．

(19)計算対象柱の上下層の柱に作用する圧縮軸力によって上下層の柱の曲げ剛性が低下する影響
と，計算対象柱と同一層の他の柱に作用する引張軸力が計算対象柱頭部の水平変位を抑制する
効果を考慮することで，誤差が大きくなる場合もあるが，2.5節に示した均等多層多スパン骨組
の数値解析結果をおおむね評価できる．

(20)吹抜柱が計算対象柱になる場合にも均等骨組と同様に評価できるが，計算対象柱と同一層に吹
抜層が存在する場合には，提案手法で想定していない座屈モードが生じる場合があり，注意が
必要である．

(21)左右のスパン長が異なる柱脚固定の 5層 2スパン骨組の数値解析結果と提案手法の計算値の比
較を行うと．片側の外柱と内柱の両方に大きな圧縮軸力が作用する場合，あるいは外柱に作用
する圧縮軸力が小さく内柱が大きな圧縮軸力を受ける場合に，提案手法は釣合経路解析の結果
をうまく評価できなかった．ただしこれは，内柱が座屈することに起因するのか，梁の曲げ剛
性が柱と比較してかなり低いために幾何学的非線形性を考慮した釣合経路解析では梁の座屈が
主因となって骨組の座屈荷重が決まるからなのかを明確にできていない．これは今後の検討課
題である．

　最後に，本論文では検討が不十分あるいは未検討の点，および本論文で得られた知見を用いた今後
の研究テーマを以下に示す．

(i)計算対象柱と同一層に吹抜層が存在する場合には，吹抜層を含む骨組では吹抜層の隣にある複
数層の柱が，一本の柱が個材座屈するようなモードを形成する場合がある（図 2.5.3(c), (d)）．第
3章に示した設計図表と第 4章に示した提案手法では，このように複数層の柱で一つの座屈波
形が形成されることを想定していない．

(ii)釣合経路解析では，左右のスパン長が異なる柱脚固定の 5層 2スパン骨組において，片側のス
パンの梁柱曲げ剛性比が 0.2以下と小さく，かつ内柱に大きな柱軸力が作用する骨組において，
柱が全層にわたってたわむような座屈モードが見られた．これは，内柱が座屈することに起因
するのか，梁の曲げ剛性が柱と比較してかなり低いために幾何学的非線形性を考慮した釣合経
路解析では梁の座屈が主因となって骨組の座屈荷重が決まるからなのかを明確にできていない．
今後，より現実的な梁柱曲げ剛性比の骨組を用いて検証が必要である．

(iii)本論文は平面骨組を対象としているが，骨組を立体的にとらえた場合，本論文で想定している
地震時柱軸力相当荷重を受けている構面と直交する構面では，全ての柱が引張軸力を受ける構
面と，全ての柱が圧縮軸力を受ける構面が存在する．よって，地震時柱軸力相当荷重を受けて
いる構面内の座屈だけでなく，立体骨組が全体としてねじれる座屈モードも想定される．立体
骨組においても，圧縮軸力を受ける柱は引張軸力あるいはより小さな圧縮軸力を受ける柱や梁
によって変位を抑制され，鉛直下向き荷重作用時よりも座屈長さが短くなるのか検討する必要
がある．

(iv)地震時柱軸力相当荷重を受ける骨組において，柱の軸方向変形を考慮しなければ，3.2.3節に示
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した考察からして，sway座屈モードの提案式を使用する機会はない．一方で，鉛直下向き荷重
が作用する骨組中の柱の弾性座屈軸力を提案手法で算定するならば，sway座屈モードの提案式
は有用と考えられる．
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5 – 6



A1 – 1

付録1．前載荷重を受ける構造物の線形座屈解析

　幾何学的非線形性を考慮したときの構造物の増分型釣合式は以下のように表せる．

K⎡⎣ ⎤⎦+λ K0
G⎡

⎣
⎤
⎦( ) Δu{ }= ΔP{ }  (A1.1)

ただし，
　[K ] ：前載荷重を受けた状態における接線剛性行列【前載荷重がない場合は初期剛性行列】
　[K0

G ] ：単位の外力増分分布に対応する幾何剛性行列（初期応力行列）の変化分
　　　　【前載荷重がない場合は単位の外力増分分布に対応する幾何剛性行列（初期応力行列）】
　l	 ：座屈荷重を求めたい外力増分分布に乗じる荷重係数
　{Du} ：変位増分
　{DP} ：外力増分

座屈解析は，ゼロの外力増分 ({DP} = {0})に対して自明な解の ({Du} = {0})以外の解を見つける問題
である．すなわち，式 (A1.1)を次のような固有値問題の式に書き改めたとき，lが座屈荷重係数となり，
{Du}が座屈モードとなる．

K⎡⎣ ⎤⎦+λ K0
G⎡

⎣
⎤
⎦( ) Δu{ }= 0{ }  (A1.2)

ここで，数値解析の便を図り，上式を次のように変形する．まず，式 (A1.2)の両辺を lで除す．

K0
G⎡

⎣
⎤
⎦+
1
λ
K⎡⎣ ⎤⎦

⎛

⎝
⎜

⎞

⎠
⎟ Δu{ }= 0{ }  (A1.3)

上式の左から [K ]-1/2を乗じる．

K⎡⎣ ⎤⎦
−
1
2 K0

G⎡
⎣

⎤
⎦+
1
λ
K⎡⎣ ⎤⎦

−
1
2 K⎡⎣ ⎤⎦

⎛

⎝
⎜⎜

⎞

⎠
⎟⎟ Δu{ }= 0{ } → K⎡⎣ ⎤⎦

−
1
2 K0

G⎡
⎣

⎤
⎦+
1
λ
K⎡⎣ ⎤⎦

1
2

⎛

⎝
⎜⎜

⎞

⎠
⎟⎟ Δu{ }= 0{ }  (A1.4)

さらに，[K ]-1/2[K ]1/2 = [I ]より次式のように変形する．

K⎡⎣ ⎤⎦
−
1
2 K0

G⎡
⎣

⎤
⎦ K⎡⎣ ⎤⎦

−
1
2 K⎡⎣ ⎤⎦

1
2 +
1
λ
K⎡⎣ ⎤⎦

1
2

⎛

⎝
⎜⎜

⎞

⎠
⎟⎟ Δu{ }= 0{ } → K⎡⎣ ⎤⎦− λ I⎡⎣ ⎤⎦( ) Δu{ }= 0{ }  (A1.5)

ただし，

　 K⎡⎣ ⎤⎦= K⎡⎣ ⎤⎦
−
1
2 K0

G⎡
⎣

⎤
⎦ K⎡⎣ ⎤⎦

−
1
2（対称行列） (A1.6)

　 Δu{ }= K⎡⎣ ⎤⎦
1
2 Δu{ }  (A1.7)

　 λ = −
1
λ

 (A1.8)

式 (A1.5)は次のようにも表現できる．

K⎡⎣ ⎤⎦ Δu{ }= λ Δu{ }  (A1.9)

式 (A1.5)や (A1.9)は固有値解析の汎用ライブラリーを用いて数値的に解くことができ，固有値 lや固
有ベクトル {Du}を得ることができる．式中の [K ]は対称行列なので効率の良い数値計算が可能である．
また，式 (A1.8)を変形した (l = -1/l)で座屈荷重係数が得られ，式 (A1.7)を変形した ({Du} = [K]-1/2{Du})

を用いて座屈モード {Du}が得られる．
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　構造解析ツール CLAP.fを利用して通常の線形座屈解析をする場合は，座屈荷重を求めたい外力分
布に対して 1ステップの解析を行い，全体座標系の初期剛性行列と，解析終了時の部材応力に応じた
幾何剛性行列（初期応力行列）を加味した接線剛性行列をファイルに出力する．別プログラムでそれ
らのファイルを読み込み，後者の接線剛性行列から前者の初期剛性行列を差し引くことで，座屈荷重
を求めたい外力分布に対する幾何剛性行列（初期応力行列）を算出する．その幾何剛性行列（初期応
力行列）と，初期剛性行列を用いて固有値解析を行うことになる．一方，ある荷重（前載荷重）を載
荷した状態に対して線形座屈解析をする場合は，前載荷重に達するまで静的な増分解析を，幾何学的
非線形性を考慮して行い，解析終了時の接線剛性行列と，さらなる単位の外力増分に対応する接線剛
性行列（部材応力変化にともなう幾何剛性行列（初期応力行列）の変化を加味したもの）を用いて固
有値解析を行うことになる．鉛直下向き荷重を載荷した後に，地震時柱軸力相当荷重に対する座屈解
析を行う場合などがこれにあたる．
　幾何学的非線形性を考慮した接線剛性行列は一般に3つの成分で構成されている．すなわち，無応力・
無変形状態に対する剛性の成分，変形の適合条件と力の釣合条件が変形にともなって変化することで
生じる成分，構成部材に応力が発生することで生じる成分（幾何剛性行列または初期応力行列）である．
線形座屈解析をする場合，式 (A1.1)において座屈荷重係数に乗じる剛性行列は，上述の 3番目の成分
の幾何剛性行列（初期応力行列）である．したがって，座屈荷重を求めたい外力分布に対する 1ステッ
プの解析を終了してからファイル出力する接線剛性行列は，構成部材の応力変化にともなう更新だけ
を行ったものとし，適合条件と釣合条件が変形にともなって変化することによる更新を行ってはなら
ない．すなわち，この最終ステップにおける状態変化に対して，座標変換行列を更新しないで全体座
標系の接線剛性行列を算出することが肝要である．また，CLAP.fでは幾何学的非線形性を考慮した部
材剛性行列を Jenningsの方法で定式化しており，部材剛性行列の第 1行（列）を材軸方向，第 2行（列）
を始端側回転方向，第 3行（列）を終端側回転方向とすれば，上述の 3つの成分は具体的に次のよう
に表せる．ただし，以下において無記入の要素はいずれもゼロである．
(i)無応力・無変形状態に対する剛性の成分
　　第 11要素：EA/l0　，　　第 22, 33要素：4EI/l0　，　　第 23, 32要素：2EI/l0

(ii)変形の適合条件と力の釣合条件が部材変形にともなって変化することで生じる成分
　　第 12, 21要素：(4qi - qj)EA/30　，  第 13, 31要素：(- qi + 4qj)EA/30

　　第 22要素：(16qi
2 - 8qiqj + qj

2)EAl0 /900　， 第 23, 32成分：(- 4qi
2 + 17qiqj - 4qj

2)EAl0 /900

　　第 33要素 (qi
2 - 8qiqj + 16qj

2)EAl0 /900

(iii)部材応力が発生することで生じる成分
　（初期応力行列に相当する成分であるが，初期応力ではなく材端変形を用いて表現されている．）
　　第 22, 33要素：2EAu/15 + 2(2qi

2 - qiqj + 2qj
2)EAl0 /450

　　第 23, 32要素：- EAu/30 - (2qi
2 - qiqj + 2qj

2)EAl0 /900

 ここで， E：ヤング率　，　　　　　A：断面積　，　　　I：断面 2次モーメント
  l0：部材の初期長さ　，　　u：部材の伸び
  qi：部材の始終端を結ぶ基線から計った始端側回転角
  qj：部材の始終端を結ぶ基線から計った終端側回転角
座屈荷重を求めたい外力分布に対する 1ステップの解析を終了した時点においては，部材剛性行列に
ついても 3番目の成分（初期応力行列）だけを更新せねばならない．さらに，線形の座屈解析なので，
材端変形に関する 1次の項（2EAu/15と- EAu/30）だけについて更新することになる．
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付録2．部材の要素分割数が数値解析結果に与える影響

　本論文において骨組の数値解析には，線材解析プログラムの CLPA.fを用いている．CLAP.fでは部
材のたわみを 3次曲線で近似している．本文中では柱と梁の各部材を材軸方向に 5要素に分割してい
るが，部材の要素分割数が解析結果に与える影響を考察するため，ここでは 10要素に分割した場合
の数値解析結果を示す．解析対象骨組は第 2章に示した基準骨組 1（52A15B06fix）である．骨組の諸
量は表 2.4.1(a)に示している．基準骨組 1の各部材を材軸方向に 5要素に分割し，一定の長期荷重と
漸増の地震時柱軸力相当荷重 (図 2.2.2）を作用させたときの数値解析結果と，10要素に分割した解析
結果を重ねて図 A2.1に示す．5要素に分割した解析結果は図 2.3.4に示したものと同じである．
　図 A2.1(a), (b)中の実線が釣合経路解析結果である．縦軸は右外柱の軸力 Niを NEで除したものであ
る．iは層数で，NEは柱部材長を座屈長さとしたオイラーの座屈軸力である．(a)図の横軸は i層目右
外柱の材軸方向縮み d i を柱部材長 hで除したもので，(b)図の横軸は i層での右外柱の部材角 Riであ
る．釣合経路解析においては，(Ni /NE - di /h)関係の剛性が初期剛性の 0.2倍になった時点を座屈とし，
そのときの座屈時軸力 Nicrを NEで除したものを◯で示している．二点鎖線は線形座屈解析による右外
柱の弾性座屈時軸力 eig.Nicrを NEで除したものである．図中の黒色が各部材を 5要素に分割した場合で，
灰色が 10要素に分割した場合である．部材の要素分割数によって，(a), (b)図に示した無次元化軸力
変形関係では，釣合経路解析において，2層目柱の座屈後の挙動に差異が認められる．ただし，座屈
前の挙動および座屈時軸力にはほぼ差異がない．また，(c), (d)図に示した線形座屈解析での座屈モー
ドと，釣合経路解析での変形図にもほぼ差異はない．釣合経路解析における変形図は，2層目の柱が
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(d)釣合経路解析変形図
（(a), (b)図の破線のレベル）

(c)線形座屈解析座屈モード

図 A2.1　要素の分割数が数値解析結果に与える影響
　　             （長期荷重＋地震時柱軸力相当荷重を受ける基準骨組 1）

【釣合経路解析結果】
　Ni ：i層目右外柱軸力
　di ：i層目右外柱軸縮み
　Ri ：i層目右外柱部材角
　h ：柱部材長
　  ◯   ：釣合経路解析での座屈時軸力

di /h

Ni /NE

Ri

Ni /NE

eig.N1cr /NE

eig.N2cr /NE

(a)右外柱無次元化軸力
　　　-平均ひずみ関係

(b)右外柱無次元化軸力
　　　　　-部材角関係

N1cr /NE

N2cr /NE

eig.N1cr /NE

eig.N2cr /NE

N1cr /NE

N2cr /NE

黒色：5分割
灰色：10分割
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【線形座屈解析結果】
　eig.Nicr ：骨組座屈時 i層目右外柱軸力

　NE：柱部材長を座屈長さとしたオイラーの座屈荷重
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図 A2.1(a), (b)に破線で示した変形状態のときのものである．本研究は，鉛直方向の荷重に対する解析
を行うので，剛性が急激に変化する前に生じるのは柱の材軸方向に縮む変形がほとんどで，柱に曲げ
変形はあまり生じないと考えられる．そのために，部材の要素分割数を 5分割から 10分割に増やし
ても，座屈前の挙動があまり変化しないと考えられる．
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付録 3．剛床仮定のモデル化の違いが数値解析結果に与える影響
− 梁の軸剛性をほぼ剛にするモデルでの比較 −

　本論文において骨組の数値解析には，線材解析プログラムの CLPA.fを用いている．この際，同一
層の梁端部の水平変位を等置して剛床仮定をモデル化することも可能である．しかし，これでは梁の
曲げ変形による部材端距離の変化も拘束するので，曲げ剛性を過大評価することになる，特に，本論
文は大変形域まで釣合経路解析を行うので，その影響が大きいと考えられる．そこで変位等置を行わ
ず，梁の断面積を十分に大きくし，軸剛性をほぼ剛にすることで剛床仮定をモデル化している．具体
的には，断面設計で決定した梁の断面 2次モーメント Ibをもとにして，幅厚比がフランジ，ウェブと
もに基準強度 (F = 235 kN/mm2)に対するFAランクの上限として計算したH形断面の断面積をAbHとし，
その 104倍の値を梁断面積 Abに用いている．H形鋼はせいと幅の比を (2:1)とする．軸剛性が十分に
剛でなければ，さらに梁断面積を大きくした数値解析と，本論文中に示した数値解析に有意な差異が
生じてしまう．
　図 A3.1には，本文中で図 2.4.27に示した 52A20B02pinの数値解析結果と，梁断面積をさらに 10倍，
すなわち AbHの 105倍にした場合の数値解析結果を重ねたものを示す．図 A3.1(a), (b)中の実線が釣合
経路解析結果である．縦軸は右外柱 1層目の軸力 N1を NEで除したものである．NEは柱部材長を座屈
長さとしたオイラーの座屈軸力である．(a)図の横軸は 1層目右外柱の材軸方向縮み d1 を柱部材長 h

で除したもので，(b)図の横軸は 1層目での右外柱の部材角 R1である．釣合経路解析においては，(N1 

/NE - d1 /h)関係の剛性が初期剛性の 0.2倍になった時点を座屈とし，そのときの座屈時軸力 N1crを NE

で除したものを◯で示している．二点鎖線は線形座屈解析による右外柱の弾性座屈時軸力 eig.N1crを NE
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(d)釣合経路解析変形図
（(a), (b)図の破線のレベル）

(c)線形座屈解析座屈モード

図 A3.1　剛床仮定のモデル化の違いが数値解析結果に与える影響 -梁軸剛性をほぼ剛にするモデルでの比較-
　　             （長期荷重＋地震時柱軸力相当荷重を受ける 52A20B02pin：b/a = 0.1）

【釣合経路解析結果】
　N1 ：1層目右外柱軸力
　d1 ：1層目右外柱軸縮み
　R1 ：1層目右外柱部材角
　h ：柱部材長
　  ◯   ：釣合経路解析での座屈時軸力
【線形座屈解析結果】
　eig.N1cr ：骨組座屈時 1層目右外柱軸力

d1 /h

N1 /NE

R1

N1 /NE

(a)右外柱無次元化軸力
　　　-平均ひずみ関係

(b)右外柱無次元化軸力
　　　　　-部材角関係

N1cr /NE

eig.N1cr /NE
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灰色：Ab = AbH×105
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eig.N1cr /NE

　NE：柱部材長を座屈長さとしたオイラーの座屈荷重
　Ab：数値解析に用いる梁断面積
　AbH：幅厚比がフランジ，ウェブともに基準強度 (F = 235 

kN/mm2)に対する FAランクの上限で，せいと幅の比
が (2:1)の H形鋼とした場合の梁の断面積
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で除したものである．図中の黒色が (Ab = AbH×104)とした場合で，灰色が (Ab = AbH×105)とした場合で
ある．平面骨組における剛床仮定は，柱の水平剛性に対して床スラブの軸剛性が十分に剛と仮定する
ものである．52A20B02pinは梁柱曲げ剛性比 (b/a)が 0.1であるから，AbHと比較して特に梁断面積を
大きくしなければ剛床仮定を表現できない骨組である．52A20B02pinの断面諸量などは表 2.4.1(b)に
示す．(Ab = AbH×104)の骨組は図 2.4.27に示したものと同じであるが，線形座屈解析の座屈モードだけ
変形倍率を拡大して示している．図 A3.1より，(Ab = AbH×104)の骨組と (Ab = AbH×105)の骨組で，数値
解析結果に有意な差が無いことが確認できる．(c), (d)図に示した線形座屈解析での座屈モードと，釣
合経路解析での変形図にもほぼ差異はない．釣合経路解析における変形図は，1層目の柱が図 A3.1(a), 

(b)に破線で示した変形状態のときのものである．
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付録4．提案手法による計算例

　4.5節に示した提案手法に基づいて，地震時柱軸力相当荷重を受ける骨組中の柱の弾性座屈軸力（座
屈長さ）を算定する具体例を以下に示す．対象骨組は基準骨組 1（52A15B06fix）である．断面諸量な
どを図 A4.1に示す．繰り返し計算は前の解との差が 2 %以下になるまで続ける．

EIc  k1 = 1.334

EIb

EIb

EIb

EIc  k2 = 1

EIc  k3 = 0.640

EIc  k4 = 0.336 h

h

h

h

l
図 A4.1　計算に用いる諸量：52A15B06fix

KH0_1F = 33.72×103 (N/mm)

KH0_2F = 20.08×103 (N/mm)

KH0_3F = 18.28×103 (N/mm)

ヤング率  E = 2.05×105 (N/mm2)

柱の断面 2次モーメント Ic = 10.26×108 (mm4)

柱部材長  h = 4,000 (mm)

梁の断面 2次モーメント Ib = 6.153×108 (mm4)

スパン長  l = 6,000 (mm)

柱部材長を座屈長さとしたオイラーの座屈軸力
   NE = 129.7×106 (N)
ki ：2層目柱に対する i層目の柱軸力の比
KH0_iF ：i層目の KH0

KH0は計算対象柱（右外柱）以外の部
材による層の水平剛性で，柱軸力の影
響は考慮しない．

2層目右外柱の弾性座屈軸力
　2層目右外柱を計算対象とする場合，本文中に示した計算対象柱と上下層柱の諸量は以下の値にな
る．
　　上層柱：　　IcT = Ic ,   hT = h ,   NET = NE ,   IbT = Ib ,   kT = k3

　　計算対象柱：Ic = Ic ,      h = h ,    NE = NE ,    Ib = Ib ,    k = k2 ,   KH0 = KH0_2F

　　下層柱：　　IcB = Ic ,   hB = h ,   NEB = NE ,   IbB = Ib ,   kB = k1

弾性個材座屈軸力
(i)回転バネ剛性の仮定
　2, 3層目床梁の左端には，軸力を受けていない 2本の内柱と左側スパンの床梁がとりついているの
で，この節点の回転が拘束されていると仮定する．よって KrT_beam , KrB_beamには次式を用いる．

KrT _beam = KrB_beam =
4EIb
l

 (A4.1)

　3層目柱の上端には 4層目床梁と 4層目柱が取り付いているが，4層目柱が圧縮軸力を受けている
ことを考慮して，この節点の回転は拘束されていないと仮定する．よって KrT_columnには式 (4.5.2)を用
いる．1層目柱の下端は固定端であるから，KrB_columnには式 (4.5.3)を用いる．
(ii)aPcr(0)

　両端の回転バネ剛性が等しい場合の個材座屈軸力算定式である式 (4.4.30)に krを代入すれば aPcr(0)

が得られる．krは (Kr = Kr_beam /2)を無次元化したもので，Kr_beamは式 (A4.1)で計算される回転バネ剛性

　以下には，2層目右外柱の弾性座屈軸力の算定手順を示す．
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である．

kr =
Krh
EIc

=
Kr _beam 2( )h
EIc

=
2EIb
l

h
EIc

= 0.7996  (A4.2)

a Pcr 0( ) =
kr( )

2
+10kr +15.9

kr( )
2
+14kr +64.1

39.4EIc
h2

=167.4×106 (N) (A4.3)

(iii)2層目の作用軸力を aPcr(0)と仮定して材端バネ剛性を計算する．
　krTの計算を以下に示す．

krT _beam =
KrT _beamh
EIc

=1.599  (A4.4)

ψ = π
κ3 a Pcr 0( ) κ2

NE
= 2.855  (A4.5)

　→　 krT _ column =
KrT _ columnh
EIc

=
ψ 2 sin ψ( )

sin ψ( )−ψ cos ψ( )
= 0.7627  (A4.6)

(krT_beam + krT_column) > (krT_beam /2)であるから，
krT = krT_beam + krT_column = 2.362 (A4.7)

　krBの計算を以下に示す．

ψ = π
κ1 a Pcr 0( ) κ2

NE
= 4.122  (A4.8)

　→　 krB_ column =
KrB_ columnh
EIc

=
ψ sin ψ( )−ψ cos ψ( ){ }
2 1− cos ψ( ){ }−ψ sin ψ( )

= 0.9230  (A4.9)

(krB_beam + krB_column) > (krB_beam /2)であるから，
krB = krB_beam + krB_column = 2.522 (A4.10)

(iv)aPcr(1)

　krTと krBを式 (4.3.25)と (4.4.28)に代入すれば以下の値が得られる．

aη =
krT + 4
krB + 4

= 0.9755  (A4.11)

a Pcr 1( ) =
krT +5( ) krB +5( )−15.1+3 aη +

1

aη

⎛

⎝
⎜⎜

⎞

⎠
⎟⎟

krT +7( ) krB +7( )−18.9+17 aη +
1

aη

⎛

⎝
⎜⎜

⎞

⎠
⎟⎟

39.4EIc
h2

= 229.9×106 (N) (A4.12)

a Pcr 1( ) − a Pcr 0( )
a Pcr 0( )

= 0.3734 > 0.02　→　解は収束していない．

(v)2層目の作用軸力を aPcr(1)と仮定して材端バネ剛性を計算する．
　先ほどと同様に計算すると，(krT = 1.694)，(krB = 1.608)となる．
(vi)aPcr(2)

　(krT = 1.694)，(krB = 1.608)を式 (4.3.25)と (4.4.28)に代入すれば (aPcr(2) = 202.3 ×106 N)が得られ

１
回
目
の
計
算

２
回
目
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る．まだ前の解との差が (-12%)あるので 3回目の繰り返し計算を行う．
(vii)2層目の作用軸力を aPcr(2)と仮定して材端バネ剛性を計算する．
　先ほどと同様に計算すると，(krT = 1.650)，(krB = 1.548)となる．
(viii)aPcr(3)

　(krT = 1.650)，(krB = 1.548)を式 (4.3.25)と (4.4.28)に代入すれば (aPcr(2) = 200.3 ×106 N)が得られ
る．前の解との差は (-1%)であるから，計算を終了する．

aPcr = 200.3×106 (N)　，　　aPcr /NE = 1.544

弾性中間座屈軸力
(i)回転バネ剛性の仮定
　個材座屈軸力算定の際と同じである．
(ii)aPcr(0)

　個材座屈軸力算定の際と同じである．
(iii)2層目の作用軸力を aPcr(0)と仮定して材端バネ剛性を計算する．
　krT , krBは個材座屈軸力算定の際と同じである．以下に水平バネ剛性の算定手順を示す．

KH = KH 0_ 2F +
a Pcr 0( )
h

= 61.93×103 (Nmm)　→　 kH =
KHh

3

12EIc
=1.570  (A4.13)

(iv)bPcr(1)

　式 (A4.6)に示した krTと，式 (A4.9)に示した krB，および上に示した kHを式 (4.3.56)と (4.3.66)

に代入すれば以下の値が得られる．

bη =
krT
krB

= 0.9366  (A4.14)

b Pcr 1( ) =
krT +1( ) krT +6( )+ 7krT +12( ) bη +6 bη( )

2
+15kH bη −1( )

2

krT( )
2
+9krT +78+9 krT −6( ) bη +78 bη( )

2

42EIc
h2

= 232.9×106 (N)

 (A4.15)

b Pcr 1( ) − a Pcr 0( )
a Pcr 0( )

= 0.391> 0.02　→　解は収束していない．

(v)2層目の作用軸力を bPcr(1)と仮定して材端バネ剛性を計算する．
　先ほどと同様に計算すると，(krT = 1.656)，(krB = 1.556)，(kH = 1.778)となる．
(vi)bPcr(2)

　(krT = 1.656)，(kH = 1.556)，(kH = 1.778)を式 (4.3.56)と (4.3.66)に代入すれば (bPcr(2) = 203.0 ×106 

N)が得られる．まだ前の解との差が (-13%)あるので，3回目の繰り返し計算を行う．
(vii)2層目の作用軸力を bPcr(2)と仮定して材端バネ剛性を計算する．
　先ほどと同様に計算すると，(krT = 1.623)，(krB = 1.510)，(kH = 1.787)となる．
(viii)bPcr(3)

　(krT = 1.623)，(kH = 1.510)，(kH = 1.787)を式 (4.3.56)と (4.3.66)に代入すれば (bPcr(3) = 201.5 ×106 

N)が得られる．前の解との差が (-0.7%)であるから，計算を終了する．

bPcr = 201.5×106 (N)　，　　bPcr /NE = 1.554

３
回
目

１
回
目
の
計
算

２
回
目

３
回
目
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　⇒　(aPcr < bPcr)であるから，2層目右外柱の座屈軸力は (Pcr = aPcr)である．また，その座屈長さ係数
は以下の値である．

γ =
NE
Pcr

= 0.802  (A4.16)

　同様にして 1層目右外柱の弾性座屈軸力は (Pcr = 293.4×106 N)，座屈長さ係数は (g = 0.665)である．
また，3層目右外柱の弾性座屈軸力は (Pcr = 199.9×106 N)，座屈長さ係数は (g = 0.806)である．4層目
と 5層目外柱についても同様に計算できる．また，基準骨組 1は左右対称であるから，内柱は地震水
平荷重作用時に付加軸力が生じない．
　骨組の数値解析と提案手法の計算結果を比較する場合には，求めた弾性座屈軸力 Pcrを k iで除した
値が最も小さい柱の座屈軸力で骨組の座屈荷重が決まると考えれば良い．以下に 1 ~ 3層目外柱の (Pcr 

/ki)の値を示す．
 3層目外柱：Pcr /k3 = 312.3×106 (N)

 2層目外柱：Pcr /k2 = 200.3×106 (N)

 1層目外柱：Pcr /k1 = 219.9×106 (N)

2層目の (Pcr /ki)が最も小さい．2層目柱の座屈時軸力 (Pcr = 200.3×106 N)に対して，この骨組に一定の
長期荷重をかけた後，地震時柱軸力相当荷重に対して線形座屈解析を行った場合の 2層目右外柱の座
屈時軸力は (eig.Ncr = 203.9×106 N)であった（2.4節）．また，同じ荷重条件で幾何学的非線形性を考慮
した釣合経路解析を行うと，その座屈時軸力は (Ncr = 216.1.×106 N)である．本論文において，釣合経
路解析では柱の軸剛性が初期剛性の 0.2倍になった時点を座屈と定義している．提案手法の計算結果
は，線形座屈解析に対して (1.8 %)小さく，釣合経路解析に対して (7.3 %)小さい．
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